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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数（株） 内容

普通株式 940,700（注）２．

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

（注）１．2026年９月28日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、2026年10月13日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

３．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

４．上記とは別に、2026年９月28日開催の取締役会において、東海東京証券株式会社を割当先とする当社普通株

式298,000株の第三者割当増資を行うことを決議しております。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。
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２【募集の方法】

2026年10月22日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受け」

欄記載の金融商品取引業者（以下「第１　募集要項」において「引受人」という。）は、買取引受けを行い、当該引

受価額と異なる価額（発行価格）で募集（以下「本募集」という。）を行います。引受価額は2026年10月13日開催予

定の取締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総

額を当社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対し

て引受手数料を支払いません。

なお、本募集は、株式会社東京証券取引所（以下「取引所」という。）の定める「有価証券上場規程施行規則」第

246条に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮条

件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。）により決

定する価格で行います。

区分 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

入札方式のうち入札による募集 － － －

入札方式のうち入札によらない募集 － － －

ブックビルディング方式 940,700 721,234,690 390,315,244

計（総発行株式） 940,700 721,234,690 390,315,244

（注）１．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されており

ます。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、2026年９月28日開催の取締役会決議に基づき、

2026年10月22日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出される

資本金等増加限度額（見込額）の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であ

ります。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格（902円）で算出した場合、本募集における発行価格の総額

（見込額）は848,511,400円となります。

６．本募集並びに「第２　売出要項　１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」及び「２　売出しの条

件（引受人の買取引受による売出し）」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状

況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２　売出要項　３　売出株式（オーバーア

ロットメントによる売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参

照下さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３【募集の条件】

（１）【入札方式】

①【入札による募集】

該当事項はありません。

 

②【入札によらない募集】

該当事項はありません。

 

（２）【ブックビルディング方式】

発行価格
（円）

引受価額
（円）

払込金額
（円）

資本組入
額（円）

申込株数
単位
（株）

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

(注)１．

未定

(注)１．

未定

(注)２．

未定

(注)３．
100

自　2026年10月23日(金)

至　2026年10月28日(水)

未定

(注)４．
2026年10月30日(金)

　（注）１．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、2026年10月13日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、2026年10月22日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社普通株式が市場において適正な評価を受けることを目的

に、機関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、2026年10月13日開催予定の取締役会において決定される予定であ

ります。また、「２　募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び2026年10月

22日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、2026年９月28日開催の取締役会において、

増加する資本金の額は、2026年10月22日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、2026年11月２日（月）（以下「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。本募

集に係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式等の振替に関する業務規

程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2026年10月15日から2026年10月21日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更または撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人及びその委託販売先金融商品取引業者は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分

に関する基本方針及び社内規程等に従い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各

社の店頭における表示またはホームページにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。

 

①【申込取扱場所】

後記「４　株式の引受け」欄記載の引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の本店並びに全国各支店及び

営業所で申込みの取扱いをいたします。
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②【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三井住友銀行　新横浜支店 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目７番３号

　（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

４【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数
（株）

引受けの条件

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

未定

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、2026年10月30日までに

払込取扱場所へ引受価額と

同額を払込むことといたし

ます。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、発行価格と引

受価額との差額の総額は引

受人の手取金となります。

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６号

マネックス証券株式会社 東京都港区赤坂一丁目12番32号

計 － 940,700 －

　（注）１．2026年10月13日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。

２．上記引受人と発行価格決定日（2026年10月22日）に元引受契約を締結する予定であります。

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。
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５【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

780,630,488 10,000,000 770,630,488

　（注）１．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格（902円）を基礎として算出した見込額であり

ます。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

 

（２）【手取金の使途】

上記の手取概算額770,630千円については、「１　新規発行株式」の（注）４．に記載の第三者割当増資の手取概算額

上限247,292千円と合わせた合計手取概算額上限1,017,922千円について、設備資金、研究開発費、運転資金に充当する予

定であります。

 

① 設備資金

研究所への設備投資として研究関連機器の購入を予定しております。名古屋研究所に「フローサイトメトリー」の購入

で20,000千円、宮崎研究所に「抗体の親和性測定機器」及び「セルサイトソーター」の購入で100,000千円の合計120,000

千円を投資する計画です。「フローサイトメトリー」の購入は、2028年３月、「セルサイトソーター」の購入は2029年３

月、「抗体の親和性測定機器」の購入は2030年３月を予定しております。「フローサイトメトリー」は、蛍光色素で標識

した抗体を用いて細胞を生きたまま染色し、細胞の膜表面に抗体が結合するタンパク質が存在するかどうかを解析する機

器です。当社のプロジェクトの多くが細胞膜上面に存在するタンパク質に対する抗体を取得するプロジェクトであり、こ

の機器を研究に導入することで、より早くより正確に抗体の評価を行うことが可能となり、研究の効率化につながると期

待しております。「セルサイトソーター」は、前述の「フローサイトメトリー」の細胞分析機能に、細胞の選別機能を付

加した機器です。当社は、抗体スクリーニングの工程にこの機器を導入し、細胞に高い親和性で結合する抗体を短期間で

取得し、研究効率の向上を目指します。この投資により自社プロジェクトを効率化することで抗体スクリーニングに必要

な時間を30%～50%程度短縮できると考えております。これにより、共同研究先の製薬会社が求める抗体を短期間で提供で

きることになり、早期のマイルストーン収入が期待でき、より早期の投資回収が可能となります。さらに、研究期間を短

縮できれば、パイプライン数を増加させることが可能となり、より多くの収益機会が得られることを期待しております。

 

② 研究開発費

今後新規に開始されるプロジェクトを含めた自社プロジェクトの研究開発並びに基盤技術の開発を推進するために必要

な研究開発費として合計542,000千円を投資する計画です。

　資金使途の内訳は、研究開発にかかる人件費として220,500千円（2028年３月期71,500千円、2029年３月期73,500千

円、2030年３月期75,500千円）、小規模な薬効確認試験費用などの外部委託費として123,250千円（2028年３月期42,000

千円、2029年３月期48,000千円、2030年３月期33,250千円）、試薬・消耗品費として117,250千円（2028年３月期42,000

千円、2029年３月期42,000千円、2030年３月期33,250千円）、大学との共同研究契約に伴う共同研究費及び産学連携費と

して81,000千円（2028年３月期27,000千円、2029年３月期27,000千円、2030年３月期27,000千円）の支出を予定しており

ます。

 

自社プロジェクトで取得した抗体を用いて、当社で小規模な薬効確認試験を実施し、当該抗体医薬品の上市確率を向上

させることが可能です。医薬品は、基礎的な研究からスタートして、臨床試験を成功に導き、患者の手元に医薬品を届け

ることができる上市確率が非常に低いと言われており、特に、臨床試験で期待される治療効果が得られず、開発を中断す

る可能性が高いことが特徴です。ペット用の医薬品開発においては、本格的な臨床試験を行う前に、対象とする動物種で

あるイヌやネコに開発中の医薬品を探索的に投与する試験を行うことができます。この試験で、薬効が確認できれば、臨

床試験における投与量や投与間隔等の参考になり、臨床試験の成功率が格段に向上することが見込まれ、医薬品が承認を

受けて市場で利用される上市確率の向上が見込まれます。当社の事業規模では、自社で医薬品の開発を行い、かつ、販売

までを行うことは難しいため、医薬品の種（シーズ）を大手製薬会社に導出（他社へライセンス供与または権利譲渡する

こと）することになります。これらの試験結果を導出先候補企業に示すことにより、導出先の候補企業は臨床試験や医薬

品製造方法の開発を効率的に進めることが可能となります。そのため、このデータを取得したパイプラインの価値は導出

契約時の経済条件の向上が見込まれるため、現状の導出契約よりも、抗体導出時の契約時一時金、マイルストーン収入額

（導出後の開発の進捗度により支払われる報酬のこと）及び販売ロイヤリティの料率が高くなることが期待されます。

これらの試験を実施するための抗体作製費用を「試薬・消耗品費」として計上し、小規模な薬効確認試験は試験受託機

関で試験を実施するため、「外部委託費」として計上しております。

抗体医薬の分野においてもAI（人工知能）を活用し、より活性の強い抗体を短期間で開発することが可能となっていま
す。このような状況を鑑み、当社のプラットフォーム技術にAIを活用し、創薬開発の強化を図る予定です。当社はこれま
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で多数の抗体スクリーニングを手掛け、スクリーニングによって取得した抗体のアミノ酸配列をデータベース化して保有
しております。AIは一般的に学習させる基礎データが多いほど、解析能力が向上し、有用なデータをフィードバックでき
ることが知られております。AI学習させる基礎データとして、イヌやネコの抗体配列を多数登録しているこのデータベー
スはAIに学習させるうえで非常に利用価値が高く、このような多数の抗体配列を保有していない同業他社よりも優れたAI
創薬の可能性が期待できます。AI活用により、より短期間でより活性の強い抗体を提供できる環境となり、当社のパイプ
ライン構築に大いに貢献すると考えております。これらの資金は、「外部委託費」のうち、2029年３月期20,000千円、
2030年３月期10,000千円が予算計上されております。

 

③ 運転資金

運転資金として、355,922千円を充当いたします。内訳は、研究員以外の人件費として308,722千円（2028年３月期
100,000千円、2029年３月期103,722千円、2030年３月期105,000千円）、人材派遣等の外注費として16,200千円（2028年
３月期4,200千円、2029年３月期9,000千円、2030年３月期3,000千円）、新規顧客開拓のための海外（北米）イベント参
加費として、9,000千円（2028年３月期2,000千円、2029年３月期3,000千円、2030年３月期4,000千円）、海外（北米・欧
州）の取引先との情報交換のための出張費として、22,000千円（2028年３月期7,400千円、2029年３月期7,300千円、2030
年３月期7,300千円）を予定しております。

　当社は現在ペット用抗体医薬品の研究開発を中心に事業を進めておりますが、成長のためには別の領域での抗体医薬品

の研究開発が必須であると考えています。特に獣医療領域では、世界の売上の半分程度を牛豚等の産業用動物が占めてお

ります。産業用動物への抗体医薬品の応用は、抗体医薬品の製造コストの問題やどのような疾患領域に抗体医薬を応用す

るかなどの情報が少なく、当社としてこの領域への研究開発は手掛けておりません。Animab社は、家畜を対象とした経口

投与可能な抗体医薬品の開発を手掛ける会社です。2025年にAnimab社が開発するNanoprotec®（毒性大腸菌を標的とした

経口投与可能な抗体を飼料に混ぜて子豚に投与することで、生後間もない子豚の感染性下痢症に治療効果を発揮する新し

い抗体医薬品）をHuvepharma社が販売権を獲得したというニュースが発表されました（Animab社プレスリリース：

https://animab.com/press_april2025）。当社がプラットフォームを保有するラクダの単鎖抗体は製造コストを安く抑え

ることができますので、今後これらの領域への業務拡大を目指し、国際イベント等に参加して新規顧客の開拓を進めたい

と考えております。

当社は既にペット用抗体医薬品４品目をパートナーとなる企業に導出済みで、開発活動の主体はパートナー企業となっ

ております。当社の今後の事業収益はパートナー企業の開発進捗に伴う開発マイルストーン収入や販売ロイヤリティ収入

の占める割合が大きくなっていきます。また、2025年３月に代表取締役新庄と取締役研究開発部執行役員前田がフランス

のCeva社及びVirbac社を訪問し、導出した抗体医薬品の開発計画の確認を行いました。その場においては、当該抗体医薬

品の開発計画に関する議論に加えて、Ceva社及びVirbac社が興味のある疾患分野や新規標的分子に関する情報交換を行う

ことができ、当社のパイプライン構築に非常に有用な情報を多数得ることができました。今後もパートナー企業との直接

のコミュニケーションを積極的に行い、現在の顧客がリピーターとなるように海外出張への投資を増やしていきたいと考

えています。

 

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等にて運用する予定であります。

また、上記手取概算額が予定額を下回った場合には、当社の中長期的な成長基盤の確保に必要な支出である研究開発費

への充当を最優先とし、次いで設備資金、運転資金の順に充当する方針であります。研究開発費については、自社プロ

ジェクトの研究開発及び基盤技術の開発を継続的に推進するために必要な費用であり、原則として予定どおり充当する方

針です。設備資金については、研究開発効率の向上に資する研究関連機器の購入を予定しておりますが、手取金が不足す

る場合には、当該機器の導入時期の一部延期又は購入内容の見直しを行う可能性があります。運転資金については、事業

拡大に伴う人件費、外注費、海外イベント参加費及び出張費等に充当する予定ですが、手取金が不足する場合には、海外

イベント参加費、出張費等の支出を優先的に延期又は縮小する方針であります。

なお、手取金が予定額を下回ったことにより不足額が生じた場合には、自己資金、営業収入及び必要に応じて金融機関

からの借入れ等により補うことを検討する方針であります。また、上記の各資金使途に充当後、未充当額が生じた場合に

は、当社における事業拡大のための研究開発費及び運転資金に充当する予定であります。

 

　（注）１．設備資金の内容については、「第二部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」の

項をご参照下さい。
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　2026年10月22日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件

（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者（以下「第２　売出

要項」において「引受人」という。）は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価

格、発行価格と同一の価格）で売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）を行います。引受人は株

式受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は

引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

 

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名
称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名
称

普通株式

ブックビルディング

方式

1,047,200 944,574,400

東京都中央区日本橋本町三丁目７番２号

名古屋大学・東海地区大学広域ベンチャー２号投

資事業組合

285,000株

 

宮崎県宮崎市橘通東四丁目３番５号

みやぎん宮崎大学夢応援投資事業有限責任組合

200,000株

 

熊本県熊本市中央区桜町２番17号

九州広域復興支援投資事業有限責任組合

200,000株

 

東京都港区北青山三丁目５番27号

株式会社アニヴェルセルHOLDINGS

125,000株

 

東京都港区西新橋一丁目11番４号日土地西

新橋ビル７Ｆ

アクシル・ライフサイエンス＆ヘルスケアファン

ド２号投資事業有限責任組合

125,000株

 

東京都中央区八重洲一丁目３番４号

SMBCベンチャーキャピタル産学連携２号投資事業

有限責任組合

40,000株

 

宮崎県宮崎市広島二丁目１番31号

みやざき未来応援２号ファンド投資事業有限責任

組合

20,000株

 

神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号

きぼう投資事業有限責任組合

15,000株

 

 

東京都港区赤坂四丁目15番１号

株式会社ベクトル

15,000株

 

宮崎県宮崎市広島二丁目１番31号

みやざき未来応援３号ファンド投資事業有限責任

組合

10,000株

 

愛知県名古屋市昭和区

古田晃浩

7,000株

 

愛知県名古屋市中村区

長久厚

5,200株
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名
称

計(総売出株

式)
－ 1,047,200 944,574,400 －

　（注）１．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（902円）で算出した見込額であります。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。

５．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式（オーバーアロットメントによる

売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。

 

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

 10/145



２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

 

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

 

（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１．

(注)２．

未定

(注)２．

自　2026年

10月23日(金)

至　2026年

10月28日(水)

100
未定

(注)２．

引受人及びその

委託販売先金融

商品取引業者の

本店並びに全国

各支店及び営業

所

愛知県名古屋市中村区名駅

四丁目７番１号

東海東京証券株式会社

未定

(注)３．

　（注）１．売出価格の決定方法は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(２）ブックビルディング方式」の（注）

１．と同様であります。

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には、利息をつけません。

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日（2026年10月22日）に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、上場（売買開始）日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機

構の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を

行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．上記引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　

(２）ブックビルディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
298,000 268,796,000

愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号

東海東京証券株式会社　　　　298,000株

計(総売出株式) － 298,000 268,796,000 －

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、東海東京証券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売

出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があ

ります。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、2026年９月28日開催の取締役会において、東海

東京証券株式会社を割当先とする当社普通株式298,000株の第三者割当増資の決議を行っております。ま

た、東海東京証券株式会社は、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株

式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合がありま

す。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（902円）で算出した見込額であります。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

 

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

 

（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単位
（株）

申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１．

自　2026年

10月23日(金)

至　2026年

10月28日(水)

100
未定

(注)１．

東海東京証券

株式会社及び

その委託販売

先金融商品取

引業者の本店

並びに全国各

支店及び営業

所

－ －

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．東海東京証券株式会社及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第２　売出要項　２　売出し

の条件（引受人の買取引受による売出し）　(２）ブックビルディング方式」の（注）７．に記載した販売

方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．東京証券取引所グロース市場への上場について

　当社は、「第１　募集要項」における新規発行株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、東海東京証券株式会社を主幹事会社として、東京証券取引所グロース市場への上場を予定しております。

 

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である新庄勝浩（以下「貸株人」という。）より借入れる株式であります。これに関連し

て、当社は、2026年９月28日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式298,000株の第三者

割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上

の募集事項については、以下のとおりであります。

(1) 募集株式の数 当社普通株式　298,000株

(2) 募集株式の払込金額 未定　（注）１.

(3)
増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項に基づ

き算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、増加する資

本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とす

る。　（注）２.

(4) 払込期日 2026年12月２日（水）

　（注）１．募集株式の払込金額（会社法上の払込金額）は、2026年10月13日開催予定の取締役会において決定される予

定の「第１　募集要項」における新規発行株式の払込金額（会社法上の払込金額）と同一とする予定であり

ます。

２．割当価格は、2026年10月22日に決定される予定の「第１　募集要項」における新規発行株式の引受価額と同

一とする予定であります。

　また、主幹事会社は、2026年11月２日から2026年11月27日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的とし

て、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカ

バー取引を行う場合があります。

　主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式については、貸株人から借入れている株式の返還

に充当し、当該株式数については、割当てに応じない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資におけ

る発行数の全部または一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発

行数が減少する、または発行そのものが全く行われない場合があります。また、シンジケートカバー取引期間内にお

いても、主幹事会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシン

ジケートカバー取引を終了させる場合があります。
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３．ロックアップについて

　本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、貸株人である新庄勝浩、売出人である長久厚、古田晃浩

並びに当社株主（当社新株予約権の保有者を含む。）である黒澤仁、小泉信一、森下和広、柴崎友一朗、前田龍、河

合昭好、初澤寛成、工藤利秋、西井大輔は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を

含む）後180日目の2027年４月30日までの期間中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の売

却（ただし、引受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡

すこと等は除く。）を行わない旨合意しております。

また、売出人である名古屋大学・東海地区大学広域ベンチャー２号投資事業組合、みやぎん宮崎大学夢応援投資事

業有限責任組合、九州広域復興支援投資事業有限責任組合、株式会社アニヴェルセルHOLDINGS、アクシル・ライフサ

イエンス＆ヘルスケアファンド２号投資事業有限責任組合、SMBCベンチャーキャピタル産学連携２号投資事業有限責

任組合、みやざき未来応援２号ファンド投資事業有限責任組合、株式会社ベクトル、きぼう投資事業有限責任組合及

びみやざき未来応援３号ファンド投資事業有限責任組合は主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開

始）日（当日を含む）後90日目の2027年１月30日までの期間中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社

普通株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し及び売却価格が「第１ 募集要項」における発行価格の

1.5倍以上であって、主幹事会社を通じて株式会社東京証券取引所で行う売却等を除く。）を行わない旨合意してお

ります。

加えて、当社は主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場(売買開始)日(当日を含む)後180日目の2027年４月

30日までの期間中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の発行、当社普通株式に転換若しく

は交換される有価証券の発行又は当社普通株式を取得若しくは受領する権利を付与された有価証券の発行（ただし、

本募集、株式分割、ストック・オプションとしての新株予約権の発行及びオーバーアロットメントによる売出しに関

連し、2026年９月28日開催の当社取締役会において決議された主幹事会社を割当先とする第三者割当増資等を除

く。）を行わない旨合意しております。

なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社は、その裁量で当該合意の内容を一部若しくは全部につき解除

できる権限を有しております。

上記のほか、当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三

者割当等による募集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間に継続所有等の確約を行っております。その内容

については、「第四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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第３【その他の記載事項】
　新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとする事項

 

(1）表紙に当社の社章 を記載いたします。

 

(2）表紙の次に「１　ミッション」～「４　成長戦略」をカラー印刷したものを記載いたします。
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第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 2022年3月 2023年3月 2024年3月 2025年3月 2026年3月

売上高 （千円） － 3,820 66,161 144,459 337,548

経常利益又は経常損失（△） （千円） △118,149 △119,310 △147,911 △103,525 36,436

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △118,454 △119,615 △148,215 △103,830 36,131

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000 90,000 90,000

発行済株式総数

（株）

     

普通株式 37,500 38,140 38,140 38,140 38,140

Ａ-１種優先株式 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000

Ｂ種優先株式 － 8,250 8,250 20,000 20,000

純資産額 （千円） 84,519 314,104 165,888 532,058 568,190

総資産額 （千円） 89,510 330,017 232,608 575,013 584,708

１株当たり純資産額 （円） △4,679.47 △7,233.76 △11,119.86 △138.42 △128.95

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）
（円） △2,345.63 △2,233.47 △2,495.64 △16.60 5.08

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 94.4 95.2 71.3 92.5 97.2

自己資本利益率 （％） － － － － 6.6

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － △180,033 11,567

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － △3,343 △44,732

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － 468,272 －

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） － － － 485,071 451,906

従業員数
（人）

6 8 10 11 13

（外、平均臨時雇用者数） (1) (1) (2) (2) (1)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．１株当たり純資産額については、優先株式に対する払込金額を控除して算定しております。

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

５．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）の算定上、優先株式を含めて算定しております。

６．第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第３期から第６期の潜在株式調整後
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１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が

把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

７．自己資本利益率については、第３期から第６期は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

８．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

９．第６期においては、為替換算に係る誤謬の訂正を遡及して反映させているため、定時株主総会において承認

された計算書類の数値と一部異なっております。

10．第３期、第４期及び第５期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・

フローに係る各項目は、記載しておりません。

11．主要な経営指標等の推移のうち、第３期、第４期及び第５期は、会社計算規則（平成18年法務省令第13号）

の規定に基づき算出した各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証

明を受けておりません。

12．第６期及び第７期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、三優監査

法人による監査を受けております。

13．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（期間契約社員）は、年間の

平均人員を（　）外数で記載しております。

14．2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定

める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-

１種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得し

た当該Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日

の2026年６月11日付で消却を行っております。なお、当社は、2026年６月26日開催の定時株主総会により、

同日の2026年６月26日付で種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

15．当社は、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そこで、第６期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、第６期及び第７期の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失（△）を算定しております。

16．当社は、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現　日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申

請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133

号）に基づき、第３期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を

参考までに掲げると、以下のとおりとなります。

なお、第３期、第４期及び第５期の数値（１株当たり配当額については全ての数値）については、三優監査

法人の監査を受けておりません。

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 2022年3月 2023年3月 2024年3月 2025年3月 2026年3月

１株当たり純資産額 （円） △46.79 △72.34 △111.20 △138.42 △128.95

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△)
（円） △23.46 △22.33 △24.96 △16.60 5.08

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)
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２【沿革】

 

当社は、学校法人藤田学園　藤田医科大学（以下、「藤田医科大学」）と国立大学法人宮崎大学（以下、「宮崎大

学」）で開発された抗体取得技術を医療に還元することを目的として、2019年６月に設立されました。当社は創業以来、

自社独自の研究開発と動物用医薬品企業との共同研究によってペット(イヌ、ネコ）用抗体医薬品の創出に取り組んでお

ります。

当社の沿革は、以下のとおりです。

 

年月 概要

2019年６月 会社設立（東京都中央区）

2019年12月 第三者割当増資（シード）の実施

2020年１月 横浜市港北区に本社を移転

2020年５月 第三者割当増資（シリーズA-１）の実施

2020年９月 完全イヌ型抗体ライブラリーが完成、イヌ抗体創薬事業を開始

2021年２月 Ceva Santé Animale S.A.と共同研究契約を締結

2021年３月 取締役会設置会社へ移行

2021年４月 宮崎大学に共同研究講座を開設

2021年11月 完全ネコ型抗体ライブラリーが完成、ネコ抗体創薬事業を開始

2021年12月 Boehringer Ingelheim Animal Healthと共同研究契約を締結

2022年９月 第三者割当増資の実施

2022年11月 国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学に産学協同研究講座を開設

2022年11月 第三者割当増資（シリーズB）の実施

2023年４月 共立製薬株式会社と複数のイヌ疾患治療用抗体の共同研究契約を締結

2024年４月 Ceva Santé Animale S.A.とイヌ疾患治療用抗体の譲渡契約を締結

2024年12月 第三者割当増資（シリーズB）の実施

2024年12月 MSD Animal Healthと共同研究契約を締結

2025年２月 Virbac S.A.とイヌ疾患治療用抗体の譲渡契約を締結

2025年４月

2025年９月

2026年３月

2026年３月

Ceva Santé Animale S.A.と共同研究契約を締結

日本曹達株式会社とイヌ及びネコ疾患治療用抗体の共同研究契約を締結

Ceva Santé Animale S.A.と新規モノクローナル抗体の創薬と開発を目的とした提携を拡大

日本曹達株式会社とネコ炎症性疾患治療用抗体の譲渡契約を締結
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３【事業の内容】
 
当社は、自社で構築したイヌ及びネコのファージディスプレイ抗体ライブラリー（注１、２）とモノクローナ

ル抗体単離技術（注３、４）をビジネスの基盤として、創業以来、ペット用抗体医薬品（注５）の創出に取り組ん
でおります。当社の保有する抗体ライブラリーと単離技術は、従来困難とされていた創薬標的抗原（注６）に対す
るモノクローナル抗体の提供を可能とするものです。当社は、自社主導の研究開発と動物用医薬品企業等との共同
研究を事業の両輪として、動物用抗体医薬領域での創薬活動を推進しております。なお、当社は、医薬品の研究開
発事業のみの単一セグメントであります。
 

(1）当社のビジネスモデル
　①　ビジネスモデルの概略
　当社は、以下の事業系統図で示しますように、当社保有の抗体ライブラリーより取得する抗体について、その
開発・製造・販売する権利を製薬企業に導出（注７）することで対価を得ております。
 

　　　

図１．MabGenesisの事業系統図
 
当社は、藤田医科大学及び宮崎大学が保有するファージディスプレイ抗体技術に関するノウハウの独占実施権

許諾を受けて、ペット（イヌ、ネコ）用抗体医薬品にフォーカスしたバイオ医薬品の研究開発を行う企業として創
業しました。創業後の早い段階でイヌ及びネコそれぞれのファージディスプレイ抗体ライブラリーを構築すること
で、当社の基盤アセットを確立しました。当社は、これらの抗体ライブラリーから独自の抗体単離技術（「（2）
当社の基盤技術」参照）を用いて取得する創薬標的抗原に対する抗体の開発・製造・販売の権利を製薬企業に導出
することで収益を得ています。なお、取得した抗体の特性を評価する過程で必要となる各種試験は、大学等の公的
研究機関との共同研究や、医薬品開発業務受託機関（Contract Research Organization: CRO）（注８）への業務
委託も活用しデータを取得しています。
当社では、抗体を取得する研究の総体をプロジェクトと称します。当社のプロジェクトは、当社が設定する標

的抗原に対して当社が単独で抗体を取得するもの（以下、「自社プロジェクト」）と、製薬企業との合意に基づい
て設定する標的抗原に対して抗体を取得するもの（以下、「共同研究プロジェクト」）とがあります。自社プロ
ジェクトでは、抗体を取得後、一定の前臨床試験（注９）を当社主導で実施したのち開発から製造販売までを実施
できる製薬企業（以下、「パートナー」）への導出のための事業開発活動を行います。一方、後者の場合は、当社
の基盤技術を評価するパートナーと標的抗原及び取得する抗体の品質条件について同意した共同研究契約を締結
後、抗体取得(共同研究)を開始し、品質条件を満たす抗体は、契約に基づきパートナーへ導出します。
 
　図２に現時点におけるプロジェクトの一覧を示します。
　ヒト臨床段階フェーズ１、フェーズ２に相当する動物用医薬品の前臨床段階に本書提出日現在７件のプロジェク
トがあり、うち４件はパートナーであるCeva Santé Animale S.A.（以下「Ceva社」）、Virbac S.A.（以下
「Virbac社」）、日本曹達（株）及び共立製薬（株）へ、抗体の研究、開発、製造、販売に関する権利を導出済で
あり、各パートナーが開発を進めております。このうちVirbac社と日本曹達（株）に対しては自社プロジェクトで
取得した抗体の導出で、Ceva社と共立製薬（株）に対しては共同研究プロジェクトで品質条件を満たす抗体の取得
に成功し、その権利を導出したものです。
　探索段階にある11件のペット用抗体医薬品プロジェクトのうち10件は国内外の大手動物薬企業との共同研究プロ
ジェクトであり、進捗に応じたマイルストーン受領条件を定めた契約に基づいて研究を進めております。また、す
い臓がんを適応としたヒト用抗体は国内公的研究機関との共同研究を実施中です。
　共同研究プロジェクト及び導出済プロジェクトについては、動物種、標的分子、適応疾患、開発ステージ等に関
する具体的な内容は、提携先の重要な研究開発上の機密情報に該当する場合がありパイプライン情報を明示してお
りません。また、「第２ 事業の状況 ５ 重要な契約等」に記載する各契約との対応関係についても、秘密保持上
の理由から明示しておりません。
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図２．当社進行中プロジェクトの一覧（2026年８月末現在）
 

　　自社プロジェクト及び共同研究プロジェクトの契約によって得られる収益の構造は、以下のとおりです。
 
表１．当社の収益構造

収益の種類 内容

契約時一時金 アップフロントとも呼ばれ、契約締結時に受領する収入

研究マイルストーン 共同研究の進捗に応じて受領する収入

開発マイルストーン 導出後、研究開発の進展や承認取得に応じて受領する収入

販売ロイヤリティ 製品の売上金額の一定料率を受領する収入

販売マイルストーン 製品の年間売上が所定の金額に達した際に受領する収入

 
　共同研究プロジェクトでは、１つの標的抗原に対してはパートナー１社とのみ独占的な共同研究契約を結び、同
一の標的抗原に関する共同研究を複数のパートナーと実施しないように管理しております。また、パートナーの経
営判断等により共同研究プロジェクトが中止される場合には、パートナーに付与した標的抗原に対する独占的権利
は消滅し当該プロジェクトは当社の判断により自社プロジェクトとして当社が継続できる旨を可能な限り契約で定
めております。これまでに２件の共同研究プロジェクトがパートナー企業の戦略的な判断で中止に至りましたが、
現在自社プロジェクトとして研究・開発を継続しております。
 

②　ビジネスモデル選択の背景
　当社は、以下の理由により、現在はペット用、具体的にはイヌ用及びネコ用の抗体医薬品の研究開発に注力して
おります。
a) ペット用医薬品市場は現在世界的に急速に拡大していること
世界的にペット飼育数は増加傾向にあり、中でもペット用医薬品の主要市場である欧米においては、イヌ、ネコ

それぞれ人口の20～25%に相当する約1億8,000万頭が飼育されています。また、中国、ブラジルにおいても5,000万
頭以上のイヌ、数千万頭のネコが飼育されています（出典： Pet Population in Major Markets,
HealthforAnimals）。
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図３．世界のペットの飼育頭数
 
近年のペットの家族化と飼育環境の改善による長寿化に伴い、獣医療、医薬品、フード・サプリ等のペットケア

関連市場は、2023年の3,200億米ドルから2030年には5,000億米ドルに達すると予測されています（Bloomberg,
March 24, 2023）。その中でもペット用医薬品の世界市場は、年成長率11.1％で拡大が見込まれており、2034年に
は670億米ドルに達すると予測されています（出典：Grand View Research 2025）（図４）。また、主要慢性疾患で
ある、イヌアトピー性皮膚炎、ネコ慢性腎疾患、イヌ変形性関節症（関節痛）、イヌがんの獣医療の主要市場であ
る欧米のマーケットポテンシャルを、参考文献（Veterinary Medicine; Research and Reports (2024),
International Renal Interest Society (IRIS), Journal of American Veterinary Medical Association (2010),
American Veterinary Medical Association, Cancer in Pets) に基づき、ペット数（1億8,000万頭、15歳以上のネ
コ数1,800万頭）、罹患率（15～70%)、受診率（20%)、年間治療費用（2,400米ドル）として当社で推計したとこ
ろ、それぞれ129.6億米ドル、60.5億米ドル、172.8億米ドル、216.0億米ドルと算定され、いずれも高いマーケット
ポテンシャルがあることが想定されます。
 

図４．ペットケア及びペット用医薬品の市場規模

 

b) 世界の大手動物薬企業がペット用抗体医薬の研究開発に活発に取り組んでいること
既にヒト医療において約220種類が製造販売され有効な治療形態としての地位が確立されている抗体医薬品は、

その有効性、安全性及び作用時間の長さ（利便性）の観点と、近年の製造技術の進歩(製造コストの低下)により、
ペットへの応用が検討されてきました。2016年末に、米国Zoetis社が世界初のペット用抗体医薬品であるサイトポ
イントⓇ（イヌのアトピー性皮膚炎及びアレルギー性皮膚炎治療薬）の販売を開始し、2022年には世界売上が6.3億
米ドルに達しました（出典：The Business Research Company）。その後Zoetis社が製造販売開始したネコ及びイヌ
用の変形性関節症に対する抗体医薬品であるソレンシア®とリブレラ®は、2024年には世界で合わせて5.81億米ドル
の売上を記録し、ペット用抗体医薬品のポテンシャルの大きさが証明されました（出典：Fourth quarter and 2024
full year financial results, Zoetis Inc.）。ペット用抗体医薬品は、現時点で、欧米ではZoetis社が５品目、
業界２位のMSD Animal Health (MAH)社が１品目、業界４位の米Elanco社が２品目と合計８品目が販売されており
（表２）、本邦においてはZoetis社の３品が販売されています。Grand View Research, Inc.の最新のレポートによ
れば、世界のペット用抗体医薬品市場規模は2034年までにグローバルで約61億米ドルに達すると予測されており、
2024年から2034年にかけて年成長率（CAGR）18.1％で拡大する見込みです（図５）。
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図５．イヌ・ネコ用抗体医薬品市場の成長性
 
上述のZoetis社のイヌ、ネコ用抗体医薬品の爆発的な売り上げと市場規模の拡大に呼応し、現在、世界の大手動

物薬企業は一斉にペット用抗体医薬の研究開発に活発に取り組んでいます。例えば当社が共同研究契約又は譲渡契
約を締結した業界第２位のMAH社、３位のBoehringer Ingelheim Animal Health（BIAH）社、５位のCeva Santé
Animale社、６位のVirbac社及び11位の共立製薬（株）はペット用抗体医薬の研究開発を活発的に推進しています
（表２）。
 
c) ペット用抗体医薬品（完全イヌ型抗体、完全ネコ型抗体）（注10，11）創出のための基盤技術を有する企業

が限られていること
上述のように、現在、世界の大手動物用医薬品企業の多くは、成長著しいペット用抗体医薬品を重点領域として

位置付けております。しかし、医療目的の抗体取得のための基盤技術確立には高い専門性と経験・ノウハウが必要
とされるため、大手動物用医薬品企業のほとんどは抗体の創製技術の内製化に至っておりません。
そのため、当社のようなペット用抗体医薬品創製の基盤技術を有するベンチャー企業との提携又は買収(米

Zoetis社による米Nexvet社（2017年、表２)、米Elanco社による米KindredBio社（2022年、表２）、Zoetis社による
英PetMedix社と独Adivo社（2023年、表２）、英Dechra社による米Invetx社（2024年））により基盤技術と医薬候補
抗体を取得し抗体薬を創出している状況です（出典：各社ホームページ）。さらに、既にヒト用抗体薬では主流と
なっている安全性に優れた種特異的抗体（注12）（ペット用としては、完全イヌ型抗体、完全ネコ型抗体）を創出
できる独立企業は当社の知りうる限り、現時点で世界的に見ても完全イヌ型抗体は当社と米Vetigenics社のみ、完
全ネコ型抗体は当社のみです。このような状況下で、当社は今後のビジネス展開において優位性を保ち、リーディ
ングポジションを確立していると考えております。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２. 抗体医薬に取り組む世界の動物用抗体医薬品企業

世界

売上高

ランキング

企業名
売上高

（2024年）
抗体医薬品（一般名）

買収スタートアップ

（ディール規模）

1 Zoetis(米) 9,256百万米ドル

サイトポイントⓇ（ロキベトマ

ブ）、対象疾患：イヌ皮膚疾患

リブレラⓇ（ベジンベトマブ）、

対象疾患：イヌ変形性関節症

レニヴィアⓇ（イゼニベトマブ）、

対象疾患：イヌ変形性関節症

ソレンシアⓇ（フルネベトマブ）、

対象疾患：ネコ変形性関節症

ポルテラⓇ（レルフォベトマブ）、

対象疾患：ネコ変形性関節症

NexVet（8,500万米ド

ル）

PetMedix（2億1,000万米

ドル）

Adivo（不明）

2
MAH（米）

（当社提携先）
5,877百万米ドル ギルベトマブ、対象疾患：イヌがん  

3 BIAH（独） 4,749百万ユーロ なし  

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

 30/145



世界

売上高

ランキング

企業名
売上高

（2024年）
抗体医薬品（一般名）

買収スタートアップ

（ディール規模）

4 Elanco（米） 4,439百万米ドル

トルテクトTM（アニボベトマブ）、

  対象疾患：イヌパルボウイルス

感染症

ベフレナTM（ティルノベトマブ）、

対象疾患：イヌ皮膚疾患

KindredBio（4億4,400万

米ドル）

5

Ceva Santé

Animale（仏）

（当社提携先）

1,770百万ユーロ なし  

6
Virbac（仏）

（当社提携先）
1,397百万ユーロ なし  

11

共立製薬（株）

（日）

（当社提携先）

約63,200百万円 なし  

 
d) 開発成功確率が高く、開発に要する時間が短く、研究開発コストが低いこと
ペットの高齢化に伴って発症する慢性疾患の多くは、上述のようにヒトと共通しています。ヒトでは、そのよう

な疾患の治療標的となる生体内物質（以下、「標的抗原」）が多く特定されており、その結果、種々の安全で高い
治療効果を示す抗体医薬品が製造販売されています。ペットとヒトで共通する疾患では、その標的抗原も共通して
いることから、改めて標的抗原を特定する必要が無く、かつ、そのような標的抗原に対して開発されたペット用抗
体医薬品は有効性、安全性が合理的に期待できるといえます。
開発については、前臨床段階で対象動物（イヌ、ネコ）を用いて探索的有効性試験（注13）及び安全性試験（注

14）を実施し有効性、安全性を確かめることにより（出典：VICH Guideline）、それに続く臨床試験の成功確率を
上げることが可能です。このように、ペット用抗体医薬品の開発は、ヒトにおいて既に同様の標的抗原に対する同
様のメカニズムを持った抗体医薬品が販売されている状況と、対象動物を用いた前臨床試験が可能である点から医
薬品としての開発の成功確率はヒトバイオシミラー（微生物や動物の細胞を使って製造されるバイオ医薬品の特許
切れ後に作られる医薬品のことで、完全に同じ構造を作ることは不可能なため「同等・同質のシミラー」と呼ばれ
る。バイオシミラーのベースとなる医薬品（先行品）は、既に治療効果も安全性も証明済みであり、製造技術を確
立できれば臨床試験で失敗するリスクは下がり、医薬品開発の成功確率が高いことが特徴）の開発の成功確率（出
典：Biologics: Targets and Therapy, 2025:19 125‒135）と同程度の約70％と高いことが想定されます。
 

図６．ペット用抗体医薬品の開発の利点
 

ヒト用医薬品は、製造販売承認を得るまでに前臨床試験の後にフェーズ１からフェーズ３の原則３段階の臨床試験
（注15）を実施する必要があり、これらの実施に７～８年程度を要するといわれています（出典：Research Paper
Series No.82, 日本製薬工業協会）。一方、ペット用医薬品の開発は、前臨床試験段階まではヒトとほぼ共通しま
すが、その臨床試験は大きく異なります。臨床試験は、VICHのガイドライン（VICH, Guideline, Good Clinical
Practice）（注16）に則り、実施地域の規制当局（米国における規制当局であるFDA（米国食品医薬品局）又はUSDA
（米国農務省）、欧州における規制当局であるEMA（欧州医薬品局）、農林水産省）との合意の下、臨床試験
（pivotal study）を行いその安全性と有効性を証明します。ヒトと異なり、３つのフェーズに分かれておらず、有
効性、安全性を担保できる１つ以上の臨床試験の結果によって製造販売申請が可能です（出典：Clinical Trials
of Veterinary Medications Differ From Drugs for Human Use 2022, Volume 88, Pharmacy Times）。疾患によっ
て異なりますが、通常１-３年程度で完了するといわれています（出典：当社によるグローバル動物用医薬品企業イ
ンタビュー）。このような制度の違いのため、新薬開発に必要な期間はヒト用医薬品の約10年に対し、ペット用医
薬品では約５年と短いことから、医薬品開発企業にとってペット用医薬品の開発はヒト用医薬品に比べ低リスクで
あり、また、そのような企業をパートナーとする当社にとっても開発マイルストーンや販売ロイヤリティを得られ
るタイミングがヒト用医薬品よりも早いという利点があります。また、上記の開発期間の短縮に応じて、新薬開発
に必要な開発コスト（研究開発から臨床試験に至る総開発コスト）も、ヒト用医薬品の1,000億円以上（出典：医薬
品産業の現状、厚生労働省）に対しペット用医薬品は約30億円と抑えられます（出典：Animal Health
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Institute.org）。このように、ペット用医薬品は一般的なヒト用医薬品開発と比較して、新薬開発に必要な期間を
４～６年短縮し、コストは90～95％削減可能であると言えます。
 

図７．動物用医薬品の開発プロセスの特徴
 
 
(2）当社の基盤技術
当社の基盤技術は、ファージ抗体ライブラリー（完全イヌ型、完全ネコ型、完全ヒト抗体及びラクダVHH抗体の

各抗体ライブラリー）、及び抗体ライブラリーから目的とする抗体を効率よく取得する技術・ノウハウから成立し
ています。

図８．当社の基盤技術
 
①　抗体ライブラリー
　当社がビジネスの基盤とする完全イヌ型及び完全ネコ型の各抗体ライブラリーは、当社が独占的に保有する
ファージディスプレイライブラリー作製技術を応用して構築したもので、それぞれイヌMOURA（網羅）ライブラ
リー、ネコMOURAライブラリーと称しています。MOURAライブラリー構築の基となる技術は、元藤田医科大学学長
黒澤良和教授が30年以上にわたる抗体研究をもとにして構築したものを、さらに宮崎大学 森下和広教授（創業
当時、現在は当社従業員で医学専門家）と藤田医科大学 黒澤仁講師（創業当時、現在は当社従業員で最高技術
責任者）が発展させ確立させたもので、その商業目的での使用権は当社が独占しております。各MOURAライブラ
リーは、対象とする動物種の脾臓等から取り出した抗体産生細胞より抽出した抗体遺伝子を鋳型として、独自の
技術・ノウハウで個体が持つ抗体を網羅するように抗体遺伝子群を増幅させることで作製します。当社のMOURA
ライブラリーは、生体由来の抗体群から構成されるナイーブライブラリー（注17）であり、抗体の研究開発効率
と品質、安全性面で優れた方法といえます。
　表３にモノクローナル抗体取得技術の比較を示します。モノクローナル抗体の取得方法には大きく分けて動物
に抗原を免疫する免疫法（注18）と、抗体の遺伝子を試験管内で発現させるディスプレイ法の２つの方法があり
ます。免疫法ではマウスなどの動物にその抗原を投与し免疫を行い、脾臓からモノクローナル抗体産生細胞を分
離した後、細胞融合技術を用いてモノクローン抗体産生細胞を作成しその中から求める抗体を産生する細胞を特
定します。一方、ディスプレイ法では、動物を用いずに、予め作製した抗体ライブラリーから試験管内で抗原に
結合する抗体を絞り込み、求める抗体を特定する方法です。当社の強みであるファージディスプレイ法を含む
ディスプレイ法の特徴を以下に説明いたします。
　a) 各動物種が持つ抗体産生細胞（注19）を用いて抗体ライブラリーを作製するため、完全（100%）種特異的
抗体を取得することができます。すなわち、イヌ用の抗体薬の探索には完全イヌ型抗体ライブラリー、ネコ用の
抗体薬の探索には完全ネコ型抗体ライブラリーを作製し、各ライブラリーから完全種特異的抗体を取得するた
め、取得した抗体は生体適合性が高く、安全性の高い抗体医薬品になることが期待されます。
 
　b) ディスプレイ法で使用される抗体ライブラリーは、大きく二つに分類されます。一つは抗体の構造のうち
抗原に結合する領域に人工的に多様性を持たせるために核酸配列（注20）を挿入した合成ライブラリー（注21）
であり、もう一つは、生体が保有する抗体遺伝子をそのまま組み込んだナイーブライブラリーです。当社の
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MOURAライブラリーはナイーブライブラリーに分類され含まれる抗体のアミノ酸配列がもともと対象とする動物
種が持っている配列であるため、その種に投与した場合の安全性が高いことが期待されます。
 
　c) ファージディスプレイ法は免疫法に比べて、動物に免疫反応を引き起こすために要する時間は必要なく、
また、モノクローン化のために細胞融合技術を用いないため、比較的短期間で抗体が取得できることが期待され
ます。
 
　d) 近年、世界的に、特にEUでは、医薬品開発のための実験動物の使用規制が厳しくなっており、抗体を取得
する過程で動物を使用しないファージディスプレイ法は、世界的に実験動物の使用削減方針に則った方法といえ
ます。
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表３．モノクローナル抗体取得技術の比較

 当社採用技術    

抗体取得技術

ナイーブライブラ
リーを用いるファー
ジディスプレイ法
 
対象とする動物種の
血液や脾臓等から取
り出した細胞より抽
出した抗体遺伝子を
もとにPCR法（注22）
を用いて作成した抗
体ライブラリーか
ら、目的とする抗体
を取得する

合成ライブラリーを
用いるファージディ
スプレイ法
 
抗体遺伝子の抗原結
合領域にランダムな
アミノ酸配列が生じ
るようにPCR法を用い
て作成した抗体ライ
ブラリーから、目的
とする抗体を取得す
る

トランスジェニック
マウスを用いる免疫
法
 
イヌまたはネコの抗
体遺伝子を組み込ん
だトランスジェニッ
クマウスに対して抗
原を免疫し、目的と
する抗体のみを産生
する細胞から抗体を
取得する

通常マウスを用いる
免疫法
 
 
遺伝子改変を行って
いない通常のマウス
に対して抗原を免疫
し、目的とする抗体
のみを産生する細胞
から抗体を取得する

動物の使用 不要 不要 必要 必要

非免疫原性抗
原／毒性抗原
に対する抗体
の取得

可能 可能 困難 困難

抗体取得に要
する時間

短い 短い 長い 長い

取得できる抗
体の種類
（注）

完全イヌ型/ネコ型抗
体

人工抗体（注23）
イヌ化/ネコ化抗体
（注24）

キメラ抗体（注25）

開発効率

良い
 
イヌ/ネコ生体の抗体
配列のレパートリー
を再現するため、効
率的な抗体スクリー
ニングが可能。

悪い
 
生体で効果を示さな
い抗体がライブラ
リーの多くを占める
ため、抗体スクリー
ニングに工数を要す
る。

悪い
 
免疫（動物体内で抗
体が作られるように
なるまで）に長時間
を要する。
マウスの免疫機構が
働かない抗原に対し
ては抗体が産生され
ない。

悪い
 
免疫に長時間を要す
る。

マウスの免疫機構が
働かない抗原に対し
ては抗体が産生され
ない。

抗体の品質

高
 
イヌ/ネコ生体由来の
配列が100％であるた
め、取得される全て
の抗体に免疫原性
（注26）はなく、安
全性が高い。

低
 
取得した抗体がイヌ/
ネコの生体では存在
し得ない抗体の場
合、免疫原性を有す
る可能性がある。

中
 
イヌ/ネコ生体に由来
しない配列が10％程
度含まれるため、取
得した抗体が免疫原
性を有する可能性が
ある。

低
 
イヌ/ネコ生体に由来
しない配列が30％程
度含まれるため、取
得した抗体が免疫原
性を有する可能性が
ある。

（注）　完全イヌ型/ネコ型抗体：抗体タンパク質の配列すべてが、イヌ又はネコが生体内で産生する抗体と同一である

抗体（相同性100％）。

人工抗体：抗体のうち抗原結合部位のタンパク質の配列について、イヌ又はネコが生体内で産生する抗体との相同性は不

明です。配列を人工的にデザインするためイヌ又はネコの生体に存在しない抗体が含まれます。

イヌ化/ネコ化抗体：イヌ・ネコ以外で産生された抗体をイヌ又はネコの生体で産生される抗体との類似性を高めるため

に、抗体タンパク質のうち可変領域の結合性に関わらない部分と定常領域をイヌ又はネコの配列に改変した抗体。イヌ又

はネコが生体内で産生する抗体との相同性は90％程度といわれています。

キメラ抗体：イヌ又はネコ以外で産生された抗体をイヌ又はネコの生体で産生される抗体との類似性を高めるために、抗
体タンパク質の配列のうち定常領域のみをイヌ又はネコの配列に改変した抗体。イヌ又はネコが生体内で産生する抗体と
の相同性は70％程度といわれています。
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②　抗体単離技術
　上述のイヌ及びネコMOURAライブラリーは、約10億種類の抗体から構成されています。そのため、特定の抗原に対
する抗体をライブラリーから効率よく取得する技術が必要となります。例えばサイトカイン（注27）や膜タンパク
質（注28）は、外界からのシグナル伝達（受容体）（注29）や物質輸送・チャンネル機能などを担う重要な役割を
果たしていることから、それらの多くが創薬標的分子になりうると考えられています。当社はこれらの分子に対し
て、基盤技術であるMOURAライブラリーと抗体単離技術とノウハウを組み合わせて、高機能性、高親和性の医薬品候
補抗体を効率よく取得することに成功しております。図９の左のグラフは、当社が取得した抗体を用いて試験管レ
ベルで機能阻害活性を測定したグラフで、抗体の濃度（X軸）が高くなるにつれて、阻害活性（Y軸）が強くなるこ
とを示しています。この抗体は、医薬品が特定の生体機能の働きを示す指標で「50％阻害するのに必要な濃度」と
して知られるIC50（Half maximal inhibitory concentration）が、130 pM（ピコモル、注30）という一般的に薬品
として高い有効性が期待できるレベルの阻害活性を保有しています。また、右のグラフは抗原タンパク質と抗体の
分子間相互作用（親和性）を測定した試験のグラフを示します。光を透過するチップの先端に抗体を貼り付け、
チップを抗原溶液に浸すと抗原と抗体が結合し、センサーグラムが上昇します（X軸の0-1000秒）。その後、チップ
を抗原を含まない溶媒に浸すと親和性の弱い抗体は抗原との結合を失い、センサーグラムが下降しますが、当社の
取得した抗体は親和性が高いため、抗体が結合を失わず、センサーグラムは高い値を示しています（X軸の1000-
2000秒）。この反応を６水準の抗原濃度溶液を用いて試験を行い、平衡解離定数（KD）を測定し、当社の抗体のKD
は31 pM（ピコモル）という強い親和性を示しました。
今後も基盤技術の向上を進め、安全で治療効果の高い完全イヌ型・完全ネコ型抗体を新たな治療選択肢としてパー
トナー企業、獣医師、ペットオーナー・ペットに提供していきます。
 

図９．当社の抗体単離技術を用いて取得した抗体の機能性及び親和性に関する評価データの一例
 
（3）当社事業の優位性・可能性
当社の所有する各種のMOURAライブラリー及び抗体単離技術・ノウハウに関しては、その技術の詳細を保持、秘

匿していることから、同業他社の模倣が困難な優位性を確立しています。ファージディスプレイ抗体ライブラリー
は、上記「(2）当社の基盤技術①b)」で述べたように、合成ライブラリーとナイーブライブラリーに大別されま
す。抗体ライブラリーを有する企業の多くは合成ライブラリーですが、生体内に人工的な配列を持つ抗体を投与し
た場合、生体の免疫機能によって、それが異物として認識され、結果的に抗体が排除されることで効果が現れなく
なる可能性も示唆されています。一方、当社が保有するMOURAライブラリーは、ナイーブライブラリーでイヌ及びネ
コそれぞれに特化したものであり、その生体内で産生され得る抗体のみを網羅しています。その結果、このライブ
ラリーから取得される特定標的に対するモノクローナル抗体は、生体内で産生される抗体に等しいものです。すな
わち、MOURAライブラリーより取得されるモノクローナル抗体は、合成ライブラリーにより取得されるモノクローナ
ル抗体に比して、医薬品として開発が成功する可能性が高いことが想定されます。このようなナイーブライブラ
リーの構築には、技術、ノウハウ及び経験が必要であり、競合他社が新規に構築するには高い障壁が存在するとい
えます。また、当社独自の抗体単離技術・ノウハウは、従来の方法では難しいとされている膜抗原に対するモノク
ローナル抗体の取得を可能としています。このようなビジネス基盤上の優位性をもとに、当社は、動物用抗体医薬
品に特化して創薬ビジネスを展開しています。
また、当社が展開する動物用抗体医薬品は、競合する企業も製品もまだ限定的です。さらに動物用抗体医薬品

は、ヒト用医薬品として既に製品化され販売されている実績のある抗体薬と作用機序（注32）を同じくすることか
ら、開発の成功確率が高いことが想定されます。このような背景から、当社は、現在動物用医薬品としての抗体薬
の研究に事業資源を集中させております。複数の国内外の大手動物用医薬品企業とは、当初単独案件の提携から複
数案件の提携へと移行しており、当社のMOURAライブラリー及び抗体選別法は高く評価されております。当社の独自
技術の有用性に基づくこれら大手動物用医薬品企業との関係性構築の実績から、同様の協働関係が今後も継続する
と期待されます。
また、当社は、VHHラクダ抗体ライブラリー、完全ヒト抗体ライブラリー（ヒトMOURAライブラリー）も保有して

います。現在は、イヌ用、ネコ用抗体医薬品に集中してビジネスを進めておりますが、近い将来ウシ、ブタ等の産
業動物、また、安定的な収益を見込める状況になった時点で、成功確率を精査した上でヒト用抗体医薬品の分野に
もビジネスを拡大していくことを計画しております。
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（用語解説）
本項「３　事業の内容」において使用しております用語の定義について以下に記します。

No. 用語 用語の定義

注１ ファージディスプレイ 細菌に感染するウイルスであるファージに抗体分子を表出する技術

注２ 抗体ライブラリー

特定の手段あるいは目的をもって試験管内で作製された、生体の防御反応

を担う抗体（重鎖、軽鎖から形成され、それぞれ定常領域と抗原結合領域

を含む可変領域からなる）の遺伝子の集合

注３ モノクローナル抗体 数億種類存在する抗体から選び出した、単一種類の抗体

注４ 単離技術 目的とする抗体を選択的に取り出す技術

注５ 抗体医薬品

私たちの体内に存在する生体防御物質(タンパク質)である抗体を、遺伝子

組み換え技術で人工的に製造したバイオ医薬品。創薬標的にピンポイント

で作用させることができるため、高い治療効果と副作用の軽減が期待でき

る

注６ 標的抗原 抗体医薬品の治療標的となる生体内物質(抗原)

注７ 導出 成果物を他社へライセンス供与または権利譲渡すること

注８

医薬品開発業務受託機関

（Contract Research

Organization: CRO）

製薬企業や医療機器メーカー等から、医薬品・医療機器の開発にかかわる

業務の全部又は一部を受託して行う専門機関

注９ 前臨床試験

開発中の新薬候補物質や医療機器について、ヒト、イヌ、ネコ等を対象と

した臨床試験（治験）を実施する前に、実験動物や培養細胞などを用いて

有効性（薬理作用）や安全性（毒性、副作用など）を評価・検証する試験

をいう

注10 完全イヌ型抗体

完全に100%イヌ由来のパーツから構成される抗体。医薬品として応用した

際、アレルギー反応を引き起こす可能性が低く、安全性に優れていると考

えられる

注11 完全ネコ型抗体

完全に100%ネコ由来のパーツから構成される抗体。医薬品として応用した

際、アレルギー反応を引き起こす可能性が低く、安全性に優れていると考

えられる

注12 種特異的抗体

抗体は動物種に特有のアミノ酸配列を持っており、例えばヒトの抗体はイ

ヌやネコにとっては異物として認識される。そのため、イヌ用の抗体医薬

品の開発にはイヌ抗体、ネコ用の抗体医薬品の開発にはネコ抗体を作製す

る必要がある

注13 探索的有効性試験

開発早期段階において、開発品の有効性の兆候（シグナル）を探索・確認

するために実施される試験。仮説の検証や、より大規模な試験へ進むかど

うかの意思決定の基準となる

注14 安全性試験
開発中の医薬品が、生体に対して及ぼす毒性や副作用の有無、及びその程

度を評価・確認するために実施される試験

注15
フェーズ１からフェーズ３

の原則３段階の臨床試験

ヒト用医薬品の臨床試験を実施する際、通常フェーズ１からフェーズ３の

３段階に分けて臨床試験が実施される

第１相試験（フェーズ１試験）：少数の健康成人を対象に、開発中の医薬

品候補物質を初めてヒトに投与し、主に安全性と薬物動態（投与した物質

の吸収、分布、代謝、排泄）を評価すること

第２相試験（フェーズ２試験）：第１相試験で安全性が確認された後、少

数の患者を対象に、医薬品候補物質の有効性及び安全性を確認し、最適な

用法・用量（投与量や投与間隔など）を検討することを目的とした臨床試

験

第３相試験（フェーズ３試験）：第２相試験で得られた情報に基づき、多

数の患者を対象に、既存の標準治療薬やプラセボ（偽薬）との比較を行う

臨床試験。医薬品候補物質の有効性及び安全性を統計学的に検証すること

を目的とし、製造販売承認申請における最も重要な根拠データとなる

注16

VICHのガイドライン

（VICH, Guideline, Good

Clinical Practice）

動物用医薬品の承認申請資料の共通利用を通じて開発費の削減や承認審査

を迅速化を図る目的で、日本・アメリカ・EUの三極を中心に策定されてい

る動物用医薬品の承認申請データや試験基準の国際的な統一ガイドライン
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No. 用語 用語の定義

注17

生体由来の抗体群から構成

されるナイーブライブラ

リー

生体に存在する抗体の遺伝子を遺伝子組み換え技術を用いて生体から取り

出し、作製された抗体遺伝子の集合

注18 免疫法 実験動物に抗原を投与してその抗体を取得する方法

注19 抗体産生細胞 生体に存在する白血球の一種であり、抗体を産生する細胞

注20 核酸配列

DNA（デオキシリボ核酸）やRNA（リボ核酸）を構成する塩基（アデニン、

グアニン、シトシン、チミン、ウラシル）の並び順のことで、抗体などの

タンパク質の設計図

注21 合成ライブラリー
抗体など目的とするタンパク質等の遺伝子を機械で人工的に合成し、作製

された抗体遺伝子の集合

注22 PCR法

Polymerase Chain Reaction（ポリメラーゼ連鎖反応）の略。微量なDNA

（デオキシリボ核酸）サンプルの特定領域を、酵素反応を利用して短時間

で大量に増幅させる技術

注23 人工抗体

抗体のうち抗原結合部位のタンパク質の配列について、イヌ又はネコが生

体内で産生する抗体との相同性は不明です。配列を人工的にデザインする

ためイヌ又はネコの生体に存在しない抗体が含まれる

注24 イヌ化/ネコ化抗体

イヌ・ネコ以外で産生された抗体をイヌ又はネコの生体で産生される抗体

との類似性を高めるために、抗体タンパク質のうち可変領域の結合性に関

わらない部分と定常領域をイヌ又はネコの配列に改変した抗体。イヌ又は

ネコが生体内で産生する抗体との相同性は90％程度といわれている

注25 キメラ抗体
遺伝子組み換え技術を用いて作製されたマウスとヒト、マウスとイヌ等、

異なる種の抗体のパーツからなる人工的な抗体

注26 免疫原性
医薬品の副作用の原因となる免疫反応を誘発する能力のことを指し、安全

性に関する指標

注27 サイトカイン
免疫細胞などから分泌される細胞間の情報伝達を担うタンパク質であり、

免疫や炎症反応を引き起こすような働きをする

注28 膜タンパク質 細胞膜に存在するタンパク質

注29 シグナル伝達（受容体）

細胞外部からの情報（ホルモン、増殖因子、サイトカインなど）が、細胞

膜の受容体を介して細胞内部へと順次伝えられ、最終的に特定の遺伝子発

現や細胞の増殖、分化、死（アポトーシス）などの生存応答を引き起こす

一連の化学反応の連鎖。がん、炎症疾患などはこのシグナル伝達経路（パ

スウェイ）に異常が生じて引き起こされるケースが多い

注30 pMレベル
10の-12乗モルレベルの強い結合で、一般的に医薬品として高い有効性が期

待できるレベル

注31 平衡解離定数
２つの物質（抗原と抗体）がどのくらい結合しやすいか、または離れやす

いかを数値で表した指標

注32 作用機序

開発中の医薬品候補物質が、生体内の特定の標的分子（受容体、酵素、イ

オンチャネルなど）に結合し、どのような生化学的なプロセスを経て治療

効果（薬効）を発揮するかという分子レベルでのメカニズム
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

　当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、本

書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）経営の基本方針

　当社は、30年以上にわたる国内アカデミアによる抗体研究を実用化し、ヒト及び動物領域で革新的な治療用モノク
ローナル抗体医薬品を提供するバイオ医薬品企業です。機能性と網羅性を備えた抗体ライブラリー（MOURAライブラ
リー）と高効率モノクローナル抗体単離技術を有し、従来技術では取得が困難な高品質・高機能性モノクローナル抗
体等を提供することで製薬業界に新薬の研究開発機会の拡大をもたらします。主力事業である新規ペット（イヌ、ネ
コ）用抗体医薬を広く世界に提供し、ペットの健康を通して家族全体の生活の質向上に資することでミッションの具
現化を行ってまいります。

 

（2）経営戦略

　ヒト用医薬品開発は一つのパイプラインへの投資も高額になり、かつ、複数の疾患分野のパイプラインを開発する

ための人的資源にも制限があることから、従来のバイオスタートアップ企業のビジネスモデルは、単独又は多くても

数本のパイプラインに依存するビジネスモデルです。当社は、これらとは全く異なる、19件の豊富なパイプラインか

らなるリスク分散型のポートフォリオの推進と、「高い成功確率」「短い開発期間」「低いコスト」というペット用

抗体医薬品開発の特徴を活かしたビジネスモデルにより、着実に事業を拡大していきます。また、最新の機器、AI技

術の導入、及び高度研究人材の獲得により常に世界のトップレベルの技術力を維持し、高機能かつ高品質な新規抗体

取得を確かなものとします。短期的（2029年まで）には、継続的なパイプラインの拡充、進捗による確実なマイルス

トーンと導出の達成、中長期的（2030年以降）には世界のパートナーによる製品の製造販売開始を見込み、さらなる

事業拡大を目指します。

①パイプライン売上の成立・拡大

　豊富な既存共同研究パイプラインを推進し、着実にマイルストーンを達成します。また、世界の既存及び新規顧客

とのパートナーシップ拡大により、確実に事業計画を達成及び継続的な黒字化を目指します。

②高付加価値の自社研究パイプラインの導出

　自社研究パイプラインの対象動物における探索的有効性等のデータ付加により、自社開発パイプラインの価値最大

化を行い、収益拡大を目指します。

③パイプライン製品化による更なる収益拡大

　中長期的（2030年以降）には国内外のパートナーによるパイプライン製造販売開始に伴うロイヤリティと販売マイ

ルストーン獲得による収益拡大に伴う事業価値の飛躍的向上を見込みます。

 

（3）経営環境

　世界のペット用医薬品市場は、2024年の235億米ドルから年成長率11.1%で成長し、2034年には670億米ドルに達す

ると予測されています（「第１　企業の概況　３　事業の内容　(1）当社のビジネスモデル　②　ビジネスモデル選

択の背景」参照）。ワクチンや駆虫薬の普及と（出典：Grand View Research 2025）、ペットの家族化と住環境の充

実によりペットの高齢化が進行した結果、ペットでもヒト同様加齢に伴う慢性疾患が問題となり、抗体医薬や再生医

療等の新しいペット用医薬品が必要とされるようになっており、今後の同市場における成長はそれらが牽引すること

が期待されています。世界的に見ると、日本のイヌ及びネコの飼育頭数は人口の約10%ですが、最大のペット用医薬

品市場である米国と欧州はイヌ、ネコとも人口の20%を超えており、中国、南米も含め今後も拡大が期待されます

（出典：HealthforAnimal.org）。近年、ペットの家族化により、家計あたりのペットケアにかける支出が増大して

おり、この点も市場が拡大する要因となっています（出典：Bloomberg, March 2023）。

　ペット用抗体医薬市場はその安全性、有効性、利便性から新たな巨大市場が形成されると期待されています。人体

薬の医薬品市場において抗体医薬は約30年の歴史を持ち、その有効性と安全性から現在200種類以上の抗体医薬が製

造販売されるに至っており、2022年から2028年にかけての世界医薬品市場でのシェアは約25%を占めると見込まれて

います（出典：創薬モダリティの潮流と展望、科学技術振興機構）。ペット用抗体医薬も同様のトレンドを踏襲する

ことが期待されます。現時点で、Zoetis社が大きくリードしているペット用抗体医薬市場（「第１ 企業の概況 ３

事業の内容 (1）当社のビジネスモデル ② ビジネスモデル選択の背景」参照）に参入すべく、世界の動物用医薬品

企業は積極的に抗体医薬の研究開発への投資を行っており、当社と類似の抗体取得スタートアップ企業の買収や共同

研究契約の締結が進められています。
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（市況）

2010年代後半、当社よりも早く操業したペット用抗体医薬品スタートアップの多くは、「第１　企業の概況　３　

事業の内容　(1）当社のビジネスモデル　②ビジネスモデル選択の背景」に記載のとおり、ここ数年の間に大手動物

薬企業に買収され、現在独立して医薬品レベルの品質を示す完全イヌ型抗体及び完全ネコ型抗体を世界の大手動物薬

企業各社に自由に提供できるのは当社の知りうる限り当社のみです。

 

（4）目標とする経営指標

 当社は、2026年８月末時点で19件の研究開発パイプラインを進めています。国内外大手製薬会社との導出契約に基

づく契約一時金及び研究開発の進捗に応じたマイルストーンの達成による売上高が計上されてはおりますが、将来の

パイプライン製造販売開始後の事業価値を正確に反映しているとは考えられないため経営指標等は定めておりませ

ん。

①各パイプラインの研究開発の進捗状況

　豊富に保有している共同研究パイプライン及び自社パイプラインの進捗状況（開発候補品の特定、臨床試験開始、

申請段階移行等）を四半期毎、又は適宜モニタリングし、その結果を更新、視覚化し、目標に対する達成状況を一目

で判断出来るよう開示してまいります。

②ポートフォリオの充実状況

　将来の事業価値の確実な向上のため、既存及び新規顧客とのパートナーシップ強化によるポートフォリオの充実を

進めております。その進捗を四半期毎、又は適宜モニタリングし、その結果をタイムリーに更新、視覚化してまいり

ます。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①持続的・安定的な事業収益の獲得

　新規及び既存パートナー（共同研究開発企業）との共同研究を円滑に進めマイルストーンを早期に確実に達成す

ること、並びに各パートナーとの良好な関係を維持し自社パイプラインの導出を積極的に推進し、持続的かつ安定

的な収益を生み出す研究開発ポートフォリオを構築してまいります。

②優秀な人材の確保・育成

グローバルな活躍、最先端医薬品技術開発への取組を前面に出し優秀な人材の確保を図るとともに、誠実さ、革

新、挑戦、環境と倫理をコアバリューとして重んじる文化形成に継続的に取り組んでおります。

③技術競争力の強化

ヒト及び動物薬技術の発展に常にアンテナを張り、引き続き抗体技術を基盤とし、有効性と安全性のみならず付

加価値の高い二重特異性抗体、細胞内抗体技術等の新規技術の確立とパイプラインの構築を行ってまいります。

④事業領域の拡大

　動物医薬領域においてはペットのみならず、同程度の市場規模である産業動物への抗体技術の応用が考えられま

す。また、現在は動物用抗体医薬品に特化してビジネスを行っておりますが、上場し、安定的な収益を見込める状

況になった時点で、メディカルニーズ、成功確率を精査し、ヒト用抗体医薬品の分野にも徐々にビジネスを拡大し

ていく計画です。

⑤財務基盤の拡充

　当社は、事業拡大に応じ、人材の確保と併せて研究設備の拡充を図方針であり、これに伴う財務体質の強化が課

題であると認識しております。そのため、導出契約の締結を始めとした国内外のパートナーとの提携や、株式市場

からの資金調達等により財務体質の強化に努めてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】
　当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、本書
提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)サステナビリティに関する考え方

当社は、「疾病に苦しむ伴侶動物と人々の症状の緩和と生活の質向上に貢献する」というミッションの下、有効性と

安全性の高い抗体医薬の早期製品化を目指して研究開発に取り組んでおります。現在は、主力事業である新規ペット用

抗体医薬を広く世界に提供し、ペットの健康を通してペットを含めた家族全体の生活の質向上に資することを目指して

おります。当社の事業は、国連で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の「３ すべての人に健康と福祉を」に

該当し、当社事業の推進が世界の持続的な成長につながっております。したがいまして、当社においては安定した経営

こそが最もサステナビリティに貢献するものと考えております。

 

(2)　サステナビリティに関する取組

　①ガバナンス

当社では取締役及び監査役その他を構成員とする「リスク・コンプライアンス委員会」を３ヶ月に１回開催し、当

社の持続的成長に悪影響を及ぼす可能性を未然に察知し対策をとることで安定的な事業継続の確保を図っておりま

す。

なお現時点では、サステナビリティ関連のリスク及び機会を監視し、管理するためのガバナンスの過程、統制及び

手続等の体制をその他のコーポレート・ガバナンスの体制と区別しておりません。詳細は、「第４　提出会社の状

況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要」をご参照ください。

　②戦略

当社のビジネス戦略は、「第二部　企業情報　第１　企業の概況　３事業の内容　（3）当社事業の優位性・可能

性」に記載のとおりです。

当社は、動物用抗体医薬品の研究開発にかかる基盤技術を継続して発展させることが持続的な成長や事業価値の向

上を実現していくうえで重要だと考えており、その技術を支える人材は最も重要な経営資源であると考えておりま

す。したがって、「働きやすい職場環境」の実現に向けて、優秀な人材が能力を十分に発揮できるよう以下のとおり

働きやすい環境整備に努めてまいりました。

a. 生産性の高い働き方の実現

社員にはフレックス勤務制度を導入し、社員一人ひとりの業務やライフイベントにあった働き方を可能として

おります。

b. 在宅勤務への対応

在宅勤務を希望する社員に対しては、組織と個人の生産性を維持・向上させるべく、パソコン及びスマート

フォンの貸与、クラウドサービスによるファイル管理、社内決裁の電子化を行っております。

今後も経営陣と社員との対話を密にし、より働きやすい環境の実現や社内制度の改善に向けての取組を推進し

てまいります。

 

　③リスク管理

当社は、サステナビリティ関連のリスクの発生可能性及び事業活動に与える影響の程度について、上述の「リス

ク・コンプライアンス委員会」で確認し、必要に応じた対応策の策定を行っており、各種規程の整備、内部監査及び

内部統制により、業務の正確性の維持と合理化並びに能率増進、併せて不正の発見、事故・過誤の防止を図っており

ます。その結果は、取締役会にも報告され、全社的にリスクの管理を徹底しております。また、「リスク・コンプラ

イアンス委員会」では、継続的に具体的なリスクの発生状況についても確認し、個別の対応についても判断いたしま

す。

なお、当社が認識する事業上のリスクに関する詳細は、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」をご参照くだ

さい。

また、サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別、評価し、及び管理するための具体的なプロセス等について

は、当社の状況に応じて今後継続的に検討を行う予定です。

 

　④指標及び目標

当社は、動物用医薬品の開発が単なる治療の提供にとどまらず、動物の健康と福祉の向上を通して、人々の健康と

福祉に貢献し、持続可能な社会の実現に寄与することを目指します。社会・環境・経済のバランスを考慮した持続可

能なビジネスモデルの構築を通じて、より良い未来の創造に貢献していきます。また上記「（２）②戦略」において

記載したとおり、優秀な人材が能力を十分に発揮できる「働きやすい職場環境」の実現に努めておりますが、限られ

たリソースの中で定点観測も困難であるため、現時点では定量的な指標や目標は設定しておりません。具体的な指標

の設定については今後の重要な課題と認識し、継続的に検討してまいります。
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３【事業等のリスク】

 

　当社は、動物用医薬品の研究開発を主たる事業とする創薬ベンチャー企業であり、事業活動は新薬の研究開発の成否に

大きく依存しております。一般に、ヒト用医薬品に比べ、動物用医薬品では新薬の研究開発には研究開発期間は短く研究

開発費用は少額となりますが、一定の期間と投資を必要とします。また、ヒト用医薬品と比べ、当社が手掛ける動物用医

薬品は、既に同様の標的抗原に対する同様のメカニズムを持ったヒト用抗体医薬品が販売されている状況から各開発段階

において有効性又は安全性が確認されないこと等により、開発の中止又は遅延が生じる可能性は相当に低減されておりま

すが、一定のリスクがあります。また、臨床試験において一定の結果が得られた場合であっても、規制当局による承認が

得られない、又は想定よりも長期間を要する可能性があります。このように、創薬事業は本質的に高い不確実性を内包し

ており、当社のビジネスモデルにより、ヒト用医薬品創薬事業に対して軽減されているとはいえ、とりわけ販売開始前の

研究開発段階のパイプラインを有する当社への投資は、相応のリスクが考えられます。以下に記載する各リスクは、かか

る不確実性が当社の事業、財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性がある事項を具体的に示したものです。

　なお、文中の将来に関する記載は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 医薬品の研究開発事業一般に関するリスク

① 研究開発の不確実性に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　医薬品の研究開発は、初期の創薬研究から上市に至るまで長期間を要するとともに、上市までに多額の研究開発投資が

必要となります。また、有用な薬効を確認できない場合や副作用など安全性への懸念が生じた場合研究開発の延長や中止

の判断が行われるなど、研究開発には不確実性が存在します。一般に医薬品開発の成功の可能性は、他の産業と比較して

相対的に低いものとされております。このような一般的な状況のほか、当社は共同研究によってパイプラインを開発して

いるプロジェクトが多く存在するため、研究開発の進行が、自社のみではコントロールできず、提携先の方針等によって

左右される点、現時点で臨床開発候補品までの創薬研究プロセスを自社で完遂した実績がない点がリスクとして挙げられ

ます。

　しかしながら現在の当社のビジネスモデルでは、当社は、非臨床試験前の創薬研究を主な業務としており、製薬パート

ナーが行う非臨床試験以降の開発に係るコストを負担することはありません。また、当社は現状では開発・上市まで進捗

しなくとも短期の一時金、研究支援金、研究マイルストーンの事業収益が計上される契約を締結することにより、安定的

な収益確保を可能としております。さらに、当社の業務範囲である創薬研究は、その後の開発・販売と比較して期間が短

く、「医薬品の研究開発」全期間と比較すると、リスクが限定されると考えております。

　当社は、戦略的にヒトにおいて製品化されている抗体医薬品と同一の抗原に対する動物用抗体医薬品を研究開発するこ

とで、研究開発が失敗するリスクを低減させております。当社が手掛ける動物用医薬品は、ヒト用医薬品に比して臨床開

発の期間が短く研究開発コストも低額であり、更に、当社は複数の製薬会社等と契約し複数の創薬研究プロジェクトを実

施することで、契約一時金、研究支援金、マイルストーン等の多様な収益を獲得してリスクを分散し、軽減するよう努め

ておりますが、研究開発の不確実性が当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 薬機法などの規制に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　医薬品業界は、研究、開発、製造及び販売のそれぞれの事業活動において、各国の薬機法やその他の関連法令、ガイド

ラインにより様々な規制を受けております。当社は、製薬会社との共同研究で開発候補抗体を取得した場合、当該製薬会

社に当該抗体を開発する権利を導出する予定であり、かかる場合には薬機法等の規制の影響を直接受ける可能性は低いと

考えております。しかしながら、導出先の法域で特殊な法規制が存在する場合、各国の薬機法等の規制に今後大きな変更

が生じ、導出した抗体の薬事承認の取得等に影響が出た場合や、当社が新たに規制の対象になった場合等には、計画どお

りの売上高が獲得できず又は当社に体制整備等の負担が生じ、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

③ 医薬品行政に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　ヒト用医薬品の販売価格は、日本及びその他各国政府の医療保険政策など薬価に関する規制の影響を受けます。当社

は、開発候補抗体を製薬会社に導出する方針であるため、これらの規制の影響を直接受けることはありません。しかしな

がら、今後、導出した開発候補抗体が最終的に医薬品として上市され、当該医薬品にとって想定外の薬価改定や医療保険

制度の改定等が実施されるなどにより、計画どおりの売上高を獲得できなくなる可能性があり、あるいは中長期的に薬価

が引き下げられた場合には、今後開始する共同創薬研究契約の条件が悪くなる可能性があるなどにより、当社の事業、財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、動物用医薬品においては公的な薬価制度が存在しないた

め、薬価改定等による価格面への直接的な影響は限定的ですが、製造販売の承認取得や品質・安全管理等に関しては、農

林水産省等による関係法令・行政の適用を受けます。
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④ 抗体医薬品市場に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、ペット用抗体医薬品の開発を行っております。当社は、動物用医薬品業界動向を示すデータや予測などから抗

体医薬品市場が当面安定的に成長すると見込んでおり、今後も継続的に業界動向の情報収集に努め、経営環境の変化に応

じた事業運営を行う方針です。しかし、抗体医薬品と競合する低分子医薬品、中分子医薬品、核酸医薬品及び細胞治療を

はじめとする再生医療等製品の開発・発展等により当社の想定どおりに抗体医薬品市場が拡大しなかった場合、当社の事

業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤ 技術革新に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社の創薬コア技術である抗体ライブラリー （MOURAライブラリー）とモノクローナル抗体単離技術は独創的かつ先進

的なものであり、またその技術の詳細を保持、秘匿していることから、同業他社の模倣が困難な優位性を確立していま

す。当社は引き続き、新技術の開発等を通じて創薬プラットフォームの技術力強化に努めますが、当社が保有する技術・

ノウハウが陳腐化し当社と同等以上の技術力を持つ競合先が増加した結果、当社の競合優位性が保てなくなる場合、ま

た、医薬品業界特有の急激な技術革新等により新技術への対応に遅れが生じた場合には、当社の事業、財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥ 競合製品に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社では、早期の上市に向けた研究開発活動を続けており、特許の取得等によって競争優位性の確保に努めております

が、競合他社の有する医薬品候補物質の研究開発が、当社の有する医薬品候補物質と同じ疾患領域で先行し、当社の候補

物質の明らかな優位性が見出されない場合、当社の事業の優位性は低下する可能性があります。そうした場合、当社の事

業において優位性確保のために多額の資金が必要となる可能性があり、当社の事業、経営成績及び財務状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

　さらに、競合する新薬の開発が先行し、又は競合新薬が上市されたことにより、事業性が大きく毀損されたと導出先製

薬企業が判断する場合は、開発スケジュールが遅延する可能性があるだけでなく、ライセンス契約そのものの解消に至る

可能性があります。上市に至った場合においても、他社が同様の効果や、より安全性のある製品を販売した場合、適切な

薬価が付かず、当初想定したロイヤリティが得られない等により、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

 

(2) 事業活動に由来するリスク

① 研究用資材の調達に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社は、研究用資材を購入し研究を行っているため、研究用資材の調達先の多様化を進めており、現時点では、特定の

調達先に依存しておりません。しかしながら、調達先における事故、生産地における災害発生等による被害、社会不安

（テロ、戦争、感染症）等により、研究用資材の調達が困難になった場合や研究用資材が値上がりした場合には、当社の

事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 外部委託に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社は、汎用技術による試験の一部を外部のCRO等に委託して研究を行っているため、複数の委託先を確保して研究を

進めており、現時点では、特定の委託先に依存しておりません。しかしながら、委託先における事故、委託先所在地にお

ける災害発生等による被害、社会不安（テロ、戦争、感染症）等により、委託が困難になった場合や委託費用が著しく値

上がりした場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 契約に基づく制約に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社が締結している一部の共同研究契約、ライセンス契約又は知的財産権譲渡契約等においては、一定の標的分子、候

補抗体、地域又は製品に関して、契約の相手方に独占的な権利が付与され、又は当社による競合する研究開発若しくは権

利付与が制限される場合があります。そのため、競合製品の開発状況や契約内容によっては、当社が想定する事業展開又

は収益機会が制約を受ける可能性があります。

 

④ 法的な紛争の可能性に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社の事業展開上、当社の瑕疵又は責任の有無にかかわらず、第三者の権利や利益を侵害した場合、又は相手側が侵害

されたと考える場合には、損害賠償等の訴訟を提起されるなど法的な紛争が生じる可能性があります。また、取引関係や

労使関係その他において何らかのトラブルが生じた場合、訴訟等に発展する可能性があります。さらに、取引先や当社従

業員がコンプライアンス違反を犯した場合、当社に対しても責任を問われる可能性があります。当社と第三者との間に法

的な紛争が生じた場合には、紛争の解決に労力、時間及び費用を要するほか、法的紛争に伴うレピュテーションリスクに

さらされるなどにより、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤ 研究所の使用に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）
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　当社は名古屋大学内及び宮崎大学内の施設を契約下で当社研究所として使用しております。このため、これらの施設の

使用ができなくなった場合には、新たに研究施設を確保する必要が生じ、一定期間の活動休止と追加的な設備投資や賃借

料の発生などによって、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　名古屋大学との契約は2026年10月末で期限を迎えますが、既に３年間の延長契約を締結することに合意しており、変更

契約により2029年10月末まで施設が使用可能となっております。宮崎大学との契約は2029年3月末までを期限と定めてお

ります。いずれの契約も、延長契約の締結は可能であり、かつ、相手方による解約条項は設けられておりません。

　仮に現行の施設を使用できなくなった場合は、愛知県内又は宮崎県内でレンタルラボを手配し、研究の再開まで半年程

度が必要と想定しております。なお、当社の研究設備は大掛かりな機器等はなく、主要機器の移設は容易であり、機器の

再取得への投資はほとんど必要ありません。

 

⑥ 当社取締役の兼業に関するリスク（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社の創薬コア技術である抗体ライブラリー（MOURAライブラリー）とモノクローナル抗体単離技術は独創的かつ先進

的なものであり、またその技術の詳細を保持、秘匿していることから、同業他社の模倣が困難な優位性を確立していま

す。当社取締役小泉信一が兼業している株式会社ＡｓｋＡｔ及び株式会社坪田ラボの２社については、その現在の事業領

域は当社と大きく異なり、当社の技術とは競合しません。さらに、将来的にも競合する可能性は事業領域が異なることか

ら限りなく低いですが、今後兼業先が事業領域を大きく変更または新たに追加し、動物用抗体医薬品の自社探索を開始

し、当社の技術に競合する技術を開発した場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(3) 知的財産に関するリスク

① 第三者知的財産権に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社は、第三者の知的財産権の侵害及び事業運営上第三者より使用許諾を受けた知的財産権の権利失効を、リスクとし

て認識し、専門分野の弁理士・弁護士と連携して、第三者の知的財産権の侵害や知的財産権の失効を回避するよう努めて

おります。知的財産権の使用許諾については、許諾先との適切な契約締結により極力リスクを回避しておりますが、当社

が保有する知的財産権が予期せずに失効した場合には、当社にて当該知的財産権にかかる技術等を独占して使用できなく

なります。また、第三者の知的財産権の侵害については当社側で完全に検知することは難しく、予期せず侵害した場合に

は、損害賠償請求、使用差止め、権利に関する使用料等の支払い請求等が発生します。このように、第三者知的財産権に

関するリスクが顕在化した場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 知的財産に関する紛争に係る事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社の事業に関連した特許権等の知的財産権について、現在、第三者との間で訴訟やクレームといった問題が発生した

事実はありません。当社は、専門分野の弁護士及び弁理士との連携を図って可能な限り特許侵害・被侵害の発生リスクを

軽減する対策を講じております。今後、当社が第三者との間の法的紛争に巻き込まれた場合、弁護士等と協議のうえ、そ

の内容によって個別に対応策を検討していく方針でありますが、解決に時間及び多大な費用を要する可能性があり、ま

た、法的紛争に伴うレピュテーションリスクにさらされるなどにより、このような事象が発生した場合には、当社の事

業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 職務発明について(発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小)

　当社の知的財産権管理規程では、職務発明者である役職員等から特許を受ける権利を譲り受けることが規定されてお

り、その際には当社は特許法に定める「相当の対価」を当該役職員等に支払うことを規定しています。当社では、相当の

対価の支払い請求等に問題が生じる場合を想定し、その際の取扱いを知的財産権管理規程に定めております。これまでに

発明者との間で対価の支払い等で問題が生じたことはありませんが、そのような問題が生じた場合には、当社の事業、財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 業績、財務及び資本政策等に関するリスク

① 資金繰りに関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社の属する医薬品業界では、一般的に多額の研究開発資金を長期にわたって先行投資する必要があります。当社にお

いても現在、技術力の強化及び研究の効率化のために先行投資をしております。今後も事業拡大のために自社での非臨床

試験の実施や必要に応じて設備投資等に資金を投じていく方針です。

　当社が進めるビジネスに関して、コスト面では、主に研究開発費と販売費及び一般管理費が多くを占め、年度によって

大きな変動はありません。しかし、将来は、自社研究プロジェクトを進め、その価値を増大化するための臨床試験を実施

することでさらなる成長を目指すことを検討しております。そのような成長段階では追加で臨床試験等の費用負担が発生

する可能性があります。

　収益面では、短期的には既存の共同研究契約あるいは知的財産譲渡契約等に基づく、契約一時金収入及びマイルストー

ン収入を確保しておりますが、共同研究先あるいは知的財産の譲渡先での研究開発が順調に推移した場合は、ロイヤリ

ティ収入が主な収益となることを想定しております。
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　当社は、今後の成長の中で、自社創薬研究の要否及び契約締結状況を鑑み、必要に応じて適切な時期に資金調達を実施

する可能性がありますが、適切な時期に資金調達ができない場合や投資に比べ収益が小さい場合には、当社の事業、財政

状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 調達資金の使途に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

当社は、上場時の公募増資により調達する資金を研究開発費、関連する設備・人材への投資等に充当する方針です。し

かし、研究開発活動の成果が収益に結びつくには長期間を要するうえに、研究開発投資から期待した成果が得られる保証

はありません。その結果、調達した資金が期待される利益に結びつかない可能性があります。また、当社や当社のポート

フォリオを取り巻く環境の変化、法令等の改正等によって、調達資金を当初の計画以外の目的で使用する可能性がありま

す。

 

③ 新株の発行または新株予約権の行使に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影

響度：小）

　当社は、将来の事業拡大に伴い、増資を中心とした資金調達を機動的に実施していく可能性があります。また、当社

は、当社取締役、従業員及び社外協力者の意欲や士気を高め、また優秀な人材を確保する観点から、ストック・オプショ

ン制度を採用しています。新株が発行または新株予約権が行使された場合には、当社の発行済株式数が増加することによ

り、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。

 

④ 配当政策に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社は創業以来、株主に対する利益配当及び剰余金配当を実施しておりません。当面は、企業体質の強化及び研究活動

の継続的な実施に備えた資金の確保を優先し、配当は行わない方針です。株主への利益還元については、当社の重要な経

営課題と認識しており、将来的には財政状態及び経営成績を勘案しつつ利益配当及び剰余金配当を検討する所存ですが、

収益計上額の大幅な変動又は収益計上の時期の遅延等により、将来的な利益配当及び剰余金配当が遅れる可能性がありま

す。

 

⑤ 収益の変動性に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社の収益構造は、現時点では契約時一時金及び研究開発段階でのマイルストーン達成等に伴う一時金収入が中心で

す。当社では、複数の共同研究プロジェクトを並行して進めることにより、個々のプロジェクトの開発進捗の変動に伴う

収益の変動が最小限となるよう努めております。しかしながら、契約を想定どおりに締結できなかった場合、また契約締

結後でも研究が想定通りに進捗しなかった場合や提携先との研究方針の不一致等により共同研究契約等が解消された場

合、当初想定した時期に収益が得られない可能性があります。その結果、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

　また、当社が締結している一部の共同研究契約、ライセンス契約又は知的財産権譲渡契約等においては、相手方による
任意解除権、相手方の裁量による研究開発の終了又は契約期間の終了、支配権の移転等を理由とする解除権その他の終了
事由が定められている場合があり、これによって契約が終了する可能性があります。さらに、マイルストーン又はロイヤ
リティの発生条件については、相手方における研究開発の進捗、販売実績、対象となる知的財産権の有効性又は範囲、そ
の他契約上定められた条件の成否に左右される場合があります。そのため、当社が想定するマイルストーン収入又はロイ
ヤリティ収入が発生しない、又はその発生時期が遅延する可能性があります。

 

⑥ 為替変動に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：大）

　当社は、海外に拠点を置く複数の企業との取引を行っております。これらの企業とは、外貨建取引を行っているため為

替変動リスクにさらされる可能性があります。したがって、急激な為替変動が生じた場合等には、当社の財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦ ベンチャーキャピタル及び事業会社による株式保有・比率について(発生可能性：大、発生する可能性がある期間：特

定時期なし、影響度：中)

　当社の発行済株式総数に対するベンチャーキャピタル、ベンチャーキャピタルが組成した投資事業組合(以下「ベン

チャーキャピタル等」という。)及び事業会社の所有割合は本書提出日現在56.9％であります。当社の株式公開後におい

て、当社株式の株価推移によっては、ベンチャーキャピタル等が所有する株式の全部又は一部を売却する可能性が考えら

れ、その場合、株式市場における当社株式の需給バランスが短期的に損なわれ、当社株式の市場価格が下落する可能性が

あります。

 

(5) 人材及び組織に由来するリスク

① 小規模組織に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、医薬品等の研究を行う企業としては小規模組織であるため、各役職員が担当する業務及び責任範囲は相対的に

広範となる場合が多く、退職あるいは休職等に対応する要員を十分に補充できない可能性があります。今後の事業拡大に

伴い、必要な人員補強を図っていきますが、十分な人員の確保又は教育ができる保証はなく、また、多くの人材流出等が

あった場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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② 人材への依存に関する事項（発生可能性：中、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、小規模な組織であります。当社では、特定の人物に過度に依存しない組織的な経営体制の強化を進めており、

何らかの理由により、当社代表取締役新庄勝浩をはじめとする特定の経営陣や責任者等が当社の業務に従事することが困

難になった場合でも、対応可能な体制を取っております。しかし、これらの対策にもかかわらず、その移行期間において

は、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 情報セキュリティに関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：大）

　当社は、製薬企業の創薬ターゲットに関する情報をはじめ、社内外の技術、事業開発等に関する機密情報を有していま

す。予期せぬ事態により情報が流出する可能性は否定できないため、外部への機密情報の流出に対する対策として、セ

キュリティシステムの継続的な改善を図るとともに、情報の取扱いに関する社員教育、情報へのアクセス権限管理、及び

内部管理体制の強化に取り組んでいます。これらの対策にもかかわらず、機密情報の漏洩が生じた場合には、社会的信用

の失墜を招くなど、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 自然災害等に由来するリスク

① 災害等の発生に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、神奈川県横浜市港北区に本社、愛知県名古屋市千種区と宮崎県宮崎市に研究部門である研究所をそれぞれ設置

することにより、自然災害等の影響を分散する対策を取っておりますが、現所在地の周辺地域において、地震、噴火、水

害等の自然災害が発生し、当社設備の損壊、各種インフラの供給制限等の不測の事態が発生した場合には、当社の事業、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 感染症に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：大）

　当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、役職員に感染リスクの軽減及び安全確保を目的として在宅勤

務、時差出勤の推進、及びオンラインミーティングの活用を推進しております。しかしながら、将来的に新型コロナウイ

ルス感染症やその他の感染症の感染拡大等により、本社・研究所の活動に影響が生じた場合には、当社の事業、財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) その他に由来するリスク

① コンプライアンスに関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：大）

　当社は、法令等諸規則が遵守されるよう、役職員に対するコンプライアンスの徹底に関する教育・啓蒙等を行っており

ますが、こうした対策が必ずしも有効に機能するとは限りません。法令違反等が発生した場合や事故または不正等を役職

員が起こした場合、損失の発生、行政処分や当社の社会的信用の失墜を招くこと等により、当社の事業、財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 社歴の浅さに関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社は、2019年6月に設立された社歴の浅い企業であります。当社は、国内外企業での豊富な経験を有する経営陣及び

各部門責任者により運営されているものの、企業としては未経験のトラブルが発生する可能性は否定できず、その場合の

組織としての対応能力については、一定のリスクがあるため、そのような未経験のトラブルが発生した場合には、当社の

事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 風説・風評の発生に関する事項（発生可能性：小、発生する可能性がある期間：特定時期なし、影響度：小）

　当社並びに当社の関係者及び取引先に対する否定的な風説や風評は、それが正確な事実に基づいたものであるか否かに

かかわらず、当社の社会的信用に悪影響を与える可能性があります。マスコミ報道、アナリストレポート又はインター

ネット上の書き込み等によりこうした事態が発生した場合には、当社の事業、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

④ 契約内容及びパイプライン等の情報開示に関する事項（発生可能性：大、発生する可能性がある期間：常、影響度：

小）

　当社のパイプラインに示された共同研究プロジェクトおよび導出済プロジェクトに関する情報は、パートナー企業の重

要な研究開発上または事業上の機密情報に該当する場合が多く、パートナーが公表していない、動物種、標的分子、適応

疾患、開発状況、および具体的な契約の経済条件については事業上のリスクを考慮して開示を控えております。また、

「第２ 事業の状況 ５ 重要な契約等」に記載する各契約についても、上記の理由から、契約の名称及び契約内容のうち

個別パイプラインを特定し得る情報を省略又は一般化して記載しており、各契約と当社パイプライン上の個別プロジェク

トとの対応関係を明示しておりません。そのため、特定の契約の終了、変更、進捗遅延や契約相手に発生した事象等がど

のプロジェクトに影響するかにつき、投資家において個別に評価することが困難となる可能性があり、投資家の投資判断

に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおり

であります。

①　財政状態の状況

　第７期事業年度(自2025年４月１日 至 2026年３月31日)

（資産）

　当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べて9,695千円増加し、584,708千円となりました。流動資産は主に

現金及び預金の減少33,164千円により17,807千円減少し、536,076千円となりました。固定資産は、主に工具、器

具及び備品の取得による有形固定資産の増加27,282千円により27,502千円増加し、48,631千円となりました。

 

（負債）

　当事業年度末の負債は、前事業年度末に比べ26,436千円減少し、16,518千円となりました。これは主に流動負債

にて前受金の減少26,336千円があったことによるものです。

 

（純資産）

　当事業年度末の純資産は、前事業年度末に比べて36,131千円増加し、568,190千円となりました。これは当期純

利益の計上により利益剰余金が36,131千円増加したことによるものです。

 

第８期第１四半期累計期間(自2026年４月１日 至 2026年６月30日)

（資産）
　当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて40,616千円（6.9％）減少し、544,091千円となりま
した。流動資産は、前事業年度末の536,076千円より35,706千円（6.7％）減少し、500,370千円となりました。固
定資産は、主に研究開発機器の減価償却により、前事業年度末の48,631千円より4,910千円（10.1％）減少し、
43,721千円となりました。
 
（負債）
　当第１四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べて3,646千円（22.1％）減少し、12,871千円となりまし
た。これは主に流動負債にて未払金の減少2,546千円、前受金の減少1,533千円があったことによるものです。
（純資産）

　当第１四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べて36,970千円（6.5％）減少し、531,219千円となりま

した。これらの結果、自己資本比率は、前事業年度末の97.2％から0.4ポイント微増し、97.6％となりました。

 

 

 

 

②　経営成績の状況

第７期事業年度(自2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社は、世界に誇る革新的ファージディスプレイ抗体技術を利用し、完全イヌ、完全ネコ型の安全性と有効性

に優れた、高品質な抗体医薬の創製に取り組んでいます。近年、ペットの高齢化に伴う皮膚疾患、がん、関節疾

患等の慢性疾患の増加と、家族の一員としての位置づけ定着により、ペットに対する高品質な医療ニーズが増大

しています。これに伴い、生体内物質であり、かつ、病気の原因となる物質に強く結合しその働きを弱める作用

を持つ抗体を応用した、安全性と有効性に優れる抗体医薬への期待が世界中の獣医療従事者、ペットオーナー、

動物用医薬品企業の間で急速に高まっています。日米欧の大手動物用医薬品企業は、ペット用抗体医薬への本格

的参入に向けた取組を活発化させており、過去20年ヒト用抗体医薬で見られたように、イヌ、ネコ用抗体医薬も

2024年の11億米ドル（5品目）から、今後年成長率18.1％で成長し、2034年までに全世界で約61億米ドルの巨大

市場が形成されると期待されています。

　当社はこの流れに乗り、当事業年度、事業提携の機会増加が確実に見込める動物用抗体医薬品領域で重点的に

研究開発と事業開発活動を展開してまいりました。共同研究プロジェクトでは、Ceva Santé Animale S.A.

（Ceva）社と新たに３件の共同研究契約、MSD Animal Health (MAH)社と新たに４件の共同研究契約、日本曹達

株式会社とイヌ及びネコ疾患治療用抗体に関する共同研究契約２件の締結に至り、契約一時金を受領しました。

また、共立製薬株式会社とのイヌ疾患治療用抗体に関する共同研究が順調に進行し、第１四半期に特許共同出願

のマイルストーンを達成し、一時金を受領しました。また、これまで進めてきたMAH社との共同研究において高

親和性、高機能性抗体の取得に成功したことにより、第３四半期に初回の研究マイルストーンを達成し、一時金

を受領しました。自社プロジェクトでは、取得したパイプライン抗体であるネコ用サイトカイン抗体の導出交渉

が順調に進み、第４四半期に日本曹達株式会社と導出契約の締結に至り、契約一時金を受領しました。

 

　以上のことから、当事業年度の売上高は、337,548千円（前年同期比133.7％増）を計上しました。販売費及び

一般管理費は研究開発費158,939千円を含む300,250千円が発生し、営業利益は35,876千円（前事業年度は

116,285千円の営業損失）となりました。また、助成金受領等による営業外収益1,309千円及び営業外費用750千
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円を計上したことから、経常利益は36,436千円（前事業年度は103,525千円の経常損失）、当期純利益は36,131

千円（前事業年度は103,830千円の当期純損失）となりました。
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第８期第１四半期累計期間(自2026年４月１日 至 2026年６月30日)

　当第１四半期累計期間においては、共同研究プロジェクトでは、Ceva Santé Animale（Ceva）社とのイヌ疾患

治療用抗体に関する共同研究が順調に進行し、欧州特許庁への特許出願のマイルストーンを達成し、一時金を受

領しました。また、MSD Animal Health社との共同研究において、既存の３つのプロジェクトの標的分子の変更

契約に合意し、その内の１つのプロジェクトは、当社が進めてきたプロジェクトを同社との共同研究契約のもと

で継続するため、当社の研究進捗に相当する対価として契約一時金を受領し、もう１つのプロジェクトでは標的

分子の変更による追加の契約一時金を受領しました。以上のことから、当第１四半期累計期間の売上高は、

41,857千円を計上しました。販売費及び一般管理費は研究開発費38,065千円を含む79,056千円が発生し、営業損

失は37,198千円となりました。営業外収益は為替差益304千円が発生したため、経常損失は36,894千円、四半期

純損失は36,970千円となりました。

現在、複数の動物薬企業との共同研究及び新たな共同研究契約の交渉が順調に進んでおり、第２四半期以降に

研究開発マイルストーンの達成及び契約一時金の受領を見込んでおります。自社プロジェクトでは、複数のプロ

ジェクトで研究が順調に進み、導出に向けた動物薬企業との交渉を開始し、第３四半期以降に導出契約の締結を

見込んでおります。

 

③　キャッシュ・フローの状況

第７期事業年度(自2025年４月１日　至　2026年３月31日)

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」と表記）の残高は、前事業年度末より33,164千円減

少し451,906千円となりました。

 

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度の営業活動により獲得した資金は11,567千円となりました(前事業年度は180,033千円の支出)。こ

れは税引前当期純利益36,436千円、減価償却費17,984千円、助成金の受取額9,754千円、その他13,893千円の資

金増加があったものの、売上債権の増加額35,090千円、前受金の減少額26,336千円の資金減少があったこと等に

よるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度の投資活動により支出した資金は44,732千円となりました(前事業年度は3,343千円の支出)。これ

は主に有形固定資産の取得による支出44,328千円によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において財務活動により獲得した資金はありませんでした(前事業年度は468,272千円の収入)。

 

④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当社の行う事業は、提供するサービスの性質上、生産実績の記載になじまないため、当該記載はしておりま

せん。

 

ｂ．受注実績

当社の行う事業は、提供するサービスの性質上、受注実績の記載になじまないため、当該記載はしておりま

せん。

 

 

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

 50/145



ｃ．販売実績

　第７期事業年度及び第８期第１四半期累計期間の販売実績は、次のとおりであります。なお、当社は研究開

発事業のみの単一のセグメントであるため、売上区分別に記載しております。

売上区分

第７期事業年度
（自2025年４月１日
 至2026年３月31日）

第８期第１四半期累計期間
（自2026年４月１日
　至2026年６月30日）

金額（千円） 前期比（％） 金額（千円）

共同プロジェクト(千円） 298,919 319.9 38,958

自社プロジェクト(千円） 36,666 87.3 －

コンサルティング(千円） － － 2,350

その他(千円） 1,962 56.8 549

合計（千円） 337,548 233.7 41,857

　　（注）最近２事業年度及び第８期第１四半期累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。

相手先

第６期事業年度

（自2024年４月１日

至2025年３月31日）

第７期事業年度

（自2025年４月１日

至2026年３月31日）

第８期第１四半期累計期間

（自2026年４月１日

至2026年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本曹達株式会社 － － 130,000 38.5 － －

MSD Animal Health － － 98,392 29.1 29,675 70.9

Ceva Santé Animale S.A. 49,116 34.0 70,268 20.8 9,832 23.5

Virbac S.A. 45,464 31.5 － － － －

共立製薬株式会社 39,284 27.2 － － － －

（注）第６期事業年度のMSD Animal Health、第７期事業年度のVirbac S.A.及び共立製薬株式会社に対する

販売実績は、販売実績の総販売実績に対する割合が10％未満であるため記載を省略しております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

第７期事業年度(自2025年４月１日 至 2026年３月31日)

　当事業年度の売上高は337,548千円（前事業年度は144,459千円）となり前事業年度より193,088千円増加しまし

た。売上高が増加した原因は主に新規の共同創薬研究契約の締結によるものです。当事業年度の販売費及び一般管

理費は300,250千円（前事業年度は258,259千円）となり、41,990千円増加しましたが、これは主に事業推進部の役

員就任による体制強化を行い、当年度の役員報酬が48,000千円（前事業年度は36,000千円）となり、12,000千円増

加したためであります。

　このような結果、当事業年度の当期純利益は36,131千円（前事業年度は当期純損失103,830千円）となりまし

た。

 

第８期第１四半期累計期間(自2026年４月１日 至 2026年６月30日)

　当第１四半期累計期間においては、共同研究プロジェクトでは、Ceva Santé Animale（Ceva）社とのイヌ疾患治

療用抗体に関する共同研究が順調に進行し、欧州特許庁への特許出願のマイルストーンを達成し、一時金を受領し

ました。また、MSD Animal Health社との共同研究において、既存の３つのプロジェクトの標的分子の変更契約に

合意し、その内の１つのプロジェクトは、当社が進めてきたプロジェクトを同社との共同研究契約のもとで継続す

るため、当社の研究進捗に相当する対価として契約一時金を受領し、もう１つのプロジェクトでは標的分子の変更

による追加の契約一時金を受領しました。以上のことから、当第１四半期累計期間の売上高は、41,857千円を計上

しました。販売費及び一般管理費は研究開発費38,065千円を含む79,056千円が発生し、営業損失は37,198千円とな

りました。営業外収益は為替差益304千円が発生したため、経常損失は36,894千円、四半期純損失は36,970千円と

なりました。
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　現在、複数の動物薬企業との共同研究及び新たな共同研究契約の交渉が順調に進んでおり、第２四半期以降に研

究開発マイルストーンの達成及び契約一時金の受領を見込んでおります。自社プロジェクトでは、複数のプロジェ

クトで研究が順調に進み、導出に向けた動物薬企業との交渉を開始し、第３四半期以降に導出契約の締結を見込ん

でおります。

　なお、財政状態の状況に関する認識及び分析・検討内容については、「第２事業の状況　４経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　①財政状態の状況」に含めて

記載しております。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２事業の状況　４経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フローの状況」に記載の

とおりであります。

　当社における主な資金需要は、研究開発費であります。これらの資金需要につきましては、過去に実施した増資

資金及び株式公開における資金調達で賄う予定です。

　なお、当事業年度末において、金融機関等からの借入金はありません。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づいて作成されており

ます。この財務諸表の作成にあたっては、当事業年度末における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に影響を与えるような見積り、予測を必要とされております。当社は、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判

断される前提に基づき、継続的に見積り、予測を行っております。しかしながら実績の結果は、見積り特有の不確

実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 

　当社の財務諸表を作成するにあたって採用した重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(１)財

務諸表　注記事項(重要な会計方針)」に記載のとおりであります。

　また、財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについ

ては、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(１)財務諸表　注記事項(重要な会計上の見積り)」に記載しており

ます。

 

④経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載しておりま

す。

 

⑤経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、「第２　事業の状

況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　（４）目標とする経営指標」に記載しております。
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５【重要な契約等】

 

（１）基盤技術に関する独占ライセンス契約

相手先の名称 国立大学法人宮崎大学 学校法人藤田学園

契約名称 ノウハウの独占ライセンス契約 技術ライセンス契約

主な契約内容

（許諾内容）

宮崎大学が所有する抗体ファージライブラ

リーに関する物及び情報のうち、抗体の評価

法、評価系の作成法に関する独占的実施権の

許諾

（許諾内容）

抗体ファージライブラリーの設計から、そこ

に含まれる抗体の取得から評価に至る技術及

びノウハウに関して藤田医科大学の黒澤仁講

師が保有する一連の抗体の選択方法の技術及

びノウハウの独占的実施権の許諾

契約締結日 2019年12月16日 2019年12月２日

契約期間 2019年12月16日～2039年12月15日 2019年12月２日～2039年12月１日

 

（２）製薬会社との共同研究契約または譲渡契約

　当社は、製薬会社と以下に示す内容の共同研究契約または譲渡契約を締結しております。

　共同研究契約および譲渡契約については、動物種、標的分子、適応疾患、開発ステージ等に関する具体的な内容は、提

携先の重要な研究開発上の機密情報に該当するため、以下の表の契約の名称及び契約内容において、当該具体的な内容及

び個別パイプラインを特定し得る情報を省略又は一般化して記載しております。また、契約書の題名に個別パイプライン

を特定し得る情報が含まれる場合には、同様の理由から契約の名称を一部省略して記載しております。

 

相手先

の名称

相手

先の

所在

地

契約の名称 契約締結日 契約期間 契約内容

共立製

薬株式

会社

日本 共同研究契約書 2023年４月28日

左記契約日を始期とし
て、マイルストーン及
びロイヤリティ支払義
務が発生しないことが
確定した日又は消滅し
た日までのいずれか早
い日まで
なお、共立製薬株式会
社は30日以上前に通知
することで本契約を解
約することができる。

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした共

同研究契約。医薬品候補抗体

の取得に至るまでの共同創薬

研究実施。当社が受領する締

結時一時金、研究・開発段階

の進捗に応じたマイルストー

ン及び販売実績に応じたロイ

ヤリティについても規定

Ceva

Santé

Animale

S.A.

フラ

ンス

Binding Assignment

Agreement
2024年４月５日

左記契約日を始期とし

て、相手方が対象製品

について、開発、製

造、販売その他の利

用・活用を自ら行うこ

と又は第三者に行わせ

ることを終了するまで

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした医

薬品候補抗体の開発及び販売

に関する知的財産を譲渡する

契約。当社が受領する譲渡対

価、研究・開発段階の進捗に

応じたマイルストーン及び販

売実績に応じたロイヤリティ

についても規定

MSD

Animal

Health

米国

Discovery

Collaboration

Agreement

2024年12月24日

左記契約日を始期とし

て、各国ごとに、当該

国におけるロイヤリ

ティ期間が満了した時

点まで

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした共

同研究契約。医薬品候補抗体

の取得に至るまでの共同創薬

研究実施。当社が受領する締

結時一時金、研究成果、開発

以降の進捗に応じたマイルス

トーン及び販売実績に応じた

ロイヤリティについても規定
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Virbac

S.A.

フラ

ンス
Assignment Agreement 2025年２月28日

左記契約日を始期とし

て、ロイヤリティ期間

の終了まで

なお、Virbac S.A.は

30日以上前に通知する

ことで本契約を解約す

ることができる。

また、支配権移転を理

由とする解除の定めが

ある。

自社で取得した医薬品候補抗

体の開発に関する知的財産を

譲渡する契約。当社が受領す

る締結時一時金、開発段階に

応じたマイルストーン及び販

売実績に応じたロイヤリティ

についても規定

Ceva

Santé

Animale

S.A.

フラ

ンス

Binding Assignment

Agreement
2025年４月25日

左記契約日を始期とし

て、相手方が対象製品

について、開発、製

造、販売その他の利

用・活用を自ら行うこ

と又は第三者に行わせ

ることを終了するまで

な お 、 Ceva Santé

Animale S.A.は60日以

上前に通知することで

本契約を解約すること

ができる。

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした医

薬品候補抗体の開発及び販売

に関する知的財産を譲渡する

契約。当社が受領する締結時

一時金、研究成果、開発以降

の進捗に応じたマイルストー

ン及び販売実績に応じたロイ

ヤリティについても規定

MSD

Animal

Health

米国

 

AMENDMENT No. 1 to

the Discovery

Collaboration

Agreement

2025年９月５日

左記契約日を始期とし

て終期の定めなし

上 記 2024 年 12 月 24 日

「 Discovery Collaboration

Agreement」について標的分

子を追加する旨を規定

日本曹

達株式

会社

日本
共同研究及び知的財産

権譲渡契約書
2025年９月21日

左記契約日を始期とし

て、以下のいずれかの

事由が発生するまで

①開発候補抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

②臨床開発抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

③日本曹達株式会社の

ロイヤリティ支払義務

が消滅した場合

なお、日本曹達株式会

社は30日以上前に通知

することで本契約を解

約することができる。

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした共

同研究契約。医薬品候補抗体

の取得に至るまでの共同創薬

研究実施。当社が受領する締

結時一時金、研究成果、開発

以降の進捗に応じたマイルス

トーン及び販売実績に応じた

ロイヤリティについても規定

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

 55/145



日本曹

達株式

会社

日本
共同研究及び知的財産

権譲渡契約書
2025年９月21日

左記契約日を始期とし

て、以下のいずれかの

事由が発生するまで

①開発候補抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

②臨床開発抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

③日本曹達株式会社の

ロイヤリティ支払義務

が消滅した場合

なお、日本曹達株式会

社は30日以上前に通知

することで本契約を解

約することができる。

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした共

同研究契約。医薬品候補抗体

の取得に至るまでの共同創薬

研究実施。当社が受領する締

結時一時金、研究成果、開発

以降の進捗に応じたマイルス

トーン及び販売実績に応じた

ロイヤリティについても規定

Ceva

Santé

Animale

S.A.

フラ

ンス

Binding Assignment

Agreement
2026年３月18日

左記契約日を始期とし

て、相手方が対象製品

について、開発、製

造、販売その他の利

用・活用を自ら行うこ

と又は第三者に行わせ

ることを終了するまで

な お 、 Ceva Santé

Animale S.A.は60日以

上前に通知することで

本契約を解約すること

ができる。

特定の標的分子に対する動物

用抗体の創出を目的とした医

薬品候補抗体の開発及び販売

に関する知的財産を譲渡する

契約。当社が受領する締結時

一時金、研究成果、開発以降

の進捗に応じたマイルストー

ン及び販売実績に応じたロイ

ヤリティについても規定

日本曹

達株式

会社

日本
抗体知的財産譲渡契約

書
2026年３月27日

左記契約日を始期とし

て、以下のいずれかの

事由が発生するまで

①開発候補抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

②臨床開発抗体が存在

しないと日本曹達株式

会社が最終決定した場

合

③日本曹達株式会社の

ロイヤリティ支払義務

が消滅した場合

なお、日本曹達株式会

社は30日以上前に通知

することで本契約を解

約することができる。

自社で取得した医薬品候補抗

体の開発に関する知的財産を

譲渡する契約。当社が受領す

る締結時一時金、開発段階に

応じたマイルストーン及び販

売実績に応じたロイヤリティ

についても規定

MSD

Animal

Health

米国

AMENDMENT No. 2 to

the Discovery

Collaboration

Agreement

2026年６月18日

左記契約日を始期とし

て終期の定めなし

上 記 2024 年 12 月 24 日

「 Discovery Collaboration

Agreement」について一部の

標的分子を変更する旨を規定
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６【研究開発活動】

 

　当社は、主にペット（イヌ、ネコ）の疾患を対象として抗体医薬品に応用可能な抗体の取得を主軸とした研究開発

活動を展開しております。

 

（１）研究開発体制

　当社では、研究開発部が研究開発を担当しており、名古屋大学内（未来社会創造機構内MabGenesis産学協同研究部

門）と宮崎大学内（宮崎大学医学部との共同研究契約）にそれぞれ研究所を置き、自社での研究開発体制を整備して

おります。加えて、本社を拠点として、外部委託先を活用し、効率的かつスピーディーな研究開発を推進しておりま

す。

　当社の研究開発は、ペット用抗体医薬品のシーズ探索を目的として、イヌMOURA抗体ファージディスプレイライブ

ラリー及びネコMOURA抗体ファージディスプレイライブラリーを用いて疾患に関連する物質（抗原）に対する抗体の

取得を行い、その作用メカニズムなどの分析と評価を行うことに研究開発資源を投入しております。

　抗体医薬品の開発において最も重要な点は、抗原の選択です。予め動物用医薬品会社と共同研究契約を締結し、動

物種、対象疾患と抗原について合意して研究を開始する共同研究型と当社内で動物種、対象疾患と抗原を独自に設定

して研究を開始する自社開発型の二種類の抗原選択により、抗体医薬品のポートフォリオを形成しております。

　基本的な研究活動は、抗原の作製（組み換えタンパク質、ペプチド、抗原を高発現した細胞株等）とこれに対して

当社のファージディスプレイライブラリーを用いた抗体の取得を基本とします。さらに、抗原への結合が確認できた

抗体に関しては、in vitro（試験管内という意味で、生化学的又は細胞生物学的な試験方法を指す）抗体評価試験を

設定し、抗体の性能評価を実施し、有望な抗体の取得を目指します。

 

第７期事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

(1)研究開発活動の概要

　当事業年度における研究開発費の総額は158,939千円となりました。当社の研究開発費の主な内容は、名古屋大学

内研究所使用のための産学連携費用及び宮崎大学内研究所使用のための共同研究費用、抗体取得研究のための研究材

料費、抗体取得研究のための外部委託費等であります。また、当期は、アレルギー疾患の原因となるネコサイトカイ

ン（生理活性物質）の受容体に対する有望な抗体の取得に成功したため、本抗体を用いた探索的安全性試験兼血中動

態試験を外部委託し、抗体の作製費用と血中動態試験費用を計上しております。

　共同研究型研究においては、新規共同研究契約の締結により研究プロジェクトの増加分と既存プロジェクトを導出

したことによる減少分があり、４種のイヌ抗原及び２種のネコ抗原に対する抗体の取得を進めました。また、１種の

ヒト抗原に対する抗体の取得も進めております。自社開発型研究においては、４種のイヌ抗原に対する抗体の取得及

び２種のネコ抗原に対する抗体の取得を進めました。

 

(2)プロジェクトの状況

　当事業年度末における当社進行中プロジェクトの状況は、「第１　企業の概況　３　事業の内容　(1）当社のビジ
ネスモデル　 ①　ビジネスモデルの概略」の図２に記載のとおりであります。

 

第８期第１四半期累計期間（自　2026年４月１日　至　2026年６月30日）

　当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は38,065千円となりました。なお、当第１四半期累計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第７期事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　当事業年度において実施した設備投資等の総額は45,416千円であり、その内容は研究開発の充実・強化などを目的

とする工具、器具及び備品、またソフトウエアの購入に係るものであります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　また、当社は医薬品の研究開発事業のみの単一セグメントであるためセグメント別の記載はしておりません。

 

第８期第１四半期累計期間（自　2026年４月１日　至　2026年６月30日）

当第１四半期累計期間において実施した設備投資等の総額は112千円であり、その内容は研究開発の充実・強化な

どを目的とする工具、器具及び備品の購入に係るものであります。なお、重要な設備の除却または売却等はありま

せん。

また、当社は医薬品の研究開発事業のみの単一セグメントであるためセグメント別の記載はしておりません。
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２【主要な設備の状況】

 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

2026年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

（千円）
従業員数
（人）

建物附属設備 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

本社

(神奈川県横浜市港北区)
本社機能 - 451 - 451 ４

名古屋研究所

(愛知県名古屋市千種区)
研究設備 1,977 25,997 69 28,044 ５

宮崎研究所

(宮崎県宮崎市)
研究設備 - 19,473 426 19,899 ５

　（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

　　　　２. 当社は医薬品の研究開発事業のみの単一セグメントであるためセグメント別の記載は省略しております。

　　　　３．本社、名古屋研究所、宮崎研究所は賃貸物件であり、年間賃借料は、それぞれ、2,150千円、5,018千円、

2,225千円の、計9,393千円であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】（2026年８月31日現在）

(1）重要な設備の新設等

　当社の設備投資については、以下のとおりであります。

事務所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の増

加能力
総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

名古屋研究所

(愛知県名古屋

市千種区)

研究設備（フロー

サイトメトリー）
20,000 － 増資資金 2028年２月 2028年３月 （注）１

宮崎研究所

(宮崎県宮崎

市)

研究設備（セルサ

イトソーター）
50,000 － 増資資金 2029年２月 2029年３月 （注）１

宮崎研究所

(宮崎県宮崎

市)

研究設備（抗体の

親和性測定機器）
50,000 － 増資資金 2030年２月 2030年３月 （注）１

（注）１．完成後の増加能力については、研究設備であり、合理的な算出が困難なため、記載しておりません。

２．当社は医薬品の研究開発事業のみの単一セグメントであるためセグメント別の記載は省略しておりま

す。

 

(2）重要な設備の除却等

　　　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,456,000

計 28,456,000

（注）１．2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定め

る取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１種

優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得した当該

Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日の2026年

６月11日付で消却を行っております。なお、当社は、2026年６月26日開催の定時株主総会において、同日の

2026年６月26日付で種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

２．2026年６月11日開催の取締役会の決議により、2026年６月30日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可

能株式総数は28,326,000株増加し、28,456,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 7,114,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内容に

何ら限定のない当社における標準と

なる株式であります。

なお、単元株式数は100株でありま

す。

 

計 7,114,000 － －

（注）１．2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定め

る取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１種

優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得した当該

Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日の2026年

６月11日付で消却を行っております。なお、当社は、2026年６月26日開催の定時株主総会において、同日の

2026年６月26日付で種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

２．2026年６月11日開催の臨時取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株

式分割を行っております。これにより発行済株式総数は7,042,860株増加し、7,114,000株となっております。

３．2026年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき、2026年６月30日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第１回新株予約権

決議年月日 2021年11月12日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役１　当社監査役１　当社従業員５　

(注)１

新株予約権の数（個）　※ 200　(注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）　※
普通株式　200［20,000］(注)２．６

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 6,000［60］（注）３．６

新株予約権の行使期間　※ 2023年11月13日～2031年10月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　6,000［60］

資本組入額　3,000［30］(注)６

新株予約権の行使の条件　※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ (注)５

※　最近事業年度の末日(2026年３月31日)における内容を記載しております。なお、最近事業年度の末日から提出日の

前月末(2026年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注)１．提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、付与対象者の従業員の役員就任により、当社取締役２名，当

社監査役１名、当社従業員４名となっております。

２．(１)新株予約権１個あたりの目的となる株式数は１株であります。

(２)当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あ

たりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端

数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株

式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を

株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとする。調整後の

株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株

式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものとする。

 

　　　　　　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

 

(３)当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。

３．行使価額は以下に定めるところに従い調整される。

(１)当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する

場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。「無償割当ての比率」とは、無償割当て後の発行済普通株式総数（自

己株式を除く。）を無償割当て前の発行済普通株式総数（自己株式を除く。）で除した数を意味する。調

整後の行使価額の適用時期は、株式の分割及び併合については上記第２項第(2)号の調整後の株式数の適

用時期に準じ、無償割当てについては効力発生日（割当てのための基準日がある場合はその日）の翌日以

降適用されるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

 

(２)当社が、時価を下回る１株あたりの払込金額で株式の発行又は処分（株式無償割当てを除く。また、潜在

株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、株式交付及び会社分割に伴うものを除

く。）を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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なお、「潜在株式等」とは、取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その

他その保有者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として株式を取得し得る地位を伴

う証券又は権利を意味し、「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が株式を交付する原因となる保有

者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味する。

また、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日

の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）

とする。平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。但し、当社の

普通株式が金融商品取引所に上場される前及び上場後45取引日（上場日を含む。）が経過するまでの期間

においては、調整前の行使価額をもって時価とみなす。

上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌日、それ以

外の場合は株式の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第２号が適用される場合は、同号に

定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。

①「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済株式総数

（当社が保有するものを除く。）を意味するものとする（但し、当該調整事由による株式の発行又は

処分の効力が上記適用日の前日までに生じる場合、当該発行又は処分される株式の数は算入しな

い。）。

②当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処分す

る自己株式の数」と読み替えるものとする。

(３)当社が合併する場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認め

られる場合には、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。

(４)当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で株式を発行又は処分する場合において、当社が調整を

行わない旨を決定した場合には、注３（２）に基づく調整は行われないものとする。

４．新株予約権の行使の条件。

(１)本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第５項各号に定める取得事由

が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但

し、権利者につき取締役又は監査役としての任期が満了したことにより注５（５）に該当し、１カ月を経

過した場合、又は当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(２)権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(３)本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新株予約権は相

続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(４)本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

５．当社は、以下の各号に基づき本新株予約権を取得することができる。当社は、以下の各号に定める取得の事由

が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議（取締役会設置会社でない場合には株主総会の決議）

により別途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は以下の各号に定める取得の事由が生じ

た本新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議（取締役会設

置会社でない場合には株主総会の決議）により取得する本新株予約権を決定するものとする。

(１)当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又

は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」とい

う。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議に替えて総株

主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決議

（取締役会設置会社でない場合には取締役の決定））が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取

得することができる。

(２)当社の発行済株式総数の過半数の株式を特定の第三者（当社の株主を含む。）が保有することとなる、同

時又は実質的に同時に行われる株式の譲渡にかかる書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者

との間で成立した場合（株式交付による場合を除く。）には、当社は本新株予約権を無償で取得すること

ができる。
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(３)当社を株式交付子会社とする株式交付による株式譲渡について法令上若しくは当社の定款上必要な当社の

承認が行われた場合、又はかかる株式交付の効力発生日が到来した場合には、当社は本新株予約権を無償

で取得することができる。

(４)当社の株主による株式等売渡請求（会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。）を当社が承

認した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(５)権利者が下記いずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することがで

きる。

①当社又は当社の子会社（会社法第2条第3号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会社」とい

う。）の取締役又は監査役

②当社又は子会社の使用人

③顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、請負

等の継続的な契約関係にある者

(６)次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することができ

る。

①権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合

②権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員若し

くは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面による

事前の承認を得た場合を除く。

③権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合

④権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分を受

けた場合

⑤権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が

不渡りとなった場合

⑥権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他これら

に類する手続開始の申立があった場合

⑦権利者につき解散の決議が行われた場合

⑧権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他暴

力、威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下同じ。）で

あること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を行っていることが判

明した場合

⑨権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合

(７)権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行後に

かかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当

社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

①権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合

②権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合

６．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行

使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調

整されております。
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第４回新株予約権

決議年月日 2025年２月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役３　当社監査役３　当社従業員14

新株予約権の数（個）　※ 3,490　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）　※
普通株式　3,490［349,000］(注)１．６

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 13,000［130］（注）２．６

新株予約権の行使期間　※ 2027年２月22日～2035年２月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　 13,000［130］

資本組入額　6,500［ 65］(注)６

新株予約権の行使の条件　※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ (注)５

※最近事業年度の末日(2026年３月31日)における内容を記載しております。なお、最近事業年度の末日から提出日の前

月末(2026年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注)１．新株予約権１個当たりの目的である株式の種類及び数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株

とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）後、当社が当社普通株式につき株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整し、調整の

結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

 

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に割り当てられた新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

 

また、当社が行使価額を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新

株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端

数は切り上げるものとする。

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 調整前行使価額

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

上記のほか、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の株

式が日本国内の金融商品取引所又はこれに類するものであって外国に所在するものに上場された日（以下「上

場日」という。）を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。
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②新株予約権者は、権利行使時までの間、当社又は当社の子会社の取締役、執行役、監査役、従業員又は社外協

力者（当社及び当社の子会社の取締役、執行役、監査役及び従業員以外の第三者で、当社との間で書面又は電

子契約による契約を締結し、当該契約に基づいて当社に役務等を提供する当該第三者をいう。以下同じ。）の

いずれかの地位を保有していることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただ

し、新株予約権者が、新株予約権の行使時において当社又は当社の子会社の取締役、執行役、監査役、従業員

又は社外協力者のいずれかの地位にない場合であっても、当社の取締役、執行役若しくは監査役を任期満了に

より退任した場合、当社の就業規則に規定する当社都合退職した場合、又は新株予約権を行使できることにつ

いて当社の取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。

③新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができないものとする。

④新株予約権者は、以下の区分に従って、新株予約権の全部又は一部を行使することができる。算出される行使

可能な新株予約権の個数に１個未満の端数が生じる場合は、当該端数を切り捨てた個数の新株予約権について

のみ、行使することができるものとする。

ア：上場日から12カ月間

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の50％

イ：上場日から12カ月間を経過した日から12カ月間

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の80％

ウ：上場日から24カ月が経過した日以降

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の100％

⑤新株予約権者が、以下のアからクのいずれかに該当した場合は、直ちに権利を喪失するものとする。

ア：禁固以上の刑に処せられた場合、又は当社の就業規則に定める減給以上の懲戒処分を受けた場合

イ：破産手続開始の申立て、又は再生手続開始の申立てのあった場合

ウ：当社又は当社の関係会社と競業関係にある業務を自ら行い、又は競業関係にある業務を行う会社の役

員、従業員に就いた場合（ただし、当社の取締役会の決議によって事前に承認された場合はこの限りで

はない。）

エ：法令又は社内諸規則等に違反するなどして、当社に対する背信行為を行ったと認められる場合

オ：当社との信頼関係を著しく損なう行為を行ったと認められる場合

カ：当社に対して、当社所定の書面により、新株予約権の全部又は一部の放棄を申し出た場合（なお、新株

予約権の一部の放棄を申し出た場合においては、当該一部のみが放棄され、失効するものとする。）

キ：新株予約権者が補助開始、保佐開始又は後見開始の審判を受けた場合

ク：新株予約権者が新株予約権の付与に関する当社との契約に違反した場合

⑥上記注３．①及び以下注３．⑦の定めにかかわらず、新株予約権者は、権利行使期間中、当社の買収（以下に

定義する。）について、法令上必要な当社の株主総会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、

新株予約権を行使することができるものとする。なお、「買収」とは、ア：当社の資産の全部若しくは実質的

に全部の売却、譲渡その他の処分、イ：合併、株式交換、株式移転若しくは株式交付（ただし、かかる行為の

直前における当社の株主が、存続会社若しくは完全親会社の総株主の議決権の過半数を有することになる場合

を除く。）、ウ：吸収分割若しくは新設分割（ただし、当社の事業の全部若しくは実質的に全部が承継される

場合に限り、かかる行為の直前における当社の株主が、承継会社若しくは新設会社の総株主の議決権の過半数

を有することになる場合を除く。）、エ：当社の株式の譲渡若しくは移転（ただし、かかる取引の直前におけ

る当社の株主が、当該取引の直後において引き続き総株主の議決権の過半数を保有することになる場合を除

く。）、又は、オ：当社の解散若しくは清算、をいう。ただし、かかる行為が当社の持株会社（当社の完全親

会社であり、当社の株主がかかる行為の直前における当社の議決権比率と実質的に同比率にて株式を保有する

ことになる会社をいう。）の設立を目的として行われる場合、又は純粋な資金調達を目的として株式の発行若

しくは処分が行われる場合を除く。

⑦新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新

株予約権の一部につき行使することはできない。

４．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①当社が買収を行うことを決定した場合、当社は、当該買収の実行日までの日であって、当社取締役会が別に定

める日の到来をもって、その前日までに行使されなかった新株予約権を無償で取得することができる。ただ

し、当社が注４．①の定めにより新株予約権を取得する場合、当社は、取得日の２週間前までに、新株予約権

者に対して、その旨を書面にて通知するものとする。

②新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなり権利を行使することができなくなった場合、又は権

利を喪失した場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得す

ることができる。

５．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点において残
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存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割を

する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新設分割により設立

する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は株式移転により設立する

株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付することとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転契約において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記注１．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じて決定する。

⑦新株予約権の行使の条件

上記注３．に準じて決定する。

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨再編対象会社による新株予約権の取得

会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定する。

６．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。
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第５回新株予約権

決議年月日 2025年５月14日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役４　当社監査役３　当社従業員13

新株予約権の数（個）　※ 1,930　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）　※
普通株式　1,930［193,000］(注)１．６

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 13,000［130］（注）２．６

新株予約権の行使期間　※ 2027年５月15日～2035年５月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　 13,000［130］

資本組入額　6,500［ 65］(注)６

新株予約権の行使の条件　※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ (注)５

※　最近事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。なお、最近事業年度の末日から提出日

の前月末現在（2026年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[

]内に記載しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注)１．新株予約権１個当たりの目的である株式の種類及び数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株

とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）後、当社が当社普通株式につき株式分割（株

式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整し、調整の

結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

 

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に割り当てられた新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

 

また、当社が行使価額を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行又は自己株式の処分をする場合（新

株予約権の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端

数は切り上げるものとする。

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 調整前行使価額

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

上記のほか、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の株

式が日本国内の金融商品取引所又はこれに類するものであって外国に所在するものに上場された日（以下「上

場日」という。）を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないものとする。
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②新株予約権者は、権利行使時までの間、当社又は当社の子会社の取締役、執行役、監査役、従業員又は社外協

力者（当社及び当社の子会社の取締役、執行役、監査役及び従業員以外の第三者で、当社との間で書面又は電

子契約による契約を締結し、当該契約に基づいて当社に役務等を提供する当該第三者をいう。以下同じ。）の

いずれかの地位を保有していることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただ

し、新株予約権者が、新株予約権の行使時において当社又は当社の子会社の取締役、執行役、監査役、従業員

又は社外協力者のいずれかの地位にない場合であっても、当社の取締役、執行役若しくは監査役を任期満了に

より退任した場合、当社の就業規則に規定する当社都合退職した場合、又は新株予約権を行使できることにつ

いて当社の取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。

③新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができないものとする。

④新株予約権者は、以下の区分に従って、新株予約権の全部又は一部を行使することができる。算出される行使

可能な新株予約権の個数に１個未満の端数が生じる場合は、当該端数を切り捨てた個数の新株予約権について

のみ、行使することができるものとする。

ア：上場日から12カ月間

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の50％

イ：上場日から12カ月間を経過した日から12カ月間

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の80％

ウ：上場日から24カ月が経過した日以降

　　新株予約権者が割当を受けた新株予約権の総数の100％

⑤新株予約権者が、以下のアからクのいずれかに該当した場合は、直ちに権利を喪失するものとする。

ア：禁固以上の刑に処せられた場合、又は当社の就業規則に定める減給以上の懲戒処分を受けた場合

イ：破産手続開始の申立て、又は再生手続開始の申立てのあった場合

ウ：当社又は当社の関係会社と競業関係にある業務を自ら行い、又は競業関係にある業務を行う会社の役

員、従業員に就いた場合（ただし、当社の取締役会の決議によって事前に承認された場合はこの限りで

はない。）

エ：法令又は社内諸規則等に違反するなどして、当社に対する背信行為を行ったと認められる場合

オ：当社との信頼関係を著しく損なう行為を行ったと認められる場合

カ：当社に対して、当社所定の書面により、新株予約権の全部又は一部の放棄を申し出た場合（なお、新株

予約権の一部の放棄を申し出た場合においては、当該一部のみが放棄され、失効するものとする。）

キ：新株予約権者が補助開始、保佐開始又は後見開始の審判を受けた場合

ク：新株予約権者が新株予約権の付与に関する当社との契約に違反した場合

⑥上記注３．①及び以下注３．⑦の定めにかかわらず、新株予約権者は、権利行使期間中、当社の買収（以下に

定義する。）について、法令上必要な当社の株主総会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、

新株予約権を行使することができるものとする。なお、「買収」とは、ア：当社の資産の全部若しくは実質的

に全部の売却、譲渡その他の処分、イ：合併、株式交換、株式移転若しくは株式交付（ただし、かかる行為の

直前における当社の株主が、存続会社若しくは完全親会社の総株主の議決権の過半数を有することになる場合

を除く。）、ウ：吸収分割若しくは新設分割（ただし、当社の事業の全部若しくは実質的に全部が承継される

場合に限り、かかる行為の直前における当社の株主が、承継会社若しくは新設会社の総株主の議決権の過半数

を有することになる場合を除く。）、エ：当社の株式の譲渡若しくは移転（ただし、かかる取引の直前におけ

る当社の株主が、当該取引の直後において引き続き総株主の議決権の過半数を保有することになる場合を除

く。）、又は、オ：当社の解散若しくは清算、をいう。ただし、かかる行為が当社の持株会社（当社の完全親

会社であり、当社の株主がかかる行為の直前における当社の議決権比率と実質的に同比率にて株式を保有する

ことになる会社をいう。）の設立を目的として行われる場合、又は純粋な資金調達を目的として株式の発行若

しくは処分が行われる場合を除く。

⑦新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新

株予約権の一部につき行使することはできない。

４．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①当社が買収を行うことを決定した場合、当社は、当該買収の実行日までの日であって、当社取締役会が別に定

める日の到来をもって、その前日までに行使されなかった新株予約権を無償で取得することができる。ただ

し、当社が注４．①の定めにより新株予約権を取得する場合、当社は、取得日の２週間前までに、新株予約権

者に対して、その旨を書面にて通知するものとする。

②新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなり権利を行使することができなくなった場合、又は権

利を喪失した場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得す

ることができる。

５．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い
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当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点において残

存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収分割を

する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、新設分割により設立

する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は株式移転により設立する

株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付することとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転契約において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記注１．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じて決定する。

⑦新株予約権の行使の条件

上記注３．に準じて決定する。

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨再編対象会社による新株予約権の取得

会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定する。

６．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の

行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」

が調整されております。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年９月30日

(注)１

普通株式

640

普通株式

38,140

A-1種優先株式

13,000

9,600 109,600 9,600 191,004

2022年11月24日～

2022年12月２日

(注)２

B種優先株式

8,250

普通株式

38,140

A-1種優先株式

13,000

B種優先株式

8,250

165,000 274,600 165,000 356,004

2023年３月22日

(注)３
－

普通株式

38,140

A-1種優先株式

13,000

B種優先株式

8,250

△174,600 100,000 △22,284 333,719

2024年12月23日

(注)４

B種優先株式

11,750

普通株式

38,140

A-1種優先株式

13,000

B種優先株式

20,000

235,000 335,000 235,000 568,719

2025年３月27日

(注)５
－

普通株式

38,140

A-1種優先株式

13,000

B種優先株式

20,000

△245,000 90,000 △22,831 545,888

2026年６月11日

(注)６

普通株式

33,000

A-1種優先株式

△13,000

B種優先株式

△20,000

普通株式

71,140
－ 90,000 － 545,888

2026年６月30日

(注)７

普通株式

7,042,860

普通株式

7,114,000
－ 90,000 － 545,888

　（注）１．有償第三者割当増資　640株

発行価格：30,000円

資本組入額：15,000円

割当先：長久厚、古田晃浩、小泉信一、河合昭好、新庄勝浩

２．有償第三者割当増資　8,250株

発行価格：40,000円

資本組入額：20,000円

割当先：九州広域復興支援投資事業有限責任組合、名古屋大学・東海地区大学広域ベンチャー２号投資事業

組合、株式会社ベクトル、きぼう投資事業有限責任組合

３．2023年３月17日開催の臨時株主総会により、資本政策の柔軟性・機動性を確保することを目的として、資本

金の額及び資本準備金の額を減少するとともに、これにより生じたその他資本剰余金の全額をその他利益剰

余金の欠損填補に充当しております。この結果、資本金が174,600千円（減資割合63.6％）減少し、資本準

備金が22,284千円（減資割合6.3％）減少しております。

４．有償第三者割当増資　11,750株

発行価格：40,000円
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資本組入額：20,000円

割当先：アクシル・ライフサイエンス＆ヘルスケアファンド２号投資事業有限責任組合、九州広域復興支援

投資事業有限責任組合、みやざき未来応援３号ファンド投資事業有限責任組合

５．2025年２月21日開催の臨時株主総会により、資本政策の柔軟性・機動性を確保することを目的として、資本

金の額及び資本準備金の額を減少するとともに、これにより生じたその他資本剰余金の全額をその他利益剰

余金の欠損填補に充当しております。この結果、資本金が245,000千円（減資割合73.1％）減少し、資本準

備金が22,831千円（減資割合4.0％）減少しております。

６．2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定

める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-

１種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、同日付で全て

のＡ-１種優先株式及びＢ種優先株式は、会社法第178条の規定に基づき、消却しております。

７．2026年６月11日開催の臨時取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で

株式分割を行っております。これにより発行済株式総数は7,042,860株増加し、7,114,000株となっておりま

す。

 

 

 

 

（４）【所有者別状況】

       2026年８月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 10 － － 8 18 －

所有株式数

（単元）
－ － － 40,500 － － 30,640 71,140 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － 56.93 － － 43.07 100 －

（注）１．2026年６月11日開催の臨時取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株

式分割を行っております。

２．2026年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき、2026年６月30日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。
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（５）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,114,000 71,140

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式でありま

す。

なお、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式  － － －

発行済株式総数  7,114,000 － －

総株主の議決権  － 71,140 －

（注）１．2026年６月11日開催の臨時取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株

式分割を行っております。

２．2026年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき、2026年６月30日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

 

②【自己株式等】
 
　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第１号に該当するＡ-１種優先株式、Ｂ種優先株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（2026年５月25日）での決議状況
（取得日　2026年６月11日）

Ａ-１種優先株式　13,000
Ｂ種優先株式　20,000

－

最近事業年度前における取得自己株式 － －

最近事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

最近事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

最近期間における取得自己株式
Ａ-１種優先株式　13,000
Ｂ種優先株式　20,000

－

提出日現在の未行使割合（％） － －

（注）2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定める取

得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１種優先株式

及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得した当該Ａ-１種優先

株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日の2026年６月11日付で消

却を行っております。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

最近事業年度 最近期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自

己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － －

Ａ-１種優先株式

13,000

Ｂ種優先株式

20,000

－

合併、株式交換、株式交付、会社分

割に係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 － － － －

（注）2026年６月11日開催の臨時取締役会の決議に基づき、自己株式として取得したＡ-１種優先株式及びＢ種優先株式

の全てを同日の2026年６月11日付で消却しております。
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３【配当政策】

　当社は創業以来配当を実施していないものの、株主への利益還元については、重要な経営課題と認識しており、将

来的には経営成績及び財政状態を勘案しつつ、剰余金の分配を検討する所存でありますが、現時点においては繰越利

益剰余金がマイナスであること、当面は多額の先行投資を行う研究開発活動の継続的かつ計画的な実施に備えた資金

の確保を優先し、配当は行わない方針であります。そのため、内部留保資金につきましては研究開発に充当する方針

であります。

　なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本方針としており、その決定機関は株主総会であります。

また、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に設けておりま

す。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　　　①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「疾病に苦しむ伴侶動物と人々の症状の緩和と生活の質向上に貢献する」ことをミッションとして、

めまぐるしい環境変化の中において、継続的に企業価値を向上させるためには、経営の監視機能及び内部統制機

能の充実、コンプライアンスの徹底が重要であると認識しております。

　また、株主や顧客をはじめ、取引先、従業員等、あらゆるステークホルダーと良好な関係を築き、持続的に企

業価値を向上させることが経営の重要課題と捉えております。そのため、意思決定や業務執行の迅速性を図り、

経営の効率性・透明性を高めるとともに、リスク・コンプライアンス体制の強化等、実効性の高いコーポレー

ト・ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、会社法上の機関として、取締役会及び監査役会を設置しております。取締役会において迅速かつ機動

的な意思決定と取締役の職務執行の監督を行う一方、監査役及び監査役会が独立した立場から取締役の職務の執

行を監査することで、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保することが可能になると考えております。

　また、取締役会及び代表取締役より一定の範囲内で業務執行権限を委譲する執行役員制度を導入し、経営の意

思決定・監督機能と業務執行機能の分離を図ることで、機動性の向上と監督機能の強化を図っております。この

体制により、経営の効率性と適切な牽制機能が確保され、当社の持続的な発展につながるものと判断しておりま

す。

　当社の企業統治の体制は、次の図のとおりであります。

 

ａ.取締役会

　当社の取締役会は、本書提出日現在、代表取締役の新庄勝浩を議長とし、取締役の小泉信一及び前田龍並び

に社外取締役の河合昭好及び山口時男の計５名で構成されており、様々な知識・経験・能力を有する多様な取

締役を選任しております。当社は、原則月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を

開催し、会社の経営方針、経営戦略、中期経営計画その他の重要な事項の意思決定と取締役の職務執行の監督

を行っております。

　また、取締役５名のうち２名が社外取締役であり、取締役会の監督機能の強化と公正で透明性の高い経営の

実現に努めております。

 

ｂ.監査役会

　当社の監査役会は、常勤監査役の工藤利秋を議長とし、非常勤監査役の初澤寛成、西井大輔の計３名で構成

されており、３名とも社外監査役であります。監査役は、「監査役監査基準」に基づき、取締役会に出席し、

必要に応じて意見を述べるほか、取締役の職務執行を監査しております。監査役会は、毎月１回、定例の監査

役会を開催するほか、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況、監査結果等の

検討等、監査役相互の情報共有を図っております。

　なお、監査役は内部監査担当及び会計監査人と必要に応じて随時緊密な連携をとると同時に、四半期に一度

の定期的な会合を開催し、監査の実効性と効率性の向上に努めております。
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ｃ.会計監査人

　三優監査法人を選任しております。同監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員と当社の間には特別の

利害関係はありません。会計監査にあたっては、経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環

境を整備するとともに、監査役会、内部監査担当と連携し、会計監査の実効性を高めるよう努めております。

 

ｄ.執行役員会議

　当社は、経営に関する重要事項を審議または報告することを目的として、代表取締役の新庄勝浩を議長と

し、取締役の小泉信一及び前田龍、並びに執行役員の柴崎友一朗及び山本和規を構成員とし、常勤監査役の工

藤利秋をオブザーバーとする執行役員会議を開催しております。執行役員会議は原則隔週（月２回）の定例執

行役員会議を開催するほか、必要に応じて臨時執行役員会議を開催できるものとしております。

 

ｅ.リスク・コンプライアンス委員会

　当社は、当社の業務領域全体に影響を及ぼすリスクを適切にコントロールすることにより、企業価値の維

持・コンプライアンスの徹底と社会的信用の向上を図ることを目的として「リスク・コンプライアンス規程」

を定め、リスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備を行っております。また、当社全体のリスク管理の

モニタリングや指導を適切に行うための機関として、リスク・コンプライアンス委員会を設置しております。

　リスク・コンプライアンス委員会は、代表取締役の新庄勝浩を委員長とし、取締役の小泉信一、前田龍、監

査役の工藤利秋、執行役員の柴崎友一朗及び山本和規を委員、管理部を事務局として構成されており、定例と

して四半期に１回、また必要に応じて社外役員を含めて臨時で開催しております。当該委員会では、社内全

体、各部門におけるリスクの洗い出しを行い、リスクの未然防止に取り組むとともに、リスクが顕在化した場

合に適時適切な対応が可能となるよう、重要事項の審議と方針決定を行っております。

 

ｆ.内部監査

　当社における内部統制の適切性及び有効性を、管理運営制度や戦略に照らし独立した立場で検証し、その結

果に基づく改善提案を通じて経営の健全性及び効率性の向上に資することを目的とし、研究開発部、事業推進

部及び管理部それぞれに内部監査担当者を設置しております。小規模組織で実効性がありかつ相互牽制が働く

内部監査を行うため、管理部を研究開発部担当者が、研究開発部を事業推進部担当者及び管理部担当者が、事

業推進部を研究開発部担当者及び管理部担当者が、それぞれ監査する仕組みを構築しております。代表取締役

により任命された各内部監査担当者は、事業年度ごとに内部監査計画を作成し、代表取締役による承認を得た

うえで内部監査を実施しており、監査結果については、代表取締役に対して報告したうえで、被監査部門に対

して改善を指示し、その結果を報告させることで内部統制の維持改善を図っております。また、監査結果につ

いては当社の内部統制の状況把握のため管理部門にも共有される仕組みとしております。

 

 

③企業統治に関するその他の事項

ａ.内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法の定める「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」に関して、「内部統制

システムの基本方針」を以下のとおり定めております。

 

１.取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ.取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告す

るとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。

ⅱ.取締役会の意思決定の妥当性を確保するため、社外取締役を含む非業務執行取締役の招聘を推進す

る。

ⅲ.取締役の職務執行状況は、監査基準に基づいた監査役監査を受け、社会的信頼性に応える良質な企業

統治体制を確立していく。

ⅳ.内部通報制度を含むリスク管理体制の強化に取組み、内部統制システムの充実に努める。内部通報制

度の窓口には社内のみならず第三者機関(弁護士事務所)を加える。

２.当社の業務の適正を確保するために必要な体制

ⅰ.取締役の職務執行に係る情報及び文書は、社内規程類に従い適切に保存し管理する。

ⅱ.上記の文書等は、取締役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

３.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ.リスク管理を経営の重要課題の一つと認識し、リスク・コンプライアンス委員会を設置する。
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ⅱ.リスク・コンプライアンス委員会は、リスク方針及びリスク・コンプライアンス規程に基づき、会社

全体のリスクを把握、分析、評価し、優先的に対応すべきリスクを選定してそのモニタリングを行う

とともに取締役会に状況報告を行う。

ⅲ.リスク管理部門として管理部門がリスク管理活動を統括し、規程の整備と検証・見直しを図る。

ⅳ.法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合、直ちに取締

役会及び担当部署に通報し、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について担当部

署が把握に努めるとともに、対応し、改善する。

４.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ.事業運営については、経営環境の変化を踏まえて中期経営計画を策定し、その実行計画として各年度

予算を策定し、全社的な目標に基づく具体策を各部で立案し、実行する。

ⅱ.変化の激しい経営環境に対し機敏な対応を図るため、執行役員制度を導入し、所管する業務を執行す

る。

ⅲ.定例の取締役会を原則月１回開催し、重要事項の決定及び各取締役の業務執行状況の監督等を行う。

ⅳ.取締役会への付議議案については、取締役会規程により定められている付議基準に則り提出し、取締

役会における審議が十分行われるよう付議される議題に関する資料については事前に全取締役に配布

する。

ⅴ.日常の職務執行に際しては、職務権限規程等に基づき権限を委譲し、効率的に業務を遂行する。

５.監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役から求められた場合には、監査役と協議のうえ、専任または兼任の従業員を監査役スタッフとし

て配置する。

６.監査役会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項

ⅰ.補助使用人の任命、解任、異動、人事評価、懲戒処分については、監査役会の同意を必要とする。

ⅱ.補助使用人は、当社の業務執行に係る職務を兼務することができる。

ⅲ.補助使用人が監査役会の指示に基づく業務を行うに際しては、取締役その他の業務執行者の指揮命令

は受けない。また、当該指示に基づく業務に関する補助使用人の評価については、監査役の意見を聴

取する。

７.取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、当社の経営、業績に影響を与える重要な事項や重大な法令・定款その他社内規程

類に対する違反行為、その他会社に著しい損害を与える事項が発生した場合、速やかに監査役会に報告す

る。また、取締役及び使用人は、監査役会から報告を求められた場合には、速やかに必要な報告及び情報

提供を行う。

８.監査役会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

　内部通報規程において、内部通報を行った者が不利な扱いを受けない旨を規定し施行する。

９.監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ず

る費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について生ずる費用等の請求をした際は、当該請求が監査役の職務執行に必要

でないと認められる場合を除き、速やかにこれに応じる。

10.その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ.取締役は、法令に基づく事項のほか、監査役会が求める事項を適宜、監査役会へ報告する。

ⅱ.監査役会及び内部監査担当は、必要に応じ相互に情報及び意見の交換を行うなど連携を強め、監査の

質的向上を図る。

ⅲ.代表取締役は、監査役と定期的に会合し、コンプライアンス面や内部統制の整備状況などについて意

見交換を行う。

ⅳ.代表取締役は、内部監査担当の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過及びその結果を監査役

に報告する。
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ｂ.リスク管理体制の整備の状況

　「②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由　ｅ.リスク・コンプライアンス委員会」に記載の

とおりであります。

 

ｃ.責任限定契約について

　当社は、取締役及び監査役が職務を執行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第

427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

　また、当社は、社外取締役２名、社外監査役３名との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定

する額となります。

 

d.取締役の定数について

　当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。

 

e.取締役の選任の決議要件

　当社の取締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

 

f.取締役会で決議できる株主総会決議事項

・取締役及び監査役の責任免除について

当社は、職務の執行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項

の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった

者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を

定款に定めております。

・自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策を行うことを可能とするため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の

決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

・中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、取締役会の決議によって、毎年9月30

日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

 

g.株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

 

④取締役会の活動状況

　最近事業年度において当社は取締役会を17回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

あります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役 新庄　勝浩 17回 17回

取締役 小泉　信一 17回 17回

取締役 前田　龍 17回 17回

社外取締役 澤邉　岳彦(注１) 17回 17回

社外取締役 河合　昭好 17回 17回

社外取締役 山口　時男(注２) ‐ ‐

(注)１．社外取締役の澤邉岳彦は、2026年６月26日付で退任しております。

２．社外取締役の山口時男は、2026年７月１日付で就任しております。

 

　取締役会における具体的な検討内容としては、年度予算・中期経営計画の策定、社内規程の制定・改定、ス

トック・オプションの発行、その他の重要な業務執行に関する事項等について、議論、審議の上、決議しており

ます。

 

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

 79/145



（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　8名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 新庄　勝浩 1960年３月29日生

1984年４月　　鐘淵化学工業株式会社（現　株式会社カネカ）入

社、生物化学研究所所属

1989年８月　　コーネル大学 ニューヨーク州立獣医大学 薬理学部

客員研究員（visiting fellow）就任

1992年５月　　ファイザー株式会社入社、中央研究所　生物科学研

究部所属

1994年12月　　獣医学博士（北海道大学）取得

2006年４月　　ファイザー株式会社　中央研究所　生物科学研究部

長就任

2008年５月　　生化学工業株式会社入社、研究開発本部 中央研究

所　研究企画室長就任

2012年４月　　神戸大学連携創造学部　客員教授就任

2014年２月　　日本イーライリリー株式会社入社、エランコアニマ

ルヘルス　研究開発部長就任

2016年１月　　同社　研究開発本部　クリニカルリサーチサイエン

ティスト就任

2019年11月　　当社代表取締役就任（現任）

(注)３ 904,000

取締役

事業推進部管

掌

小泉　信一 1956年４月５日生

1986年６月　　米国国立衛生研究所入所

1989年６月　　日本チバガイギー株式会社（現 ノバルティス

ファーマ株式会社）入社、スイス本社制癌研究部所

属

2000年７月　　同社　つくば研究所　研究本部創薬生物研究部部長

就任

2004年10月　　ファイザー株式会社入社、中央研究所探索研究所生

物科学研究統括部 シニアリサーチフェロー就任

2006年４月　　同社　生物科学研究統括部 統括部長就任

2008年７月　　ラクオリア創薬株式会社入社　常務執行役員就任

2011年３月　　同社取締役常務執行役員就任

2011年５月　　国立大学法人千葉大学　大学院医学研究院　客員教

授就任（現任）

2012年３月　　ラクオリア創薬株式会社　取締役専務執行役員就任

2013年２月　　株式会社AskAt、共同創業者代表取締役就任

2013年７月　　ラクオリア創薬株式会社　専務執行役員就任

2016年５月　　Medicinal Creation Advisor合同会社設立　代表社

員就任(現任)

2017年12月　　株式会社AskAt　取締役副社長就任　研究開発・事

業推進統括　就任

2020年１月　　当社アドバイザー就任

2020年６月　　株式会社坪田ラボ　社外取締役就任（現任）

2025年３月　　株式会社AskAt　取締役就任（現任）

2025年４月　　当社取締役就任 事業推進部管掌（現任）

(注)３ 460,000

取締役

執行役員研究

開発部長

前田　龍 1967年１月27日生

1990年４月　　日本郵船株式会社入社

1998年４月　　米国立がん研究所Frederick cancer research and

development center入所 Postdoctoral fellow（学

術奨励研究員）就任

2001年９月　　独立行政法人理化学研究所脳科学総合研究センター

入所 研究員就任

2004年５月　　株式会社ジーンテクノサイエンス入社（現 キッズ

ウェル・バイオ株式会社）、研究開発部　主任研究

員就任

2014年４月　　同社　開発部課長就任

2019年４月　　同社　開発部副部長就任

2021年４月　　同社　開発部部長就任

2021年10月　　当社入社、執行役員研究開発部長就任

2024年４月　　当社取締役執行役員研究開発部長就任（現任）

(注)３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 河合　昭好 1959年10月27日生

1987年４月　　田辺製薬株式会社　有機化学研究所　入社

1990年４月　　ファイザー株式会社　中央研究所入社、創薬化学第

１研究部長

2008年12月　　株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所入

社、常務取締役R&D 企画部長就任

2012年９月　　国立長寿医療研究センター（NCGG）入所　治療薬探

索研究部長就任

2020年４月　　国立長寿医療研究センター特任研究員就任（現任）

大阪大学医学系研究科招聘教授就任（現任）

2021年３月　　当社社外取締役就任（現任）

2023年９月　　株式会社ウィーズ管理薬剤師就任（現任）

(注)３ 4,000

取締役 山口　時男 1950年11月24日生

1983年４月　　山之内製薬株式会社（現アステラス製薬株式会社）

入社

1983年７月　　同社中央研究所生化学研究部配属

1985年６月　　米国マサチューセッツ工科大学招聘研究員就任

1987年４月　　山之内製薬株式会社（現アステラス製薬株式会社）

帰任、同社新薬研究所主任研究員就任

1996年８月　　同社創薬研究本部薬理研究所薬理第一研究室室長就

任

2003年１月　　同社創薬研究本部薬理研究所所長就任

2004年４月　　同社創薬研究本部研究推進部部長就任

2005年４月　　アステラス製薬株式会社研究本部研究企画部部長就

任

2008年１月　　アステラスリサーチテクノロジー株式会社代表取締

役社長就任

2010年１月　　アステラス製薬株式会社研究本部研究推進部戦略的

研究提携担当部長就任

2010年４月　　学校法人TSUKUBA GLOBAL ACADEMY つくばインター

ナショナルスクール監事就任（現任）

2011年７月　　独立行政法人理化学研究所（現 国立研究開発法人

理化学研究所）入所 創薬・医療技術基盤プログラ

ム マネージャー就任

2022年４月　　同所創薬・医療技術基盤プログラム アドバイザー

（嘱託）就任

2026年７月　　当社社外取締役就任（現任）

(注)４ -

常勤監査役 工藤　利秋 1957年９月25日生

1983年４月　　明治製菓株式会社(現Meiji Seikaファルマ株式会

社）入社

1988年４月　　財団法人微生物化学研究所に出張研究

1992年４月　　明治製菓株式会社(現Meiji Seikaファルマ株式会

社）　薬品総合研究所に帰任

1994年９月　　理学博士（東北大学）取得

2002年４月　　同社　薬品総合研究所創薬企画推進室長就任

2006年４月　　同社　医薬総合研究所化学研究所化学合成研究室・

室長就任

2009年４月　　同社　研究開発管理部管理Ｇ長就任

2012年６月　　同社　研究開発管理部長就任

2014年４月　　同社　監査部専任部長就任

2017年４月　　同社　人事部付出向（一般社団法人くすりの適正使

用協議会理事長付部長就任）

2017年11月　　株式会社スコヒアファーマ常勤社外監査役就任

2022年７月　　株式会社リボルナバイオサイエンス常勤社外監査役

就任

2024年10月　　当社常勤社外監査役就任（現任）

(注)５ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 初澤　寛成 1981年５月16日生

2007年12月　　弁護士登録

2007年12月　　法律事務所オーセンス（現 弁護士法人法律事務所

オーセンス）入所

2010年４月　　鳥飼総合法律事務所入所

2015年４月　　法律事務所フラッグ（現 TH 弁護士法人）共同経営

に参画

2017年４月　　新日本パートナーズ法律事務所　代表弁護士就任

（現任）

2020年３月　　株式会社AskAt取締役監査等委員　就任

2021年３月　　当社社外監査役就任(現任)

2026年１月　　合同会社カラフリッチ設立、代表社員就任（現任）

(注)５

 
-

監査役 西井　大輔 1970年４月24日生

2002年10月　　中央青山監査法人(みすず監査法人に名称変更後解

散)入所

2007年９月　　あらた監査法人（現 PwC Japan有限責任監査法人）

入所

2008年７月　　西井大輔公認会計士事務所（現 西井大輔 税理士・

公認会計士事務所）開業、代表就任（現任）

2010年12月　　株式会社ALBITS設立、代表取締役就任（現任）

2020年３月　　株式会社AskAt　取締役監査等委員　就任

2024年４月　　当社社外監査役就任(現任)

(注)５ -

計 1,368,000

　（注）１．取締役河合昭好及び山口時男は、社外取締役であります。

２．監査役工藤利秋、初澤寛成及び西井大輔は、社外監査役であります。

３．任期は、2026年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から、2027年３月期に係る定時株主総会の終結の時

までであります。

４．任期は、就任日の2026年７月１日から、2027年３月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

５．任期は、2026年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から、2030年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

６．取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を採用しており

ます。執行役員は以下のとおりであります。

　執行役員事業推進部長　　　柴崎　友一朗

　執行役員管理部長　　　　　山本　和規

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役の河合昭好は、当社の普通株式4,000株及び新株予約権300個（30,000株）を保有しておりますが、

それ以外に当社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、

大学の招聘教授として、さらには長年の国内大手製薬会社、外資系製薬会社、さらにはアカデミアでの豊富な識

見に基づき、的確な助言を行い、社外取締役としての重要な役割を担っております。引き続き客観的な立場から

経営及び研究開発を監督することを通じて、当社の持続的発展及び企業価値向上に貢献できるものと期待し、選

任しております。

　社外取締役の山口時男は、当社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はあり

ません。同氏は、長年、国内大手製薬会社において、薬理研究所所長、研究企画部長、及び子会社社長を歴任、

さらには公的研究機関での創薬支援事業マネージメント等の幅広い経験と実績を有しております。研究開発のみ

ならず、経営企画、ガバナンス、人材面での貢献を通じて、当社の持続的発展及び企業価値向上に貢献できるも

のと判断し、選任しております。

　社外監査役の工藤利秋は、当社の新株予約権120個（12,000株）を保有しておりますが、それ以外に当社との

間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、長年の国内製薬会社

における研究開発と監査の経験と知見、さらにはバイオスタートアップでの監査役の経験を有し、当社の経営に

関し適切な監督及び助言をいただけるものと期待し、選任しております。

　社外監査役の初澤寛成は、当社の新株予約権280個（28,000株）を保有しておりますが、それ以外に当社との

間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、長年にわたる弁護士

としての経験を有することから、専門知識と企業法務に関する豊富な知識を持ち、監査役としての責務を十分に

果たしております。法律専門家である社外監査役として当社取締役の職務執行の適法性監査並びに内部統制シス

テムの改善に重要な役割を果たすことを期待し、選任しております。

　社外監査役の西井大輔は、当社の新株予約権100個（10,000株）を保有しておりますが、それ以外に当社との

間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他特別の利害関係はありません。同氏は、公認会計士として会
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計に関する専門知識とバイオベンチャーの監査役の経験を有していることから、客観的・中立的立場にて、その

知識と経験を当社の監査体制の強化に活かしていただけることを期待し、選任しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　社外取締役及び社外監査役は、取締役会を通じて取締役の業務執行状況、並びに内部監査及び内部統制の状況

を把握し、必要に応じて意見を述べることにより、経営の監督・監視機能を果たしております。社外監査役は監

査役会における監査役間での情報・意見交換、代表取締役が任命する内部監査担当、会計監査人と定期的及び必

要に応じて会合を実施することで、情報共有と連携を図っております。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

　当社は、監査役会設置会社であり、監査役３名（うち社外監査役３名）で構成され、うち１名の常勤監査役を

選任しております。監査結果の共有、監査の有効性及び効率性の確保並びに監査役間での意見交換を目的に、監

査役会を開催しております。監査役会は、監査役監査方針・計画（重点監査項目、監査対象、監査方法、実施時

期、その他必要事項）を立案し、監査役会において決議のうえで策定しています。監査役の業務分担は、監査役

間での協議を踏まえ、監査役会の決議を経て決定しています。監査役会は、決議された監査役監査方針・計画及

び業務分担について、取締役会にて説明しております。

　監査役は、監査役会で策定した監査役監査方針・計画及び業務分担に基づき、取締役会及びその他重要な会議

に出席し必要に応じて意見を述べるほか、業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用

人に対してその説明を求めております。

　なお、常勤監査役である社外監査役の工藤利秋は、長年にわたり製薬会社（上場企業及びベンチャー企業）に

勤務し、研究開発、管理、監査業務に関して豊富な経験と知識を有しております。

　社外監査役の初澤寛成は、弁護士として豊富な経験、見識を有しております。社外監査役の西井大輔は、公認

会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　当社は、2024年６月に監査役会を設置し、月１回開催しており、2026年３月期における監査役会の開催状況及

び個々の監査役の出席状況については次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

工藤利秋 15回 15回

初澤寛成 15回 15回

西井大輔 15回 15回

　監査役会における主な検討事項として、取締役会及び代表取締役に対し、監査計画並びに監査の実施状況及び

　　　　結果について適宜報告し、また各取締役と定期的な会合をもつことで、会社が対処すべき課題、監査上の重要課

　　　　題等について意見交換し、相互認識を深めるよう努めております。

　また、常勤監査役の活動として、重要な会議への出席、会計監査人並びに内部監査担当との連携、各部門責任

者との個別面談、重要書類の閲覧等を実施し、当社の業務執行状況に関する情報を収集したうえで、他の社外監

査役への報告を適時実施することにより、監査役会としての監査機能の充実を図っております。

 

②内部監査の状況

　当社は、内部監査規程に基づき、内部監査担当者３名で相互牽制が働く体制で内部監査を行っております。事

業年度ごとに内部監査計画を策定し、各部門の業務活動に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コ

ンプライアンスの遵守状況等についての監査を定期的に行い、代表取締役に報告しております。

　監査役及び会計監査人とは、定期的に会合（三様監査連絡会　四半期に一度の開催）を設けて、会計監査人と

監査役との情報及び意見交換を行い、相互の連携を図りながら監査の実効性の強化を図っております。特に、監

査役とは内部監査報告書等の共有や定期的にコミュニケーションを実施しております。

 

③会計監査の状況

ａ.監査法人の名称

三優監査法人

 

ｂ.継続監査期間

２年間

 

ｃ.業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　　吉川　雄城

指定社員　業務執行社員　　鈴木　啓太

 

ｄ.監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　２名

その他　　　５名

 

ｅ.監査法人の選定方針と理由

　監査法人の品質管理体制、独立性、専門性、不正リスク対応、職務遂行状況、監査報酬の妥当性等を総合的

に勘案し、選定することとしております。

　三優監査法人は、当社の会計監査が適正かつ妥当に行われることを確保する体制を備えていると判断したた

め選定いたしました。
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ｆ.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人の監査業務について確認するほか、緊密なコミュニケーションを

とっており、適時かつ適切に意見交換や監査状況を把握しております。これらを踏まえたうえで、監査法人の

品質管理、監査チームの独立性等、監査業務の適切性及び妥当性を評価するとともに、監査法人の独立性、法

令等の遵守状況、経営者等との関係及び不正リスクについて総合的に評価し、再任の妥当性について判断して

おります。

 

④監査報酬の内容等

ａ.監査公認会計士等に対する報酬

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度

監査証明業務に基づく

報酬(千円)

非監査業務に基づく

報酬(千円)

監査証明業務に基づく

報酬(千円)

非監査業務に基づく報

酬(千円)

12,200 － 13,720 －

 

ｂ.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａを除く）

　該当事項はありません。

 

ｃ.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

ｄ.監査報酬の決定方針

　監査公認会計士等より提示される見積提案をもとに、当社の規模・特性、監査計画、監査内容、監査工数等

を勘案して協議し、監査役会の同意を得たうえで決定することとしております。

 

ｅ.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　当社の監査役会において、会計監査人の監査計画、職務執行状況及び報酬見積りなどが当社の事業規模や事

業内容に適切であるかどうかについて必要な検証を行い、適切であると判断したためです。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は2025年６月30日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議してお

ります。取締役会は、取締役の個人別の報酬等について、当社全体の業績を俯瞰している代表取締役が各取締役

の担当業務の評価を行い、取締役会が決定した方針に従って決定されていることから、当該報酬等の内容が当該

決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりであります。

当社の取締役に対する報酬は、業務執行取締役並びに社外取締役は、固定報酬としての基本報酬により構成し

ております。

当社の取締役の基本報酬は月例の固定金銭報酬とし、地位、職責等に応じるとともに、他社水準、当社の業

績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案し、定時株主総会後に開催される取締役会にて決定する

ものとしております。

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業

の報酬水準を踏まえ、取締役会において検討を行うこととしております。

取締役の個人別の報酬等の決定は、取締役会にて決定することとしております。

監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬枠の範囲内において、監査役の協議により決定しており、固定報

酬（基本報酬）のみで構成されております。

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2025年６月30日であり、決議の内容は、取締役の金銭報

酬の総額は年額２億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）とすること、監査役の金銭報酬の総

額は年額3,000万円以内とすることを決議しております。

なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会が各取締役の職責や業績への貢献度等を

公平公正に評価するには代表取締役が最も適していると判断しており、取締役の個人別報酬等のうち、固定報酬

の各取締役に対する付与額の決定については、取締役会から一任された代表取締役新庄勝浩が決定しておりま

す。委任にあたっては、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう社外取締役の関与・助言を得て客

観性・公平性を担保する等の措置を講じております。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員数

（人）
固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のう

ち、非金銭

報酬等

取締役

(社外取締役を除く)
36,000 36,000 - - - 3

監査役

(社外監査役を除く)
- - - - - －

社外役員 12,000 12,000 - - - 4

　　（注）上記の人数には、無報酬の取締役の人数は含んでおりません。

 

③役員ごとの報酬等の総額等

役員報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は投資株式を保有していないため、投資株式の区分の基準及び考え方は定めておりません。株式を保有す

る際には、取締役会において、その保有目的の合理性及び経済合理性等を総合的に勘案し株式の価値の変動また

は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする純投資目的の株式を投資株式とし、それ以外の株式を

純投資目的以外の投資株式と区分することとしております。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

①人材戦略に関する基本方針

　当社は、完全イヌ型・完全ネコ型抗体ライブラリーを基盤としたペット用抗体医薬品の研究開発を成長戦略の中核とし

ており、その推進には高度な専門性を有する研究開発人材及び事業開発人材の確保・育成が重要であると認識しておりま

す。

このため、「専門人材の確保・育成」と「組織能力の向上」を基本方針とし、研究開発部門では専門人材の採用・育成

や外部機関との連携による専門性向上を推進しております。また、事業推進・管理部門では事業提携の推進や経営管理体

制の強化を担う人材の確保・育成に取り組んでおります。

さらに、適切な人材配置や人材育成を通じて研究開発力の向上を図るとともに、従業員が能力を発揮できる環境整備や適

切な処遇により、持続的な企業価値向上を目指しております。

 

②従業員の給与等の決定方針

当社は、優秀な人材の確保および定着を図るとともに、生産性の向上状況に応じた適正な処遇を行うことを基本方針と

しております。

具体的運用としては、明確な給与テーブルを整備したうえで、年度ごとに設定する評価シートの達成度評価結果に基づ

き、上長による昇給・降給の判定および所定の社内決裁手続きを経て、適正に給与を決定しております。

 

（２）【従業員の状況】

①提出会社の状況

     2026年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の対前
事業年度増減率

（％）

13 （2） 47.8 4.6 5,369,903 13.72

 

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（期間契約社員）は、最近１

年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．当社は医薬品の研究開発事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載はしておりませ

ん。

 

②労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

③管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金額の

差異

当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号)の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

(2）当社の四半期財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日

まで）及び当事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、三優監査法人により監査

を受けております。

 

(2）当社は、第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2026年４月

１日から2026年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けておりま

す。

 

３．連結財務諸表及び四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、新日本法規出版の

LEGALCONNECTIONの各種手引き等を通じて、積極的に情報収集に努めることにより、会計基準等の内容を適切に把握

し、変更への的確な対応を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 485,071 451,906

売掛金 ※１ 43,761 ※１ 78,852

前渡金 － 2,849

前払費用 1,967 2,318

その他 23,083 149

流動資産合計 553,883 536,076

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 2,138 2,623

減価償却累計額 △406 △646

建物附属設備（純額） 1,732 1,977

工具、器具及び備品 65,424 110,061

減価償却累計額 △46,538 △64,138

工具、器具及び備品（純額） 18,886 45,923

有形固定資産合計 20,618 47,900

無形固定資産   

ソフトウエア 345 495

無形固定資産合計 345 495

投資その他の資産   

長期前払費用 － 15

敷金及び保証金 165 220

投資その他の資産合計 165 235

固定資産合計 21,129 48,631

資産合計 575,013 584,708
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

負債の部   

流動負債   

未払金 10,386 9,673

未払費用 1,529 1,566

未払法人税等 304 304

前受金 ※２ 29,111 ※２ 2,775

預り金 1,155 1,271

その他 － 124

流動負債合計 42,487 15,716

固定負債   

資産除去債務 467 801

固定負債合計 467 801

負債合計 42,954 16,518

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000

資本剰余金   

資本準備金 545,888 545,888

資本剰余金合計 545,888 545,888

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △103,830 △67,698

利益剰余金合計 △103,830 △67,698

株主資本合計 532,058 568,190

純資産合計 532,058 568,190

負債純資産合計 575,013 584,708
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

当事業年度
（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

売上高 ※１ 144,459 ※１ 337,548

売上原価   

当期商品仕入高 － 1,421

外注費 2,486 －

売上原価合計 2,486 1,421

売上総利益 141,973 336,127

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 258,259 ※２,※３ 300,250

営業利益又は営業損失（△） △116,285 35,876

営業外収益   

受取利息 134 978

助成金収入 11,454 300

為替差益 2,905 －

その他 － 31

営業外収益合計 14,494 1,309

営業外費用   

株式交付費 1,727 －

為替差損 － 750

その他 7 －

営業外費用合計 1,734 750

経常利益又は経常損失（△） △103,525 36,436

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △103,525 36,436

法人税、住民税及び事業税 304 304

法人税等合計 304 304

当期純利益又は当期純損失（△） △103,830 36,131
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

純資産合

計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合

計
 

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 333,719 － 333,719 △267,831 △267,831 165,888 165,888

当期変動額         

新株の発行 235,000 235,000  235,000   470,000 470,000

減資 △245,000 △22,831 267,831 245,000   － －

欠損填補   △267,831 △267,831 267,831 267,831 － －

当期純損失(△)     △103,830 △103,830 △103,830 △103,830

当期変動額合計 △10,000 212,168 － 212,168 164,001 164,001 366,169 366,169

当期末残高 90,000 545,888 － 545,888 △103,830 △103,830 532,058 532,058

 

 

 

 

当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰余金

当期首残高 90,000 545,888 545,888 △103,830 △103,830 532,058 532,058

当期変動額        

当期純利益    36,131 36,131 36,131 36,131

当期変動額合計 － － － 36,131 36,131 36,131 36,131

当期末残高 90,000 545,888 545,888 △67,698 △67,698 568,190 568,190
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

当事業年度
（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △103,525 36,436

減価償却費 12,850 17,984

助成金収入 △11,454 △300

受取利息 △134 △978

株式交付費 1,727 －

売上債権の増減額（△は増加） △43,101 △35,090

前渡金の増減額（△は増加） － △2,849

前払費用の増減額（△は増加） △830 △351

未払金の増減額（△は減少） △211 △1,175

未払費用の増減額（△は減少） 215 37

前受金の増減額（△は減少） △20,749 △26,336

その他 △16,628 13,893

小計 △181,843 1,269

利息及び配当金の受取額 134 978

助成金の受取額 2,000 9,754

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △324 △433

営業活動によるキャッシュ・フロー △180,033 11,567

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,049 △44,328

無形固定資産の取得による支出 △294 △294

その他 － △110

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,343 △44,732

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 468,272 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 468,272 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 284,896 △33,164

現金及び現金同等物の期首残高 200,175 485,071

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 485,071 ※ 451,906
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【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自2024年４月１日　至　2025年３月31日）

 

１．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

　定率法を採用しています。ただし、建物附属設備については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物附属設備　　　　　10～15年

　　工具、器具及び備品　　５～６年

 

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

２．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

３．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

◯共同プロジェクトに基づく収益

　当社は抗体薬の共同研究契約締結に伴う契約一時金の収益を得ております。契約締結から終了までの履行義

務が一時点で充足される場合には、履行義務が充足された時点で収益計上し、一時点で充足されない場合に

は、契約負債として計上し、履行義務の充足に従い一定期間にわたって収益を認識しております。

 

◯自社プロジェクトの導出に伴う収益

　当社は抗体薬の自社プロジェクトの導出に伴う契約一時金の収益を得ております。契約締結から導出が完了

した時点で、当該履行義務が一時点で充足されるものとして収益を認識しております。

 

◯コンサルティング契約に基づく収益

　当社はバイオ後続品開発に関するコンサルティング業務委託契約の受託に伴う収益を認識しております。受

託による収入は月間の基本稼働時間を定め、受託者は実働時間に基づきタイムチャージ方式にて対価を算定

し、毎月月末締めで委託者に報告します。委託者が報告内容を承認した時点で収益を認識しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 

 

当事業年度（自2025年４月１日　至　2026年３月31日）

 

１．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

　定率法を採用しています。ただし、建物附属設備については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物附属設備　　　　　10～15年

　　工具、器具及び備品　　５～６年

 

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

２．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
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３．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 

◯共同プロジェクトに基づく収益

　当社は抗体薬の共同研究契約締結に基づく、契約一時金、開発の進捗に応じたマイルストーン収入を得てお

ります。

　契約一時金について、契約締結から終了までの履行義務が一時点で充足される場合には、履行義務が充足さ

れた時点で収益計上し、一時点で充足されない場合には、契約負債として計上し、履行義務の充足に従い一定

期間にわたって収益を認識しております。

　マイルストーン収入については、顧客との契約に定められた条件を達成し、履行義務が充足されたと判断し

た場合に、当該時点で収益を認識しております。

 

◯自社プロジェクトの導出に伴う収益

　当社は抗体薬の自社プロジェクトの導出に伴う契約一時金の収益を得ております。契約締結から導出が完了

した時点で、当該履行義務が一時点で充足されるものとして収益を認識しております。

 

◯コンサルティング契約に基づく収益

　当社はバイオ後続品開発に関するコンサルティング業務委託契約の受託に伴う収益を認識しております。受

託による収入は月間の基本稼働時間を定め、受託者は実働時間に基づきタイムチャージ方式にて対価を算定

し、毎月月末締めで委託者に報告します。委託者が報告内容を承認した時点で収益を認識しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．固定資産の減損

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　当事業年度の貸借対照表において、有形固定資産20,618千円及び無形固定資産345千円を計上しておりま

す。

　当社の事業は医薬品の研究開発事業の単一セグメントであり、全社を一つの単位としてグルーピングを行

い、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであることから減損の兆候があると認められたため、当事業

年度において固定資産の減損損失の認識の要否を判定しております。

　その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価額を上回ったことから、減損損失は計

上しておりません。

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　固定資産に減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必要があります。判定の結

果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損

損失として認識されます。

　減損損失の認識の要否判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画を基礎として

おり、開発医薬品の市販を含むマイルストーンの達成時期、研究開発の成功確率、将来予想される医薬品売上

高等を含む収益の予測計画に関する仮定が含まれます。これらの仮定の設定にあたり、当社は業界の知見、外

部の情報源、競合他社の状況及び業界動向等を考慮しております。将来予測は不確実性を伴い、割引前将来

キャッシュ・フローの見積りに対して、実際に発生したキャッシュ・フローが見積りを大きく下回った場合、

固定資産の減損損失が発生する可能性があります。

 

２．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産　　　－千円

※繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産及び評価性引当額の残高は、（税効果会計関係）に記載のとおりであ

ります。

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に定

める会社分類に基づき、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来事業年度の課税所得を合

理的に見積り、回収可能性を判断したうえで算定を行っております。課税所得の見積りは、取締役会により

承認された翌事業年度の予算等を基礎としています。

　上記のとおり、繰延税金資産は将来事業年度の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とし

た条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産が減少または増加し、この結果、税金費用が増減する可能

性があります。

 

 

当事業年度（自2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１．固定資産の減損

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　当事業年度の貸借対照表において、有形固定資産47,900千円、無形固定資産495千円、長期前払費用15千円

を計上しております。

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社の事業は医薬品の研究開発事業の単一セグメントであり、全社を一つの単位として資産のグルーピン

グを行っております。

　固定資産に減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必要があります。判定

の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額

は減損損失として認識されます。

　減損損失の認識の要否判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画を基礎とし

ており、開発医薬品の市販を含むマイルストーンの達成時期、研究開発の成功確率、将来予想される医薬品

売上高等を含む収益の予測計画に関する仮定が含まれます。これらの仮定の設定にあたり、当社は業界の知
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見、外部の情報源、競合他社の状況及び業界動向等を考慮しております。将来予測は不確実性を伴い、割引

前将来キャッシュ・フローの見積りに対して、実際に発生したキャッシュ・フローが見積りを大きく下回っ

た場合、固定資産の減損損失が発生する可能性があります。

 

２．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産　　　－千円

※繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産及び評価性引当額の残高は、（税効果会計関係）に記載のとおりであ

ります。

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に定

める会社分類に基づき、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来事業年度の課税所得を合

理的に見積り、回収可能性を判断したうえで算定を行っております。課税所得の見積りは、取締役会により

承認された翌事業年度の予算等を基礎としています。

　上記のとおり、繰延税金資産は将来事業年度の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とし

た条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産が減少または増加し、この結果、税金費用が増減する可能

性があります。

 

（未適用の会計基準等）

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

(リースに関する会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準

委員会）等

 

(1)概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組の一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資

産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2)適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3)当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 

当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

(リースに関する会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準

委員会）等

 

(1)概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組の一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。
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借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資

産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2)適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3)当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 

(後発事象に関する会計基準等)

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号 2026年１月９日 企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号 2026年１月９日 企業会計基準

委員会）

 

(1)概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取扱う包括的な会計基準を

設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会 監査・保証基準委員会監査基準報告書560実務指針第

１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基

準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うととも

に、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定め

たものであります。

 

(2)適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

（貸借対照表関係）

※１　売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、財務諸表「注記事項(収益認識関係)３．(1)契

約負債の残高等」に記載しております。

 

※２　前受金のうち、契約負債の金額は、財務諸表「注記事項(収益認識関係)３．(1)契約負債の残高等」に

記載しております。
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（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項(収益認識関係)１．顧客との契約から生じる収益

を分解した情報」に記載しております。

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度0.5％、当事業年度0.2％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度99.5％、当事業年度99.8％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

当事業年度
（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

役員報酬 36,000千円 48,000千円

給料手当 25,860千円 32,288千円

支払報酬料 25,554千円 35,678千円

研究開発費 150,072千円 158,939千円

減価償却費 210千円 320千円

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

当事業年度
（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

 150,072千円 158,939千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 38,140 - - 38,140

A-1種優先株式 13,000 - - 13,000

B種優先株式（注） 8,250 11,750 - 20,000

合計 59,390 11,750 - 71,140

（注）新株の発行による増加　11,750株

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 38,140 - - 38,140

A-1種優先株式 13,000 - - 13,000

B種優先株式 20,000 - - 20,000

合計 71,140 - - 71,140

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

当事業年度
（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

現金及び預金勘定 485,071千円 451,906千円

現金及び現金同等物 485,071千円 451,906千円
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（金融商品関係）

前事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

１.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達については第三者割当増資により調達して

おります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。また、営業債権の一部は外貨建債権

であることから、為替変動リスクにさらされております。営業債務である未払金は、通常１ヶ月以内の支払

期日であります。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

 ①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権は、与信管理規程及び売上管理規程に従い、取引先ごとの入金期日管理を定期的に行うことで、

滞留債権発生の未然防止に努めております。

 ②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　当社は、資金運用を預金に限定することにより、市場リスクを回避しております。また当社は、外貨建営

業債権の為替の変動リスクに対して、現状はヘッジ取引は行っておりませんが、常に注視し必要となった場

合は、先物為替予約等を利用したヘッジ取引を行う予定であります。金利変動リスクについては、管理部が

金利動向を注視するとともに、研究開発資金についても研究開発期間の管理をすることで金利変動リスクを

低減しております。

 ③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

(5)信用リスクの集中

　当事業年度の決算日現在における営業債権の100％が特定の大口顧客に対するものであります。

 

２.金融商品の時価等に関する事項

　現金及び預金、売掛金、未払金、未払費用、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。

 

　(注)金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内

(千円)

１年超５年以内

(千円)

５年超10年以内

(千円)

10年超

(千円)

現金及び預金 485,071 - - -

売掛金 43,761 - - -

合計 528,832 - - -

 

３.金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

当事業年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

１.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達については第三者割当増資により調達して

おります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク
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　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。また、営業債権の一部は外貨建債権

であることから、為替変動リスクにさらされております。営業債務である未払金は、通常１ヶ月以内の支払

期日であります。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

 ①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権は、与信管理規程及び売上管理規程に従い、取引先ごとの入金期日管理を定期的に行うことで、

滞留債権発生の未然防止に努めております。

 ②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　当社は、資金運用を預金に限定することにより、市場リスクを回避しております。また当社は、外貨建営

業債権の為替の変動リスクに対して、現状はヘッジ取引は行っておりませんが、常に注視し必要となった場

合は、先物為替予約等を利用したヘッジ取引を行う予定であります。金利変動リスクについては、管理部が

金利動向を注視するとともに、研究開発資金についても研究開発期間の管理をすることで金利変動リスクを

低減しております。

 ③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

(5)信用リスクの集中

　当事業年度の決算日現在における営業債権の100％が特定の大口顧客に対するものであります。

 

２.金融商品の時価等に関する事項

　現金及び預金、売掛金、未払金、未払費用、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。

 

　(注)金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内

(千円)

１年超５年以内

(千円)

５年超10年以内

(千円)

10年超

(千円)

現金及び預金 451,906    

売掛金 78,852    

合計 530,759    

 

３.金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役１名

当社監査役１名

当社従業員５名

当社取締役２名

当社監査役１名

当社従業員10名

当社顧問２名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　20,000株 普通株式　72,000株

付与日 2021年11月22日 2023年３月29日

権利確定条件

「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

（注）３、４

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間
自　2023年11月13日

至　2031年10月28日

自　2025年３月18日

至　2033年３月17日

 

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役２名

当社監査役１名

当社従業員11名

当社顧問３名

当社取締役３名

当社監査役３名

当社従業員14名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　149,000株 普通株式　349,000株

付与日 2024年３月29日 2025年３月27日

権利確定条件 （注）３、４

「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間
自　2026年２月21日

至　2034年２月20日

自　2027年２月22日

至　2035年２月21日

　（注）１．付与対象者の区分及び人数は、新株予約権の付与時点における内容を記載しております。

２．株式数に換算して記載しております。なお、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っているため、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。

（1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について注４の各号に定める取得事由

が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただ

し、権利者につき取締役又は監査役としての任期が満了したことにより注４（５）に該当し、１カ月を経過

した場合、又は当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

（2）権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

（3）本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新株予約権は相

続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

（4）本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

４．当社が本新株予約権を取得することができる事由は、以下のとおりであります。

当社は、以下の各号に基づき本新株予約権を取得することができる。当社は、以下の各号に定める取得の事

由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議（取締役会設置会社でない場合には株主総会の決
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議）により別途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は以下の各号に定める取得の事由

が生じた本新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議（取

締役会設置会社でない場合には株主総会の決議）により取得する本新株予約権を決定するものとする。

(1)　当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又

は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）

について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議に替えて総株主の同意

が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決議（取締役会

設置会社でない場合には取締役の決定））が行われた時は、当社は本新株予約権を無償で取得することがで

きる。

(2)　当社の発行済株式総数の過半数の株式を特定の第三者（当社の株主を含む。）が保有することとなる、同

時又は実質的に同時に行われる株式の譲渡にかかる書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者と

の間で成立した場合（株式交付による場合を除く。）には、当社は本新株予約権を無償で取得することがで

きる。

(3)　当社を株式交付子会社とする株式交付による株式譲渡について法令上若しくは当社の定款上必要な当社の

承認が行われた場合、又はかかる株式交付の効力発生日が到来した場合には、当社は本新株予約権を無償で

取得することができる。

(4)　当社の株主による株式等売渡請求（会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。）を当社が承認

した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(5)　権利者が下記いずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することがで

きる。

①当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会社」とい

う。）の取締役又は監査役

②当社又は子会社の使用人

③顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、請負等の

継続的な契約関係にある者

(6)　次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することができ

る。

①権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合

②権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員若しくは

使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。ただし、当社の書面による事前の

承認を得た場合を除く。

③権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合

④権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分を受けた

場合

⑤権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不渡

りとなった場合

⑥権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他これらに類

する手続開始の申立があった場合

⑦権利者につき解散の決議が行われた場合

⑧権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他暴力、威

力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下同じ。）であること、

又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を行っていることが判明した場合

⑨権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合

(7)　権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行後に

かかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社

は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

①権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合

②権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　前事業年度（2025年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

権利確定前 （株）   

前事業年度末  20,000 72,000

付与  － －

失効  － 72,000

権利確定  － －

未確定残  20,000 －

権利確定後 （株）   

前事業年度末  － －

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  － －

 

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前 （株）   

前事業年度末  149,000 －

付与  － 349,000

失効  149,000 －

権利確定  － －

未確定残  － 349,000

権利確定後 （株）   

前事業年度末  － －

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  － －

 

 

 

（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行っているため、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。
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②　単価情報

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

権利行使価格 （円） 60 300

行使時平均株価 （円） － －

付与日における公正な評価単価 （円） － －

 

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格 （円） 300 130

行使時平均株価 （円） － －

付与日における公正な評価単価 （円） － －

（注）１．2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っているため、当該株式分割による調整

後の権利行使価格を記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの単位当たりの本源的価値を見積る方法によ

り算定しております。

　また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる当社株式の評価方法はDCF法により算出した価格

を用いております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。

 

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

（１）当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　－千円

（２）当事業年度において権利行使されたストック・オプションの

　　　権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　－千円
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当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役１名

当社監査役１名

当社従業員５名

当社取締役３名

当社監査役３名

当社従業員14名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　20,000株 普通株式　349,000株

付与日 2021年11月22日 2025年３月27日

権利確定条件

「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間
自　2023年11月13日

至　2031年10月28日

自　2027年２月22日

至　2035年２月21日

 

 第５回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社取締役４名

当社監査役３名

当社従業員13名

 

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　193,000株

付与日 2025年５月30日

権利確定条件

「第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間
自　2027年５月15日

至　2035年５月14日

　（注）１．付与対象者の区分及び人数は、新株予約権の付与時点における内容を記載しております。

２．株式数に換算して記載しております。なお、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っているため、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（2026年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 

 第１回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前 （株）   

前事業年度末  20,000 349,000

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  20,000 349,000

権利確定後 （株）   

前事業年度末  － －

権利確定  － －

権利行使  － －

失効  － －

未行使残  － －

 

 第５回新株予約権

権利確定前 （株）  

前事業年度末  －

付与  193,000

失効  －

権利確定  －

未確定残  193,000

権利確定後 （株）  

前事業年度末  －

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  －

 

 

（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行っているため、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。
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②　単価情報

 第１回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格 （円） 60 130

行使時平均株価 （円） － －

付与日における公正な評価単価 （円） － －

 

 第５回新株予約権

権利行使価格 （円） 130

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

（注）１．2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っているため、当該株式分割による調整

後の権利行使価格を記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの単位当たりの本源的価値を見積る方法によ

り算定しております。

　また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる当社株式の評価方法はDCF法により算出した価格

を用いております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。

 

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

（１）当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　－千円

（２）当事業年度において権利行使されたストック・オプションの

　　　権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　－千円
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（税効果会計関係）

 

前事業年度(2025年３月31日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
当事業年度

（2025年３月31日）

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金（注）２ 203,992千円

資産除去債務 162

繰延税金資産小計 204,155

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △203,992

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △40

評価性引当額小計（注）１ △204,032

繰延税金資産合計 122

繰延税金負債  

資産除去債務に対応する除去費用 △122

繰延税金負債合計 △122

繰延税金資産（負債）の純額 －

 

(注）１.評価性引当額に重要な変動が生じております。

当該変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金が増加したものであります。

 

(注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※１）
－ － － － 6,447 197,544 203,992

評価性引当額 － － － － △6,447 △197,544 △203,992

繰延税金資産 － － － － － － －

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。

 

３．決算日後における法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に成立し、2026年４月１日以

後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以後に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は34.0％から34.9％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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当事業年度(2026年３月31日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
当事業年度

（2026年３月31日）

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金（注）２ 191,431千円

資産除去債務 279

繰延税金資産小計 191,711

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △191,431

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △64

評価性引当額小計（注）１ △191,496

繰延税金資産合計 214

繰延税金負債  

資産除去債務に対応する除去費用 △214

繰延税金負債合計 △214

繰延税金資産（負債）の純額 －

 

(注）１.評価性引当額に重要な変動が生じております。

当該変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金が減少したものであります。

 

(注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※１）
－ － － － 21,111 170,320 191,431

評価性引当額 － － － － △21,111 △170,320 △191,431

繰延税金資産 － － － － － － －

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
当事業年度

（2026年３月31日）

法定実効税率 34.0％

(調整)  

住民税均等割 0.8％

評価性引当額の増減 △34.4％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.8％
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（資産除去債務関係）

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　研究所の建物附属設備における原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込可能期間は取得から10年～15年と見積り、割引率は0.276％を使用して資産除去債務の金額を

計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 465千円

時の経過による調整額 1 〃

期末残高 467千円

 

当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　研究所の建物附属設備における原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込可能期間は取得から10年～15年と見積り、割引率は0.276％から1.669％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 467千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 330 〃

時の経過による調整額 4 〃

期末残高 801千円

 

 

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

114/145



（収益認識関係）

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　（単位：千円）

項目

当事業年度

（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

共同プロジェクト収入 93,455

自社プロジェクト収入 42,012

コンサルティング収入 5,540

その他 3,452

顧客との契約から生じる収益 144,459

外部顧客への売上高 144,459

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（重要な会計方針）３.収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりです。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業

年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

(1）契約負債の残高等

（単位：千円）

項目 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 660 43,761

契約負債 49,860 29,111

　契約負債は、主に顧客との共同研究契約に基づき受領した研究開発役務に関する前受金であります。

研究開発役務の進捗や当社の知的財産利用に関する提供期間経過に応じて収益を認識し取り崩されま

す。

　当事業年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、39,284千円であり

ます。また、当事業年度において、契約負債が20,749千円減少した理由は、共同研究契約による前受金

増加及び収益認識における取崩しによる減少であり、これによりそれぞれ、23,590千円増加し、44,339

千円減少しております。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　未充足（又は一部未充足）の履行義務は、当事業年度末において、29,111千円であります。当該履

行義務は、履行義務の充足につれて、期末後１年以内に約100％収益として認識されると見込んでおり

ます。

　マイルストーンに係る収益は、開発の進捗に応じて、顧客と合意したマイルストーンの達成まで不

確実性が解消しないと見込まれることから、残存履行義務に配分した取引価格には含めておりませ

ん。

　売上高又は使用料に基づくロイヤリティについては、売上や使用料の報告を行うまで不確実性が解

消しないと見込まれることから、残存履行義務に配分した取引価格には含めておりません。

 

 

EDINET提出書類

ＭａｂＧｅｎｅｓｉｓ株式会社(E42213)

有価証券届出書（新規公開時）

115/145



当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　（単位：千円）

項目

当事業年度

（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

共同プロジェクト収入 298,919

自社プロジェクト収入 36,666

コンサルティング収入 －

その他 1,962

顧客との契約から生じる収益 337,548

外部顧客への売上高 337,548

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（重要な会計方針）３.収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりです。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業

年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

(1）契約負債の残高等

（単位：千円）

項目 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 43,761 78,852

契約負債 29,111 2,775

　契約負債は、主に顧客との共同研究契約に基づき受領した研究開発役務に関する前受金であります。

研究開発役務の進捗や当社の知的財産利用に関する提供期間経過に応じて収益を認識し取り崩されま

す。

　当事業年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、26,336千円であり

ます。また、当事業年度において、契約負債が26,336千円減少した理由は、収益認識における取崩しに

よる減少によるものです。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　未充足（又は一部未充足）の履行義務は、当事業年度末において、2,775千円であります。当該履行

義務は、履行義務の充足につれて、期末後１年以内に約100％収益として認識されると見込んでおりま

す。

　マイルストーンに係る収益は、開発の進捗に応じて、顧客と合意したマイルストーンの達成まで不

確実性が解消しないと見込まれることから、残存履行義務に配分した取引価格には含めておりませ

ん。

　売上高又は使用料に基づくロイヤリティについては、売上や使用料の報告を行うまで不確実性が解

消しないと見込まれることから、残存履行義務に配分した取引価格には含めておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社は、医薬品の研究開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

当社は、医薬品の研究開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
共同プロジェ

クト

自社プロジェ

クト

コンサルティ

ング
その他 合計

外部顧客への売上高 93,455 42,012 5,540 3,452 144,459

 

 

２ 地域ごとの情報

　(1）売上高

（単位：千円）

日本 欧州 米国 合計

44,824 94,580 5,055 144,459

 

　(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

Ceva Santé Animale S.A. 49,116

Virbac S.A. 45,464

共立製薬株式会社 39,284

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名は記載しておりません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
共同プロジェ

クト

自社プロジェ

クト

コンサルティ

ング
その他 合計

外部顧客への売上高 298,919 36,666 － 1,962 337,548

 

 

２ 地域ごとの情報

　(1）売上高

（単位：千円）

日本 欧州 米国 合計

162,221 76,934 98,392 337,548

 

　(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３ 主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

日本曹達株式会社 130,000

MSD Animal Health 98,392

Ceva Santé Animale S.A. 70,268

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名は記載しておりません。

 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

 
当事業年度

（自2024年４月１日
至2025年３月31日）

１株当たり純資産額 △138.42円

１株当たり当期純損失（△） △16.60円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり当期純損失（△）であるため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額については、優先株式に対する払込金額を控除して算定しております。

３．１株当たり当期純損失（△）の算定上、優先株式を含めて算定しております。

４．当社は、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。2025年３月期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失（△）を算定

しております。

５．１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当事業年度

（自2024年４月１日
 至2025年３月31日）

当期純損失（△）（千円） △103,830

普通株主に帰属しない金額（千円） ‐

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △103,830

普通株式の期中平均株式数（株） 6,254,480

（うち普通株式(株)）

（うちＡ-１種優先株式(株)）

（うちＢ種優先株式(株)）

3,814,000

1,300,000

1,140,480

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権２種類

新株予約権の数 3,690個

なお、新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １株式等の状

況 （２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

 

当事業年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

 
当事業年度

（自2025年４月１日
至2026年３月31日）

１株当たり純資産額 △128.95円

１株当たり当期純利益 5.08円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．１株当たり純資産額については、優先株式に対する払込金額を控除して算定しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上、優先株式を含めて算定しております。

４．当社は、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。2025年３月期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。
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５．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当事業年度

（自2025年４月１日
 至2026年３月31日）

当期純利益（千円） 36,131

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 36,131

普通株式の期中平均株式数（株） 7,114,000

（うち普通株式(株)）

（うちＡ-１種優先株式(株)）

（うちＢ種優先株式(株)）

3,814,000

1,300,000

2,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権３種類

新株予約権の数 5,620個

なお、新株予約権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １株式等の状

況 （２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

 

（優先株式の取得及び消却）

　2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定

める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１

種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得した当

該Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日の2026

年６月11日付で消却を行っております。なお、当社は、2026年６月26日開催の定時株主総会により、同日の

2026年６月26日付で種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

 

優先株式の普通株式への交換状況は以下のとおりです。

１．取得及び消却した株式数

Ａ-１種優先株式　　　　　　　　　　　 13,000株

Ｂ種優先株式　　　　　　　　　　　　　20,000株

２．交換により交付した普通株式数　　　33,000株

３．交付後の発行済普通株式数　　　　　71,140株

 

（株式分割）

　当社は、2026年６月11日開催の取締役会に基づき、2026年６月30日付けをもって普通株式１株につき100株

の割合で株式分割を行っております。当該株式分割の内容は以下のとおりであります。

 

（１）株式分割の目的

　株式を分割し、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家がより投資しやすい環境

を整え、当社株式の流動性を向上させることで、投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としております。

 

（２）株式分割の概要

 

①　分割の方法

　2026年６月29日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する株式を、１株に

つき100株の割合をもって分割しております。

 

②　分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 71,140株

株式分割により増加する株式数 7,042,860株

株式分割後の発行済株式総数 7,114,000株

株式分割後の発行可能株式総数 28,456,000株

 

③　分割の日程

基準日公告日 2026年６月12日

基準日 2026年６月29日

効力発生日 2026年６月30日

 

④　１株当たり情報に及ぼす影響

　１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映させております。

 

（発行可能株式総数の変更及び単元株制度の採用）

　当社は、2026年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき、発行可能株式総数を変更する定款の一部変更を

行っております。また、2026年６月26日開催の定時株主総会決議により2026年６月30日付で１単元を100株と

する単元株制度を採用しております。

 

(1)発行可能株式総数の変更

　発行可能株式総数を、上限である発行済株式数の４倍以内の28,456,000株に変更しております。
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(2) 単元株制度の採用

　単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株としました。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千
円）

有形固定資産        

建物附属設備 2,138 485 ― 2,623 646 239 1,977

工具、器具及び備品 65,424 44,636 ― 110,061 64,138 17,600 45,923

有形固定資産計 67,563 45,122 ― 112,685 64,784 17,839 47,900

無形固定資産        

ソフトウエア 501 294 ― 795 300 144 495

無形固定資産計 501 294 ― 795 300 144 495

 長期前払費用 ― 101 85 15 ― ― 15

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

　　　　工具、器具及び備品： 研究開発用機器　　44,056千円

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

　　該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

預金  

普通預金 451,906

合計 451,906

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

Ceva Santé Animale S.A. 45,852

日本曹達株式会社 33,000

合計 78,852

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

(A) ＋ (B)
　

× 100

 
 (A) ＋ (D) 
 ２  
 (B)  
 365  

　

43,761 309,868 274,778 78,852 77.7 72

 

 

②　流動負債

 

イ．前受金

相手先 金額（千円）

MSD Animal Health 2,775

合計 2,775
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（３）【その他】

最近の経営成績及び財政状態の概況

　2026年８月13日開催の取締役会において承認された第８期第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６

月30日まで）及び第８期第１四半期累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

は次のとおりであります。

 

(1）四半期貸借対照表

 （単位：千円）

 
当第１四半期会計期間
（2026年6月30日）

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 431,349

売掛金 39,233

その他 29,787

流動資産合計 500,370

固定資産  

有形固定資産 43,041

無形固定資産 455

投資その他の資産 223

固定資産合計 43,721

資産合計 544,091

負債の部  

流動負債  

未払法人税等 76

その他 11,991

流動負債合計 12,068

固定負債  

資産除去債務 803

固定負債合計 803

負債合計 12,871

純資産の部  

株主資本  

資本金 90,000

資本剰余金 545,888

利益剰余金 △104,668

株主資本合計 531,219

純資産合計 531,219

負債純資産合計 544,091
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(2）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

（単位：千円）

 
当第１四半期累計期間
（自2026年４月１日
至2026年６月30日）

売上高 41,857

売上総利益 41,857

販売費及び一般管理費 79,056

営業損失（△） △37,198

営業外収益  

為替差益 304

営業外収益合計 304

経常損失（△） △36,894

税引前四半期純損失（△） △36,894

法人税、住民税及び事業税 76

法人税等合計 76

四半期純損失（△） △36,970
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(3）四半期財務諸表に関する注記事項

 

 

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。) は、次のとおりであります。

 

当第１四半期累計期間

(自 2026年４月１日

 至 2026年６月30日)

減価償却費 5,010千円

 

 

（セグメント情報等の注記）

　当社は医薬品の研究開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　（単位：千円）

項目

当第１四半期累計期間

（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

共同プロジェクト収入 38,958

コンサルティング収入 2,350

その他 549

顧客との契約から生じる収益 41,857

外部顧客への売上高 41,857

 

（１株当たり情報）

　　　　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

当第１四半期累計期間

（自　2026年４月１日

　至　2026年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △5.20円

（算定上の基礎）  

四半期純損失（△）（千円） △36,970

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △36,970

普通株式の期中平均株式数（株） 7,114,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純損失の算定に含めなかった潜在株式につい

て、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

　　　　　　　　 －

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失（△）であるため記載しておりません。
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２．１株当たり四半期純損失（△）の算定上、優先株式を含めて算定しております。なお、2026年５月25日開催

の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定める取得条項に基づ

き取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１種優先株式及びＢ

種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。また、当社が取得した当該Ａ-１種優先

株式及びＢ種優先株式について、2026年６月11日開催の臨時取締役会決議により、同日の2026年６月11日付

で消却を行っております。

３．当社は、2026年６月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。期首に当該株

式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純損失（△）を算定しております。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度の末日から３ヶ月以内

基準日 毎事業年度末日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日

毎年９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え（注）１  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料  

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店（注）１

買取手数料 無料（注）２

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL   https://mabgenesis.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．当社株式は、株式会社東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１項に規

定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２．単元未満株式の買取手数料は、当社株式が東京証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手数

料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３．当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

できない旨、定款で定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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第三部【特別情報】

第１【連動子会社の最近の財務諸表】
　当社は、連動子会社を有していないため、該当事項はありません。
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第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
 

移動年月日

移動前所

有者の氏

名又は名

称

移動前所

有者の住

所

移動前所

有者の提

出会社と

の関係等

移動後所有者の氏名

又は名称

移動後所有

者の住所

移動後所有

者の提出会

社との関係

等

移動株数

（株)

価格

（単価）

（円）

移動理

由

2026年

６月11日
－ － －

名古屋大学・東海地

区大学広域ベン

チャー２号投資事業

組合

組合員 Beyond Next

Ventures 株式会社

代表取締役社長 伊藤

毅

東京都中央

区日本橋本

町三丁目７

番２号

特別利害関

係者等（大

株主上位10

名）

A-1種優先株式

△300,000

B種優先株式

△175,000

普通株式

475,000

－ (注)４

2026年

６月11日
－ － －

九州広域復興支援投

資事業有限責任組合

無限責任組合員

ロングブラックパー

トナーズ株式会社

代表取締役　牛越直

無限責任組合員

REVIC復興キャピタル

株式会社

代表取締役　坂本啓

晃

熊本県熊本

市中央区桜

町２番17号

特別利害関

係者等（大

株主上位10

名）

B種優先株式

△1,000,000

普通株式

1,000,000

－ (注)４

2026年

６月11日
－ － －

アクシル・ライフサ

イエンス＆ヘルスケ

アファンド２号投資

事業有限責任組合無

限責任組合員

アクシル・キャピタ

ル・パートナーズ２

号有限責任事業組合

代表組合員　フレデ

リック・シェーン

東京都港区

西新橋一丁

目11番４号

日土地西新

橋ビル７Ｆ

特別利害関

係者等（大

株主上位10

名）

B種優先株式

△625,000

普通株式

625,000

－ (注)４

2026年

６月11日
－ － －

株式会社アニヴェル

セルHOLDINGS 代表取

締役　青木柾允

東京都港区

北青山三丁

目５番27号

特別利害関

係者等（大

株主上位10

名）

A-1種優先株式

△500,000

普通株式

500,000

－ (注)４

2026年

６月11日
－ － －

みやぎん宮崎大学夢

応援投資事業有限責

任組合

無限責任組合員 宮銀

ベンチャーキャピタ

ル株式会社 代表取締

役 山下 耕司

宮崎県宮崎

市橘通東四

丁目３番５

号

特別利害関

係者等（大

株主上位10

名）

A-1種優先株式

△250,000

普通株式

250,000

－ (注)４

 

（注）1．当社は、株式会社東京証券取引所グロース市場への上場を予定しておりますが、株式会社東京証券取引所

（以下「同取引所」という。）が定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第266条の

規定に基づき、特別利害関係者等が、基準事業年度（「新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に経

理の状況として財務諸表等が記載される最近事業年度をいう。以下同じ。）の末日から起算して２年前の日

（2024年４月１日）から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲り受け又は

譲渡（上場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。）を行っている場合に
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は、当該株式等の移動の状況を同施行規則第231条第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）」に記載するものとするとされております。

　　　2．当社は、同施行規則第267条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動状況に係る記載内容につい

ての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための事務組織を

適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。また、当社は、当該記録につき、

同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。同取引所は、当社が当該提出

請求に応じない場合は、当社の名称及び当該請求に応じない状況にある旨を公表することができるとされており

ます。また、同取引所は、当該提出請求により提出された記録を検討した結果、上記株式等の移動の状況に係る

記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹事取引参加者の名称並びに当該記載内容

が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされております。

　　　3．特別利害関係者等の範囲は以下のとおりであります。

(1）当社の特別利害関係者…………役員、その配偶者及び二親等内の血族（以下、「役員等」という。）、役

員等により総株主等の議決権の過半数を所有されている会社並びに関係会社及びその役員

(2）当社の大株主上位10名

(3）当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4）金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業を行う者に限る。）及びその

役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社及び資本的関係会社

　　　4．2026年５月25日開催の臨時取締役会において、Ａ-１種優先株式及びＢ種優先株式の全てにつき、定款に定める

取得条項に基づき取得することを決議し、2026年６月11日付で自己株式として取得し、対価としてＡ-１種優先

株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株をそれぞれ交付しております。

　　　5．2026年６月11日開催の取締役会決議により、2026年６月30日付で普通株式1株につき100株の割合で株式分割を

行っております。上記「移動株数」は当該株式分割後の数字を記載しております。
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第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

 

項目 株式 新株予約権① 新株予約権②

発行年月日 2024年12月23日 2025年３月27日 2025年５月30日

種類 Ｂ種優先株式
第４回新株予約権

(ストック・オプション)

第５回新株予約権

(ストック・オプション)

発行数 1,175,000株 普通株式　349,000株 普通株式　193,000株

発行価格
400円

（注）３

130円

（注）４

130円

（注）４

資本組入額 200円 65円 65円

発行価額の総額 470,000,000円 45,370,000円 25,090,000円

資本組入額の総額 235,000,000円 22,685,000円 12,545,000円

発行方法 有償第三者割当

2025年２月21日開催の臨

時株主総会において、会

社法第236条、第238条及

び第239条の規定に基づく

新株予約権の付与（ス

トックオプション）に関

する決議を行っておりま

す。

2025年２月21日開催の臨

時株主総会において、会

社法第236条、第238条及

び第239条の規定に基づく

新株予約権の付与（ス

トックオプション）に関

する決議を行っておりま

す。

保有期間等に関する確約 － － （注）２

　（注）１．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所（以下「同取引所」

という。）の定める規則は、以下のとおりであります。

(1）同取引所の定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第268条の規定において、

新規上場申請者が、基準事業年度の末日から起算して１年前より後において、第三者割当等による募集株

式の割当てを行っている場合（上場前の公募等による場合を除く。）には、当該新規上場申請者は、割当

てを受けた者との間で、募集株式の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同

取引所への報告並びに当該書類及び報告内容の公衆縦覧その他同取引所が必要と認める事項について確約

を行うものとし、当該書類を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。

(2）同取引所の定める同施行規則第272条の規定において、新規上場申請者が、基準事業年度の末日から起算

して１年前より後において、役員又は従業員等に報酬として新株予約権の割当てを行っている場合には、

当該新規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従業員等との間で、報酬として割当てを受けた新株予約

権の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告その他同取引所

が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書類を同取引所が定めるところにより提出するも

のとされております。

(3）新規上場申請者が、前２項の規定に基づく書類の提出等を行わない時は、同取引所は新規上場申請の不受

理又は受理の取消しの措置をとるものとしております。

(4）当社の場合、基準事業年度の末日は、2026年３月31日であります。

２．同取引所の定める同施行規則第272条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた役員または従業

員等との間で、報酬として割当てを受けた新株予約権を、原則として割当てを受けた日から上場日の前日ま

たは新株予約権の行使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。

３．株式の発行価額及び行使に際して払込をなすべき金額は、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フ

ロー法）により算出した価格を総合的に勘案して、決定しております。

４．発行価格は、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）により算出した価格を総合的に勘案

して、決定しております。

５．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については、以下のとおりと

なっております。
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 新株予約権① 新株予約権②

行使時の払込金額 １株につき130円 １株につき130円

行使期間
自　2027年２月22日

至　2035年２月21日

自　2027年５月15日

至　2035年５月14日

行使の条件

「第二部 企業情報　第４

提出会社の状況　１ 株式

等の状況　(2) 新株予約

権等の状況　① ストック

オプション制度の内容」

に記載のとおりでありま

す。

「第二部 企業情報　第４

提出会社の状況　１ 株式

等の状況　(2) 新株予約

権等の状況　① ストック

オプション制度の内容」

に記載のとおりでありま

す。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

「第二部 企業情報　第４

提出会社の状況　１ 株式

等の状況　(2) 新株予約

権等の状況　① ストック

オプション制度の内容」

に記載のとおりでありま

す。

「第二部 企業情報　第４

提出会社の状況　１ 株式

等の状況　(2) 新株予約

権等の状況　① ストック

オプション制度の内容」

に記載のとおりでありま

す。

 

６．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき、100株の割合で株

式分割を行っており、上記「発行数」「発行価格」「資本組入額」及び「行使時の払込金額」は、当該株式

分割後の「発行数」「発行価格」「資本組入額」及び「行使時の払込金額」を記載しております。
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２【取得者の概況】

株式

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業
及び事業の内
容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

アクシル・ライフサイエン

ス＆ヘルスケアファンド２

号投資事業有限責任組合

無限責任組合員

アクシル・キャピタル・

パートナーズ２号有限責任

事業組合

組合員　フレデリック・

シェーン

東京都港区西新橋一

丁目11番４号
投資事業組合 625,000

250,000,000

　（400）

特別利害関係者等

(大株主上位10名)

九州広域復興支援投資事業

有限責任組合

無限責任組合員

ロングブラックパートナー

ズ株式会社

代表取締役　牛越直

資本金　10百万円

無限責任組合員

REVIC復興キャピタル株式

会社

代表取締役　坂本啓晃

資本金　100百万円

熊本県熊本市中央区

桜町２番17号
投資事業組合 500,000

200,000,000

（400）

特別利害関係者等

(大株主上位10名)

みやざき未来応援３号ファ

ンド投資事業有限責任組合

無限責任組合員

株式会社宮崎太陽キャピタ

ル

代表取締役　野村公治

資本金　10百万円

宮崎県宮崎市広島二

丁目１番31号
投資事業組合 50,000

20,000,000

（400）
－

（注）１．アクシル・ライフサイエンス＆ヘルスケアファンド２号投資事業有限責任組合は、当該第三者割当増資により

特別利害関係者等(大株主上位10名)となりました。

２．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき、100株の割合で株式

分割を行っており、上記「割当株数」、及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「割当株数」、及び「価

格（単価）」を記載しております。

 

新株予約権①

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業
及び事業の内
容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

前田　龍 － 会社役員 38,000
4,940,000

　（130）

特別利害関係者等

(当社の取締役)

新庄　勝浩 東京都八王子市 会社役員 30,000
3,900,000

（130）

特別利害関係者等

(当社の代表取締

役、大株主上位10

名)
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業
及び事業の内
容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

河合　昭好 － 会社役員 20,000
2,600,000

（130）

特別利害関係者等

(当社の取締役)

初澤　寛成 － 会社役員 20,000
2,600,000

（130）

特別利害関係者等

(当社の監査役)

工藤　利秋 － 会社役員 6,000
780,000

（130）

特別利害関係者等

(当社の監査役)

西井　大輔 － 会社役員 6,000
780,000

（130）

特別利害関係者等

(当社の監査役)

（注）１．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき、100株の割合で株式

分割を行っており、上記「割当株数」、及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「割当株数」、及び「価

格（単価）」を記載しております。

２．上記のほか、新株予約権取得者である当社従業員（特別利害関係者を除く。）14名、割当株数229,000株に関

する記載は省略しております。

 

 

新株予約権②

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業
及び事業の内
容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社
との関係

小泉　信一
神奈川県横浜市中
区

会社役員 50,000
6,500,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の取締役、大
株主上位10名)

新庄　勝浩 東京都八王子市 会社役員 20,000
2,600,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の代表取締
役、大株主上位10
名)

前田　龍 － 会社役員 20,000
2,600,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の取締役)

河合　昭好 － 会社役員 6,000
780,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の取締役)

工藤　利秋 － 会社役員 6,000
780,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の監査役)

初澤　寛成 － 会社役員 4,000
520,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の監査役)

西井　大輔 － 会社役員 4,000
520,000
（130）

特別利害関係者等
(当社の監査役)

 

（注）１．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月30日付で普通株式１株につき、100株の割合で株式

分割を行っており、上記「割当株数」、及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「割当株数」、及び「価

格（単価）」を記載しております。

２．上記のほか、新株予約権取得者である当社従業員（特別利害関係者を除く。）13名、割当株数83,000株に関す

る記載は省略しております。

 

 

３【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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第３【株主の状況】
 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

名古屋大学・東海地区大学広域ベン

チャー２号投資事業組合（注）１．

東京都中央区日本橋本町三丁目７番

２号
1,225,000 15.96

九州広域復興支援投資事業有限責任

組合（注）１．
熊本県熊本市中央区桜町２番17号 1,000,000 13.03

新庄　勝浩（注）１.２． 東京都八王子市
954,000

(50,000)

12.43

(0.65)

黒澤　仁（注）１.５． 愛知県名古屋市名東区
930,000

(30,000)

12.12

(0.39)

アクシル・ライフサイエンス＆ヘル

スケアファンド２号投資事業有限責

任組合（注）１．

東京都港区西新橋一丁目11番４号日

土地西新橋ビル７Ｆ
625,000 8.14

小泉　信一（注）１．３． 神奈川県横浜市中区
510,000

(50,000)

6.64

(0.65)

株式会社アニヴェルセルHOLDINGS

（注）１．
東京都港区北青山三丁目５番27号 500,000 6.51

森下　和広（注）１.５． 宮崎県宮崎市
480,000

(30,000)

6.25

(0.39)

柴崎　友一朗（注）１.５． 神奈川県横浜市港北区
338,000

(38,000)

4.40

(0.50)

みやぎん宮崎大学夢応援投資事業有

限責任組合（注）１．
宮崎県宮崎市橘通東四丁目３番５号 250,000 3.26

SMBCベンチャーキャピタル産学連携

２号投資事業有限責任組合
東京都中央区八重洲一丁目３番４号 150,000 1.95

みやざき未来応援２号ファンド投資

事業有限責任組合
宮崎県宮崎市広島二丁目１番31号 100,000 1.30

株式会社ベクトル 東京都港区赤坂四丁目15番１号 75,000 0.98

きぼう投資事業有限責任組合
神奈川県横浜市西区みなとみらい三

丁目１番１号
75,000 0.98

前田　龍（注）３． －
62,000

(62,000)

0.81

(0.81)

みやざき未来応援３号ファンド投資

事業有限責任組合
宮崎県宮崎市広島二丁目１番31号 50,000 0.65

－（注）５． －
50,000

(50,000)

0.65

(0.65)

河合　昭好（注）３． －
34,000

(30,000)

0.44

(0.39)

初澤　寛成（注）４． －
28,000

(28,000)

0.36

(0.36)

長久　厚 愛知県名古屋市中村区 26,000 0.34

－（注）５． －
25,000

(25,000)

0.33

(0.33)

－（注）５． －
23,000

(23,000)

0.30

(0.30)

古田　晃浩 愛知県名古屋市昭和区 20,000 0.26
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

－（注）５． －
20,000

(20,000)

0.26

(0.26)

－（注）５． －
20,000

(20,000)

0.26

(0.26)

－（注）５． －
18,000

(18,000)

0.23

(0.23)

－（注）５． －
18,000

(18,000)

0.23

(0.23)

－（注）５． －
15,000

(15,000)

0.20

(0.20)

－（注）５． －
13,000

(13,000)

0.17

(0.17)

－（注）５． －
13,000

(13,000)

0.17

(0.17)

工藤　利秋（注）４． －
12,000

(12,000)

0.16

(0.16)

西井　大輔（注）４． －
10,000

(10,000)

0.13

(0.13)

－（注）５． －
7,000

(7,000)

0.09

(0.09)

計 －
7,676,000

(562,000)

100.00

(7.32)

（注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名）

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役）

３．特別利害関係者等（当社の取締役）

４．特別利害関係者等（当社の監査役）

５．当社の従業員

６．所有株式数の（ ）は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。

７．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2026年９月18日

MabGenesis株式会社  

 取締役会　御中 

 

 三優監査法人  

 名古屋事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　雄城

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　啓太

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるMabGenesis株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

MabGenesis株式会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外

の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2026年９月18日

MabGenesis株式会社  

 取締役会　御中 

 

 三優監査法人  

 名古屋事務所  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　雄城

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　啓太

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるMabGenesis株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を

行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

MabGenesis株式会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書　第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外

の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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